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新市基本計画を最上位計画として位置づけ、各施策に取り組んできましたが、少子高齢・人口減少社会の

到来、ライフスタイルの多様化、グローバル化、大規模な自然災害の発生など社会情勢の変化等に伴っ

て、新たな課題も出てきていることから、まちづくりの更なる向上と進展を勘案するなかで、将来のめざす

べきまちの姿を共有するため、合併後初めて「総合計画」を策定することになりました。

　新しい総合計画の策定においては、コンセプトを「人のつながり」としました。
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1

はじめに
Ⅰ

基本構想

1  策定の背景
本市は、2010年（平成22年）３月に旧近江八幡市と旧安土町の合併により新たな近江八幡市としてス

タートを切りました。これまで、2009年（平成21年）５月に策定された新市基本計画を市政運営にあたっ

ての最上位計画として位置づけ、社会情勢の変化に合わせて一部修正を行いながら、現在まで市政運営

を行ってきました。しかし、新市誕生から８年以上が経過し、社会情勢の変化等に伴って、新たな課題

も出てきていることから、市政運営の基本的な方針を改めて検討する時期になりました。

総合計画については、これまで地方自治法において、総合計画の最上位に位置づけられる基本構想の

策定が市区町村に義務づけられていましたが、2011年（平成23年）に同法が改定され、この規定が廃止

されました。

一方で、本市では、都市計画の基本的な方針である「近江八幡市都市計画マスタープラン」や、市民

一人ひとりが主役となってまちづくりを行うための基本的な考え方や行政の施策を定めた「近江八幡市市

民自治基本計画」、そのほか「第２次近江八幡市地域福祉計画」や「近江八幡市観光振興計画」「近江

八幡市風景計画」など、様々な分野別の個別計画を策定しています。また、2015年（平成27年）には「近

江八幡市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、人口維持と魅力向上に向けた５年間の重点的に

取り組む施策をまとめています。

このように、様々な個別計画が並立するなか、本市が市全体として中長期的な方向性を示すための総

合的な計画が必要となり、その役割を総合計画が担うこととなります。

総合計画は、このような問題意識のもと、本市の市政運営の中長期的な指針となる最も重要な計画と

して定めるもので、市民や学識者、各種団体の代表者、市議会議員などからなる審議会によって検討され、

最終的には議会による議決をもって決定される、市の最上位計画となります。

総合計画は、環境、福祉、教育、産業振興、都市整備等、市政の各分野における個別計画の指針と

なるほか、国や県へ市の取組方針を伝え、施策・事業の必要性や優先順位などを検討する上での共通の

指針となります。
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2  計画の構成と期間
（1） 総合計画の構成

総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画の３層から構成しています。本書は基本構想と基本計画

から構成し、具体的な事業を示して毎年更新していく実施計画は、別にまとめることとなります。（図表Ⅰー 1）

（2）総合計画の期間

総合計画の期間は2019年（平成31年）から2028年（平成40年）までの10年間とします。基本構想に基づ

く基本計画については、前期・後期それぞれ５年間を計画期間とし、後期基本計画は前期基本計画の成

果や残された課題、社会経済環境の変化等に応じて、前期基本計画を一部改定する形で策定します。（図

表Ⅰー 2）

総合計画の期間は市長任期の４年を超えることになります。市長の公約で示された政策や事業につい

ては、３年を見据えつつ毎年更新する実施計画の中で、重点的に取り組む事項として位置づけていきます。

図表Ⅰ- 1　総合計画の構成

図表Ⅰ- 2　総合計画の期間

基本構想

基本計画

実施計画

将来のまちの姿の実現を図るための施策・
主要事業を示すもの（5年後に中間見直し）

施策実現のための具体的事業を示すもの
（3年計画で、1年ごとに見直し）

本市の将来のまちの姿を示すもの（10年）

基本構想（10年）

実施計画
（3年計画、毎年作成）

前期基本計画（5年）

（3年）

（3年）

（3年）

後期基本計画（5年）

平成
西暦

31
2019

32
2020

33
2021

34
2022

35
2023

36
2024

37
2025

38
2026

39
2027

40
2028

〈基本構想〉Ⅰ. はじめに
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基本構想

3  総合計画と他の計画（個別計画）との関係
本市では総合計画のほか、様々な分野で個別計画を有しています。これら総合計画と個別計画の関係

については、個別計画の継承と発展のつなぎ役として総合計画が機能すると考えます。個別計画において、

策定されて日が浅いものについてはその基本的な考え方を総合計画にも継承し、主要な事業については

総合計画の基本計画に反映します。総合計画は、既存の様々な個別計画の理念や取組を継承しつつ、今

後10年を見越して未来に向けた市全体の方向性を定めます。（図表Ⅰー 3）

一方、個別計画の中でも策定されてから年月が経ち、近いうちに改定が予定されるものや、今後新た

に策定が予定されるものについては、この総合計画を踏まえた個別計画になるように、個別計画に盛り

込みたい考え方や主要事業を、将来の計画策定に備えて総合計画の策定時からあらかじめ意識しておく

必要があります。

図表Ⅰ- 3　総合計画と他の計画（個別計画）との関係

近年策定された個別計画

継 承 発 展

近々改定・策定予定の個別計画

総 合 計 画

●基本理念・背景認識の共有
●主要事業の基本計画への反映

●総合計画の基本的な考え方や主要事業を
　新たな個別計画に反映
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1

基本構想

本市の状況
（概況）

Ⅱ

基本構想基本構想

1  本市のなりたち・現状
（1）本市のなりたち

本市は、豊かな水と土壌の恵みを受け、古くから農業を中心に栄え、中世以降は陸上と湖上の交通の

要衝という地の利を得て、多くの城が築かれました。

織田信長は安土城を築城し、この地を拠点に天下統一に邁進しました。織田信長の改革精神により開

かれた楽市楽座は、豊臣秀次の自由商業都市思想に引き継がれ、八幡商人の基礎を築きました。

また、豊臣秀次は、八幡山城を築城し、周辺に城下町を整備しました。八幡山城の城下町は、その後

の八幡商人の活躍の舞台となり、今もなお整然とした碁盤目状の美しい町なみが残されています。この

城下町では、背割りと呼ばれる排水路が城下町の整備に合わせて計画的に配置されました。当時として

は先進的な取組であり、背割りは現在においても雨水排水路として活用されています。このような歴史的

背景から、市内には各時代を代表する歴史的資源が点在しています。

さらには、市北部の琵琶湖、日本で唯一の淡水湖に浮かぶ人が暮らす島である沖島、そしてラムサー

ル条約*の登録湿地である西の湖と琵琶湖八景に数えられているヨシの群生地である水郷地帯（国の重要

文化的景観*第１号）など、唯一無二の自然環境を有しています。その恵みを受けて、人々の生活や生業

の風景が文化的景観として古くから維持され、豊かな暮らしと住まいの空間が広がっています。

本市のこれまでの変遷については、1889年（明治22年）町村制施行により、八幡町、安土村のほか９

村が置かれました。八幡町は1933年（昭和８年）に蒲生郡宇津呂村、1951年（昭和26年）には蒲生郡島村

を編入、1954年（昭和29年）３月には八幡町、岡山村、金田村、桐原村、馬淵村が合併し、旧近江八幡

市となり、同年４月安土村と老蘇村が合併し、旧安土町となりました。旧近江八幡市は1955年（昭和30年）

には北里村を、1958年（昭和33年）には武佐村をそれぞれ編入しました。その後、2010年（平成22年）に

旧近江八幡市と旧安土町が合併して近江八幡市が誕生しました。旧市町は先に述べた歴史の中でもつな

がりが深く、明治以降も医療や福祉をはじめとする行政サービスに関することや、買い物、通勤・通学な

ど、深い関わりの中でともに発展してきました。新市発足以降、新市基本計画に基づいて、「暮らす人」「働

く人」を中心に、「人」が主役となるまちづくりを進めてきたところです。
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基本構想

（2） 本市の特性

① 歴史・文化資源
● 八幡商人

織田信長や豊臣秀次の時代には、国際商業都市として世

界との経済的・文化的交流が盛んに行われ、その後も「売

り手よし、買い手よし、世間よし」の「三方よし」の理念の

もと、本市を本拠地として世界に雄飛した八幡商人を生み出

した歴史があります。

●  日本100名城「観音寺城跡」「安土城跡」や八幡堀をはじめとする歴史・文化資源

国の史跡で日本五大山城の１つである観音寺城跡、天下布武の拠点として織田信長が築いた国の特別

史跡安土城跡、豊臣秀次の八幡山城（「続日本100名城」認定）築城と同時に整備された八幡堀など、我

が国を代表する史跡や以後の八幡商人の発展の礎となった歴史・文化資源が数多く残されています。こ

れらの歴史・文化資源は、市民による活発な保全活動が行われているほか、来訪する観光客も多く、主

な観光スポットにもなっています。

八幡堀

観音寺城跡  安土城跡

重要伝統的建造物群保存地区

● 歴史的町なみ・町家

八幡商人の発展の礎となった町家を中心とした、歴史的都市空間が形成されています。昭和40年代か

らの八幡堀（八幡川）の修景*保存運動を引き継ぎながら、1991年（平成３年）にはかつての八幡商人の屋

敷が居並ぶ新町・永原町・八幡堀の町なみが滋賀県ではじめて重要伝統的建造物群保存地区*に選定さ

れています。
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● 伝統文化（行事・祭事）

左義長まつり、八幡まつり、篠田の花火に代表され、国の無形民俗文化財に選択された「近江八幡の

火祭り」や、沙沙貴まつりなどの長い伝統を誇るまつりが、市内各地で開催されています。これらの伝統

文化は古くから伝わり、保存継承されています。

左義長まつり

篠田の花火

 八幡まつり

沙沙貴まつり

ヴォーリズ記念館

● 中山道・朝鮮人街道沿いの街道文化

江戸と京都を結ぶ幹線であった中山道、朝鮮通信使*が通った朝鮮人街道*を核として、街道筋に存在

する道標・祠・常夜灯等の石造物等の文化財があります。また、街道沿いには多くの寺社があります。

● 豊かな自然環境など地域の特性を背景とした魅力的な食文化

琵琶湖やその周りに広がる田畑では、豊かな水、土壌など自然の恵みにより、近江米をはじめ北之庄

菜や豊浦ねぎなどの農産物、近江牛、琵琶湖・沖島の湖魚など様々な食材に恵まれ、それらを活かした

古くから伝わる調理方法が継承されています。

また、滋賀県無形民俗文化財に指定されている「丁稚羊羹」や「赤こんにゃく」等の個性あふれる食文化

が残っているほか、近年におけるスイーツ分野の新たな展開など、いつの

時代においても魅力的な食文化をもっています。

● ヴォーリズ建築

 1905年（明治38年）に滋賀県立商業学校の英語教師として来幡した、

ウィリアム・メレル・ヴォーリズ*によって建築設計された建築物が数多

く存在し、その多くが指定文化財や登録文化財として保存されています。

ヴォーリズが残した近代建築群は、歴史ある町なみにアクセントをも

たらすと同時に、近江八幡の伝統的な町なみが近代へと移行する過程

を見せています。
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基本構想

② 自然環境
● 大中の湖干拓地をはじめとした豊かな農用地区域

弥生時代の農耕集落「大中の湖南遺跡」に見られるように古くから農業を中心に栄えてきた歴史があり、

農業は現在も本市の基幹産業で、滋賀県有数の中核農業地域となっています。市街地を取り囲むように

農用地が存在し、美しい田園景観が形成されています。

● 農業や生活に欠かせない豊富な水源

西の湖を含め、琵琶湖に流れ込む日野川、長命寺川、白鳥川などの一級河川が平野内に豊富な水を

供給し、浅小井町、安土町常楽寺、金剛寺町など各地域に湧水も見られるなど、多様な水環境が形成さ

れています。

● 琵琶湖・西の湖・八幡堀等の水辺の景観

琵琶湖をはじめとして、西の湖、長命寺川、八幡堀と周

辺のヨシ地を含む「近江八幡の水郷」とそれを巡る生業の

風景は、2006年（平成18年）に文化財保護法に基づく重要文

化的景観の全国第１号として国の選定を受けています。こ

の水郷地帯は「人と自然が織りなす日本の風景百選」、「関

西自然に親しむ風景百選」、「琵琶湖八景」、「日本遺産」な

どにも選定され、雄大な自然景観を形成しています。

● 日本でただ一つ湖に人が暮らす島「沖島」

淡水湖の中に人が住む島としては国内唯一で、世界的に

も非常に珍しいとされる沖島があります。恵まれた自然の中

で漁業が営まれ、琵琶湖の水産業の拠点にもなっています。

島の生活道路である「ホンミチ」は、2006年（平成18年）水

産庁の「未来に残したい漁業漁村の歴史文化財産百選」に

選定されており、昔ながらの町なみを今に残しています。

③ 教育・市民性
● 地域に根ざした特色ある教育

郷土（ふるさと）に愛着と誇りをもつ子どもを育成するために、地域学習、伝統文化を学ぶ機会を取り

入れるなど地域の文化・環境・歴史等に関する学習・研究を行うふるさと学習を実施しています。また、

地域の方々に支えられて実施している職場体験など、地域に根ざした特色のある教育を行っています。

● 国際的視野に立った交流と多文化共生

姉妹都市や兄弟都市などとの国際親善交流を積極的に推進し、社会全般にわたる国際化の進展に対応

した人材の育成と本市の振興に力を入れています。また、外国人住民とともに暮らしやすく豊かな地域文

化を形成する多文化共生*のまちづくりを推進しています。

沖島

西の湖
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● 熱心な市民活動や「自治」の精神

本市では中世において我が国最初の自治組織の規約といわれる「奥
おくしまのひゃくしょうとうしょうおきぶみ

嶋百姓等庄隠規文*」が定められ

ており、各時代で地域資源の保存・活用を市民主体で取り組んできた歴史があります。八幡堀埋め立て

計画を機に、「地域の素晴らしい風景を市民で守り再生していこう」と、八幡堀の修景保存が進み、今は

多くの観光客でにぎわう本市の観光拠点となっています。また、江戸時代の風情が残る町なみ「八幡伝

統的建造物群保存地区」の保存に力を入れ、1991年（平成３年）に国の重要伝統的建造物群保存地区に

指定されたほか、「近江八幡の水郷」がヨシ産業などの生業や内湖と共生する地域住民の生活と深く結び

付き形成された重要文化的景観の維持への積極的な取組が高く評価されて、2007年度（平成19年度）に

創設された「文化芸術創造都市*部門」の第１号として文化庁長官表彰を受けています。

市内の自治会や町内会等においては、これまで滋賀県条例「ふるさと滋賀の風景を守り育てる条例」

に基づき、建物の形や色彩の調和、緑化等景観形成などを定めた近隣景観形成協定を数多く結んでいま

す。本市の協定地区数は県内で最も多く、地域住民の手で風景・景観を守り育てる活動が積極的に行わ

れています。

また、学区単位で「まちづくり協議会」が設置され、地域の特色あるまちづくりが市民主体で実践され

ています。

● 八幡商人やヴォーリズから受け継いできた「社会貢献」の精神

八幡商人の経営理念には、自らの利益は社会全体の幸福につながらなければならないといういわゆる

「三方よし」の精神があります。また、ヴォーリズは、社会教育、出版、医療、学校教育等の社会貢献活

動を経済的に支えるために、建築設計会社や製薬会社等の企業活動を行いました。これら社会貢献の精

神は現在も地域住民に継承されています。

八幡町絵図
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基本構想

（3） 本市の現状

① 人口
本市の人口は、微増傾向で推移していますが、亡くなる方が生まれてくる子どもの数を上回る「自然減

少」の状態が始まっています（図表Ⅱ-1、図表Ⅱ-3）。20 ｰ30歳代が少ない年齢構成上、出生数の大幅な

増加は見込みにくく、今後少子高齢・人口減少社会は本市においても急速に進展していくと考えられます。

（図表Ⅱー 2）

図表Ⅱｰ１　本市における年齢4区分別人口の推移
【実数】

【女】

【構成比】

【男】
図表Ⅱｰ２　人口ピラミッド

（資料）総務省「平成27年国勢調査」

（資料）総務省「国勢調査」
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図表Ⅱｰ３　本市における社会増減・自然増減の推移

【社会増減】

【自然増減】

（資料）滋賀県推計人口年報より作成
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基本構想

② 経済・産業
本市の市内総生産は増加と減少を繰り返しながら推移しています。滋賀県はものづくり県として知られ

ていますが、本市は大規模な工場が少なく、第３次産業の比率が高いことが特徴です（図表Ⅱー 4）。中でも、

卸売業・小売業の事業所数やそこで働く従業者が多くなっています。近年は高齢化の進展に伴い、医療・

福祉の事業所や従業者が増加しています。（図表Ⅱー 5）

図表Ⅱｰ４　本市における市内総生産の推移

図表Ⅱｰ５　本市における産業大分類別の事業所数・従業者数の推移

（資料）滋賀県「滋賀県市町民経済計算（平成27年度推計 平成30年3月公表）」
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観光については、重要伝統的建造物群保存地区が整備された時期や「近江八幡の水郷」が国の重要

文化的景観に選定された時期に本市を訪れる観光客が増加しました。近年では、全国的に外国人観光客

が増加するなか、本市でも集客力のある民間事業者の施設の開設により、観光客が一層増加しており、

外国人観光客も急増しています（図表Ⅱー 6）。

図表Ⅱｰ６　本市における観光客数の推移　

【従業者数】

（資料）総務省・経済産業省「経済センサス」

（資料）滋賀県「観光入込客統計調査書」
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③ 財政
本市の財政規模は、近年拡大傾向にあります。

歳入について、本市は大企業が少ないことから法人市民税が近隣市町よりも少ない状況ですが、税額

としては100億円超で安定しています。そのような中、普通建設事業費*の拡大に伴う市債の発行等により、

歳入に占める市税の比率は低下しています（図表Ⅱー 7）。

一方で、歳出については、高齢者や障がい者、子どもに関する支出の増大に伴って、扶助費が増加し

ているほか、公共施設の整備等に伴う普通建設事業費の増加が目立ちます。（図表Ⅱー 8）

図表Ⅱｰ７　歳入額の推移と市税の比率（普通会計）

図表Ⅱｰ８　本市における性質別歳出の推移（普通会計）
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2  本市を取り巻く社会経済環境
（1）少子高齢・人口減少社会の到来

日本の総人口は2008年（平成20年）をピークに減少が始まっており、本市においても、人口の減少が見

込まれています。総人口の減少と同時に、年齢構造も大きく変化し、少子高齢・人口減少社会が進展し

ていくと見込まれます。少子高齢・人口減少社会が進むと、働き盛りの世代が減少して、消費の縮小、

労働力人口の減少、税収の減少といった影響が生じる一方で（図表Ⅱー 9）、高齢者の増加により、医療を

はじめとする社会保障費の負担の増加が懸念されています。（図表Ⅱー 10）

このことから、人口減少の割合を緩やかにするため、若い世代の雇用の創出や、若い世代の希望を充

足させるなど、人口の定着に資する取組を行っていく必要があります。

図表Ⅱｰ９　年齢区分別人口の推移

（資料） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日
本の将来推計人口（平成30年3月推計）：出生中位・
死亡中位推計」（各年10月１日現在人口）

（資料） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日
本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」（各
年10月１日現在人口）

【全国】 【本市】

図表Ⅱｰ10　国民医療費の年次推移

（ 注 ）  「国民医療費」は、当該年度内の医療機関等における保険診療の対象となり得る傷病の治療に要した費用を推計したも
のである。この費用には、医科診療や歯科診療にかかる診療費、薬局調剤医療費、入院時食事・生活医療費、訪問看
護医療費等が含まれる。（厚生労働省資料より）

（資料）厚生労働省「平成27年度国民医療費の概況」
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（2） ライフスタイル・ワークスタイルの多様化

女性の社会進出の進展に伴い、結婚しても夫も妻も働く共働き世帯が増加しています。本市でも共働

き世 帯 が 増えており、 夫 の み が 就 業しているいわ ゆる専 業 主 婦 世 帯 の 約 ２ 倍 多くなっています

（図表Ⅱー 11）。一方で、家事や育児の負担が夫よりも妻に集中していることや、出産を機に退職する女性

の比率が高いことなど、男女共同参画*社会の実現に向けては多くの課題が残されています。（図表Ⅱｰ

12、図表Ⅱー 13）

結婚、出産に限らず、晩婚化*、非婚化の進展や、雇用形態・勤務形態など、ライフスタイルやワーク

スタイルの多様化が進んでおり、多くの選択肢が担保された上で、様々なニーズに対応する制度や、多

様な生き方や働き方を認め合う意識の醸成などが求められています。

図表Ⅱｰ11　共働き等世帯数の推移

図表Ⅱｰ12　６歳未満の子どもを持つ 
夫婦の家事・育児関連時間（１日あたり）

図表Ⅱｰ13　女性の出産後の継続就業率

【全国】 【本市】

（資料）全国の値は内閣府「平成29年版男女共同参画白書」本市の値は総務省「国勢調査報告」 

（資料）内閣府「平成30年版男女共同参画白書」 （資料）厚生労働省「厚生労働白書 平成30年版」
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（3） 経済・社会のグローバル化

近年、日本を訪れる外国人旅行者は急速に増加しており、2016年（平成28年）には2 ,000万人を突破し

ました。特に中国・台湾・韓国といったアジア圏からの観光客が増加傾向にあり、観光客による旅行消

費額も急速に拡大しています（図表Ⅱー 14）。本市でも先述（12ページ）のとおり外国人観光客が急増してい

ます。今後は、外国人観光客の更なる誘致に向けた受入基盤整備や消費拡大に向けた対策等が必要となっ

てきます。

一方、留学生や技能実習生の増加を背景に、日本で暮らす在留外国人の数も増えており、2016年（平

成28年）現在で238万人、総人口の1.8%を占めています（図表Ⅱー 15）。本市でも、2012年（平成24年）以降、

外国人住民の世帯が増加傾向にあり、外国人住民への円滑かつ適切な行政サービスの提供を基本とし、

地域参画や多文化共生に向けた教育・普及啓発等をより一層行っていく必要があります。

図表Ⅱｰ14　訪日外客数（地域別）及び訪日外国人消費額

図表Ⅱｰ15　在留外国人数の推移と総人口に占める割合の推移

【全国】 【本市】

（資料）日本政府観光局「訪日外客数の動向」、観光庁「訪日外国人消費動向調査」をもとに作成

（資料）法務省　平成29年度「出入国管理統計」本市の値は「近江八幡市統計書」
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（4） 防災意識の向上

我が国は、自然的条件から、地震、津波、台風による災害が発生しやすい国土となっています。阪神・

淡路大震災、東日本大震災、2016年（平成28年）の熊本地震などは記憶に新しいところですが、台風など

に伴う風水害も度々発生しています。本市でも風水害による災害は発生しており、今後も地球温暖化の影

響と考えられている超大型台風の通過やゲリラ豪雨*等、風水害による大きな被害が発生する可能性もあ

ります。

災害対策は、行政が担う「公助」の部分も重要ですが、自分の命は自分で守る「自助」、近所や地域

でお互いに助け合う「共助」が重要です。阪神・淡路大震災では、「自助」「共助」により多くの人がが

れきの下から救助されました。今後は高齢化の一層の進行による避難困難者の増加も見込まれており、

地域住民による自主防災の重要性が高まっています。このため、住民による自発的な防災活動に関する

組織である自主防災組織*の設置が進んでいます（図表Ⅱー 16、図表Ⅱー 17）。一方で、地域コミュニティの

つながりの希薄化や少子高齢・人口減少社会の進展などから、地域における防災の担い手不足も懸念さ

れています。

図表Ⅱｰ16　自主防災組織活動カバー率（全国）

図表Ⅱｰ17　自主防災組織の設置状況（本市）

（資料）内閣府防災担当部局「平成30年度版　防災白書」より作成

（資料）近江八幡市危機管理課
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（5） 地方創生・田園回帰

我が国では、人口や経済の東京一極集中の傾向が加速しています。2017年（平成29年）現在、東京圏

の人口は3 ,500万人となり、総人口の４分の１以上が集中しています（図表Ⅱー 18）。一極集中の結果、首

都圏では住宅価格の高騰、長時間通勤、保育所不足、介護サービス不足等の問題が顕在化する一方で、

地方では人手不足が深刻化しています。

こうした中、政府は①一極集中の是正、②若い世代の希望実現、③地域の特性に即した地域課題の解

決をめざしたビジョンと戦略を策定し、本市でもそれに基づく「近江八幡市まち・ひと・しごと創生総合

戦略」を2015年（平成27年）10月に策定しました。

近年では、若い世代を中心に「田園回帰」と呼ばれる、地方への移住の動きも出始めています。そのため、

地方自治体には、独自の魅力を創出し、これらの人々を引きつける取組が求められています（図表Ⅱー 19）。

本市においても「近江八幡市安寧のまちづくり基本計画」を策定し、主に大都市圏のシニア層をターゲッ

トとした、移住促進の取組を進めています。（図表Ⅱー 20）

図表Ⅱｰ18　三大都市圏・地方圏の 
人口移動の推移

図表Ⅱｰ19　ふるさと回帰支援センターの 
来訪者・問合せ数の推移（東京）

（ 注 ） 上記の地域区分については以下のとおり。 
東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 
名古屋圏：岐　阜県、愛知県、三重県 
大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 
地方圏：三大都市圏以外の地域

（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成

（資料） 認定NPO法人ふるさと回帰支援センター 
「2019年２月19日版ニュースリリース」

図表Ⅱｰ20　近江八幡市安寧のまちづくり基本構想（移住イメージ）
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（6） 持続可能な社会の構築に向けた挑戦

2015年（平成27年）９月に開催された国連サミットにおいて、2030年（平成42年）までの行動計画として、

17のゴール（図表Ⅱー 21）と169のターゲットからなる「持続可能*な開発目標（SDGs*）」が採択されました。

この目標は、豊かな環境を保全し、そのもとで高い生活の質をもたらす社会・経済を築き、次の世代に

も引き継いでいこうという考え方で設定されています。

本市では、全国の自治体に先駆けて、2017年（平成29年）4月に「近江八幡市SDGs推進本部」を設置し、

各分野における持続可能なまちづくり事業の推進を図っているところであり（図表Ⅱー 22）、この総合計画

においても計画を進める上での基本姿勢に位置づけています（35ページ）。

図表Ⅱｰ21　SDGｓの17目標

図表Ⅱｰ22　近江八幡市「持続可能な開発目標（SDGs）」勉強会の様子

（資料）国際連合

（資料）近江八幡市ホームページ
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1

基本構想

将来フレーム
Ⅲ

1  人口
（1） 本市の長期的な将来人口

本市の将来人口については、2015年（平成27年）10月に策定した「近江八幡市人口ビジョン」（以下「人

口ビジョン」という）において、独自推計を行って2060年（平成72年）までにめざすべき人口を示しています。

その後、2015年（平成27年）10月に実施された国勢調査の最新結果を踏まえ、推計値を最新のものに更

新しました。

推計値に大きな変化はなかったことから、引き続き人口ビジョンと同時に策定した「近江八幡市まち・

ひと・しごと創生総合戦略」で示したとおり、2030年（平成42年）に出生率1.80、2040年（平成52年）に出

生率2.07の実現と社会増減の均衡をめざします。最終的には2050年（平成62年）に本市の理想的な子ども

の数の平均値である2.28人を踏まえた出生率の実現をめざし、2060年（平成72年）に人口７万人程度を

維持することを目標とします。（図表Ⅲｰ１）

図表Ⅲｰ１　本市の将来推計人口

（ 注 ）「創生会議」と「総合戦略」は2010 年まで、「社人研推計」と「総合計画」は2015 年まで実績値。以降は推計値。
（資料）国立社会保障・人口問題研究所（平成30（2018）年3 月推計）、実績値は総務省「国勢調査」

（年）
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社人研推計：国立社会保障・人口問題研究所 平成30年推計
創 生 会 議：日本創成会議推計準拠
総 合 戦 略：まち・ひと・しごと総合戦略時推計値
総 合 計 画：近江八幡市第1次総合計画推計値
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基本構想

図表Ⅲｰ２　年齢３区分推計人口の推移

図表Ⅲｰ３　高齢人口の長期推計

（注１）四捨五入の関係上、３区分別人口の構成比は、見かけ上100％にならないことがある。
（注２）2010 年2015 年の実績値は、年齢不詳分を人口構成比で按分している。
（資料）近江八幡市推計、実績値は総務省「国勢調査」

（ 注 ）2010 年2015 年の実績値は、年齢不詳分を人口構成比で按分している。
（資料）近江八幡市推計、実績値は総務省「国勢調査」

（2） 計画期間における人口の推移

近江八幡市第１次総合計画期間中（2028年（平成40年））でみると、人口は８万人を下回り、高齢化率*

は３割近くに達します。2015年（平成27年）の高齢化率は、当初の推計値を上回る水準となっており、今

後も高齢化は見込みよりも早く進行していく可能性があります（図表Ⅲｰ２）。総人口が減少する一方で、

高齢人口*が増え続けます。とりわけ、2025年（平成37年）以降、団塊の世代が75歳を迎えることから、総

人口に占める75歳以上の人口の割合が高まり、計画期間の後半には、市民の約６人に１人が75歳以上

の高齢者になると見込まれます。（図表Ⅲｰ３）

■ 0～14歳　■ 15～64歳　■ 65歳以上■ 0～14歳　■ 15～64歳　■ 65歳以上
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2  都市構造・土地利用
都市構造については、本市の骨格を「点」「ゾーン」と「軸」とで構成し、市内の主要な「点」や「ゾー

ン」を結ぶ交通ネットワークを強化するとともに、地域の魅力と活動の利便性の向上を両立するために、

地域内の拠点・施設を公共交通で結んでいきます。その上で、将来にわたって持続可能な都市の発展を

めざし、効率的な都市整備や都市機能の維持、活用するためコンパクトな都市構造への転換を進めてい

きます。

また、土地の利用にあたっては、自然環境の保全を図りつつ、地域の自然的、社会的、経済的及び文

化的諸条件に配慮して、健康で文化的な生活環境の確保と、地域の持続可能な発展を図っていきます。

そのために、少子高齢・人口減少社会における市民生活・社会のニーズにマッチした土地利用を進めて

いきます。

なお、現状の都市構造・土地利用の形成イメージについては、下図のようになっています。（図表Ⅲｰ４）
都
市
間
交
流
軸

都
市
間
交
流
軸

都市間交流軸

広域
交流
軸

地
域
内
交
流
軸

地
域
内
交
流
軸

地域内交流軸

地
域
内
交
流
軸

生活機能集積拠点

凡　例

広域交流軸

都市間交流軸

地域内交流軸

市街地ゾーン
工業ゾーン
農業ゾーン
歴史文化ゾーン
親水環境ゾーン
自然環境ゾーン

図表Ⅲｰ４　都市構造・土地利用の形成イメージ（現況）

（資料）近江八幡市「近江八幡市都市計画マスタープラン（2012年（平成24年）３月策定）」
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基本構想

【積立金現在高比率】 【積立金現在高比率（財政調整基金＋減債基金）】

3  財政
本市では、行財政改革プランに基づき、第２次行政改革大綱*・行財政改革プランに係る中期財政計

画を策定しており、2024年度（平成36年度）までの財政見通しを示しています。その中で、指標目標を５

つ定めており、2017年度（平成29年度）においていずれの指標とも目標値をクリアしています（図表Ⅲｰ５）。

しかし、今後高齢化の進行に伴う働く人の減少などにより、市税収入の増加は見込みにくいほか、合併

後の新市移行に伴う交付税の特例措置が2015年度（平成27年度）以降段階的に減少し、2020年度（平成

32年度）以降はなくなるなど、歳入の伸びを期待しにくい一方で、高齢化の進行、子ども・子育て支援の

需要の高まり等により社会保障関係経費や公債費をはじめとする経常的な経費が増大することが見込まれ

ています。そのため、今後の財政見通しにおいて、積立金現在高比率等、一部の指標については将来的

に目標値を達成できないと見込まれるなど、今後も厳しい財政運営が続くものと見込まれます。（図表Ⅲｰ

６）

これらの状況を踏まえつつ、総合計画において位置づけられる取組を着実に推進するため、中長期の

財政計画を策定し、財政指標などの取組目標を定めた中で、財政規律を確保した財政運営を進めていき

ます。

図表Ⅲｰ５　主要な財政指数の推移
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【実質公債費比率】 【将来負担比率】

図表Ⅲｰ６　今後の財政見通し

（単位：百万円）

区分 平成29年度

(決算)
平成30年度

(見通し)
平成31年度

(見通し)
平成32年度

(見通し)
平成33年度

(見通し)
平成34年度

(見通し)
平成35年度

(見通し)
平成36年度

(見通し) 目標値

地方税 11,283 11,051 11,037 10,985 10,779 10,714 10,700 10,515 
地方譲与税等 1,801 1,672 1,667 1,793 1,848 1,854 1,850 1,846 
地方交付税 5,658 5,597 5,469 5,383 5,513 5,500 5,490 5,659 
国・県支出金 7,523 8,345 7,163 7,181 7,298 7,036 7,123 7,213 
繰入金 1,927 1,907 670 1,644 891 1,332 1,766 1,828 
地方債 2,023 3,756 1,617 1,651 1,728 2,606 2,968 1,364 
その他の収入 4,582 2,595 2,174 2,168 2,175 2,181 2,187 2,193 

歳 入 合 計 34,795 34,923 29,796 30,803 30,230 31,220 32,082 30,615 
人件費 4,470 4,592 4,386 4,388 4,412 4,460 4,538 4,593 
扶助費 7,428 7,566 8,155 8,469 8,680 8,879 9,084 9,295 
公債費 2,409 2,437 2,486 2,474 2,438 2,507 2,512 2,434 

義務的経費　小計 14,307 14,594 15,027 15,331 15,529 15,846 16,134 16,322 
一般行政経費 9,071 9,026 7,940 7,952 7,937 7,920 7,911 7,914 
積立金 2,232 267 260 260 259 258 257 256 
投資的経費 4,783 6,950 2,474 3,067 2,196 2,814 3,304 1,564 
その他の支出 3,549 3,586 3,595 3,694 3,809 3,881 3,975 4,060 

歳 出 合 計 33,943 34,423 29,296 30,303 29,730 30,720 31,582 30,115 
形式収支 852 500 500 500 500 500 500 500 
実質収支 511 500 500 500 500 500 500 500 
地方債現在高 27,682 29,177 28,505 27,875 27,357 27,651 28,321 27,496 
積立金現在高 14,319 12,679 12,269 10,885 10,253 9,179 7,670 6,099 

財政調整基金・減債基金 6,850 6,102 6,011 5,648 5,065 4,125 2,878 1,432 
標準財政規模 17,843 18,252 18,060 18,040 18,035 17,955 17,922 17,916 
地方債現在高比率（％） 155.1 159.9 157.8 154.5 151.7 154.0 158.0 153.5 200.0
積立金現在高比率（％） 80.3 69.5 67.9 60.3 56.8 51.1 42.8 34.0 50.0

財政調整基金・減債基金 38.4 33.4 33.3 31.3 28.1 23.0 16.1 8.0 25.0
実質赤字比率（％） － － － － － － － － ―
実質公債費比率（％） 3.5 3.3 3.0 2.8 2.7 2.7 2.9 3.1 8.6
将来負担比率（％） － － － － － － － － 69.7

（ 注 ）グラフ中の目標値は近江八幡市中期財政計画によるもの。
（資料）近江八幡市中期財政計画 平成30年度見直し版

（注１）表中の塗りつぶし部分が目標値が未達となる項目
（注２） 本表は各内訳により、積算しているため、内訳の集計と合計が一致しない場合があります。 

地方譲与税等には、地方譲与税、県税等交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金を含みます。
その他の歳入は分担金・負担金、使用料・手数料、財産収入、寄附金、繰越金、諸収入となります。 
一般行政経費は、物件費、維持補修費、補助費等、その他の支出は投資及び出資金、貸付金、繰出金と
なります。 

（注３）中期財政計画（財政見通し）は毎年８月に見直し公表しています。
（資料）近江八幡市　「近江八幡市中期財政計画(平成30年度見直し版)」平成30年８月
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基本構想

Ⅳ
まちづくりに関する

市民の意識

図表Ⅳｰ１　市民アンケート調査の概要
調 査 対 象 無作為抽出によって選ばれた18歳以上の市民3,000名
調 査 方 法 郵送により調査票を配布・回収
調 査 期 間 2017年（平成29年）７月31日（月）～８月13日（日）
有 効 回 収 数 1,264票（全回収数から白紙回答を除いた数）
有 効 回 収 率 42.1％

1  市民アンケート調査
近江八幡市第１次総合計画の策定にあたり、幅広い市民からまちづくりの意向について意見を収集し、

本計画に活かすために市民アンケート調査を実施しました。

（1） 調査概要

（2） 本市への思いと居住意向

本市への思いとしては、「どちらかといえば好き」を含めると、60％以上の方から「好き」という回答

を得ています。また、これからも住み続けたいか、という問いに対しては、「どちらかといえば住み続け

たい」を含めると75％以上の方から「住み続けたい」という回答を得ています。

図表Ⅳｰ２　本市への思いと居住意向
【近江八幡市のことが好きか】　 【今後の居住意向】

（資料）近江八幡市のまちづくりのための「市民アンケート調査」
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0 5 10 15 20 25 30 35 40

無回答
広報・広聴

高度情報化（インターネットの活用）
多文化共生

消費者問題・市民相談
国際交流・国際平和

市民活動（まち協､NPO）
地域自治

人権・男女共同参画
市民・企業・行政などの協働

住宅・住環境
大気・水質などの環境対策

史跡・文化財
都市景観
上下水道
交通安全

歴史・文化・芸術
ごみ対策（ごみの減量、適正処理）

防災・消防
農業振興

青少年の健全育成
スポーツ・生涯学習

商工業振興
行政改革

雇用・勤労者福祉
自動車・自転車対策

水や緑などの自然環境保全
防犯対策
市街地整備
貧困対策
公園

観光振興
自然景観
学校教育

少子化・人口減少対策
道路整備
子育て支援

公共交通（鉄道、バスなど）
保健・医療

高齢者・障がい者福祉

（n＝1,264）（n＝1,264）
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6.66.6
6.36.3

4.8
4.8
4.8
4.8
4.34.3
4.04.0
3.8
3.8
3.8
3.8
3.73.7
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3.33.3
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3.03.0
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1.91.9
1.31.3
1.11.1
0.9
0.9
0.9
0.9
0.60.6
0.5
0.5
0.5
0.5
0.30.3

5.45.4

5.15.1

5.95.9
5.5
5.5
5.5
5.5

6.06.0

9.59.5

（3） 10年後の近江八幡市に求めること

10年後の近江八幡市に求めること、については「高齢者・障がい者福祉」を挙げる回答が38.1％と最

も多く、次いで「保健・医療」（23.3％）、「公共交通（鉄道、バスなど）」（18.3％）、「子育て支援」（17.4％）、

「道路整備」（15.9％）の順となっています。

図表Ⅳｰ３　10年後の近江八幡市に求めること

（資料）近江八幡市のまちづくりのための「市民アンケート調査」
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（4） 分野別の満足度・重要度からみる市民の意向

新市基本計画における施策分野を中心に、歴史・文化、環境保全といった、まちづくりの分野ごとの

満足度（「大変満足」「満足」「どちらともいえない」「不満」「大変不満」の選択肢の回答率をもとに点数

化したもの）と重要度（「力を入れるべき項目」として挙がった分野の回答率をもとに点数化したもの）を、

４つの領域に分けて分析を行いました（図表Ⅳｰ4）。市民が重要だと感じているにも関わらず、満足度が

低い分野については、特に改善すべきであると市民が感じている分野と言えます。それに該当する分野と

しては、「交通安全対策の推進と市内の移動基盤の整備・確保」「行政経営の推進」「福祉の向上」、「雇

用と産業を創出する企業誘致の推進」が挙げられます。

図表Ⅳｰ４　分野別の満足度と重要度の関係

（資料）近江八幡市のまちづくりのための「市民アンケート調査」
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2  市民ワークショップ（みんなの市民会議）
近江八幡市第１次総合計画の策定にあたり、市民と市役所の職員とが一緒になって本市の将来のまち

の姿、具体的な分野における「ありたい姿」、市民と行政との協働の進め方などを議論し、その成果を本

計画に活かすために「みんなの市民会議」と題した市民ワークショップを３回にわたって開催しました。

（1） 第１回「将来に向けた近江八幡市のキャッチフレーズを考える」

参加者から出されたアイデアの例

かわらない、なつかしい街
旧市街の町なみ、昔ながらのせまい道は不便だが、いっそ保存して、残してはどうか。
五感躍動　今昔都市　近江八幡
昔からあるもの、今から必要なものを両方大事にする。多くの人の五感を刺激する街をめざす。
人がつながり　支え合うまち　近江八幡
多世代が交流し、つながりができ、それによって福祉も厚くなるようなまちに
他人ごとにしない大好きなまち近江八幡
誰かの困り事を他人事にせず、助け合いの心ある市民、行政であってほしい

（2） 第２回「『近江八幡のありたい姿』を考える」

各チームから出されたアイデアの例

「観光チーム」の考えたありたい姿
歴史と文化をつむぎ、めざせ観光立市近江八幡！

「産業活性化チーム」の考えたありたい姿
「安土」と「八幡」、「新しいもの」と「古いもの」を融合させ、「みんなで」にぎわいを創り出し、
観光客に優しいまちをめざす！！

「医療・福祉チーム」の考えたありたい姿
子どもからお年寄りまでいきいきとすごせるまちをめざします！

（3） 第３回「市民と行政、どうすれば協働できるか」

参加者が本市で「取り組みたいこと」と、そこで協働する場合に市民が行政に期待すること

英語で観光ボランティアをしたい
大学生や地域住民にも参加してもらい、中国語が話せる人も確保して観光案内したい
→行政に期待すること：ボランティアや関係団体等の紹介、各団体のとりまとめ
幼い子どもと高齢者の交流を進めたい
子育てと福祉をつなぐ広場・サロンのようなものを作りたい
→行政に期待すること：場所の紹介、交通手段の確保、費用の補助
高齢者の健康づくりのための居場所づくりを進めたい
地元と福祉施設の協力を得ながら、高齢者の憩いの場づくりをしたい
→行政に期待すること：施設への働きかけ、市民への周知
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基本構想

これからの
まちづくりに向けて

Ⅴ

1  本市を取り巻く状況
これまでに整理してきた本市を取り巻く状況・現状をSWOT分析*の手法を用いて要約・整理すると、

内部環境における本市の強み・弱み（課題）、外部環境として本市が直面する機会・脅威として、次のよ

うな事項が挙げられます。この整理をもとに、これからのまちづくりに向けて、４つの課題を設定しました。

内部環境 外部環境

強
み
／
機
会

Strength（強み）
・  琵琶湖・西の湖の豊かな自然
・  豊かな歴史・文化資源
・  織田信長、豊臣秀次、八幡商人の歴史に裏打ちさ

れた進取の気象
・  豊かな歴史と自然を背景とした美しい景観
・  熱心な市民活動や「自治」の精神
・  近江牛、近江米など豊かな食材
・  交通の利便性

Opportunity（機会）
・  外国人観光客の急激な増加
・  地方創生の時代（田園回帰の傾向）
・  SDGsの採択を踏まえた持続可能なまちづくりへ

の取組要請の高まり
・  自助・共助への関心の高まり

課
題
／
脅
威

Weakness（弱み）
・  人口の自然減少局面
・  若い世代の減少及び高齢化の進展によるコミュニ

ティの担い手不足
・  農業・中小企業者の後継者不足
・  公共施設・社会基盤の老朽化
・  扶助費増加による厳しい財政状況

Threat（脅威）
・  全国的な少子高齢・人口減少の進展
・  震災や水害など大規模な災害の発生
・  ライフスタイルやワークスタイルの多様化に伴う

行政へのニーズの多様化・複雑化
・  税収の伸び悩み

これからのまちづくりに向けた課題
(1) 少子高齢・人口減少社会に対応したまちづくり

人口の構造が大きく変わる中、本市の地域や社会、経済・産業等を担う次世代を育成する取
組や子育て環境の充実に加え、まちづくりのあり方を大きく変えていく必要があります。

(2) 公共施設・社会基盤の老朽化への対応
これまで整備してきた公共施設や社会基盤の老朽化が一斉に進んでおり、今後の行政ニーズ
や財政状況等を踏まえ、統廃合も含めて適切に対応する必要があります。

(3) 地域・事業者・周辺自治体等、多様な連携体制の構築
財源が限られる中、様々な分野への対応が求められており、地域・事業者・周辺自治体等、
多様な主体と連携して課題に対応していく必要があります。

(4) 共生社会・生涯活躍社会に向けた人材育成と郷土への愛着と誇りの醸成
年齢・性別・障がいの有無にかかわらず、共に生き、活躍できる人材の育成と、地域の自然
や文化・歴史を大切にしながら、地域への愛着・誇りを深めていく取組が求められます。
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2  これからのまちづくりに向けた課題
（1） 少子高齢・人口減少社会に対応したまちづくり

少子高齢・人口減少社会の到来が現実のものとなり、まちづくりに関わる様々な分野に影響を及ぼしは

じめています。医療・介護については、団塊世代の高齢化に伴い、今後ますますニーズが高まるものと

考えられますが、それらの分野の担い手を確保することも大きな課題となります。また、地域や社会の未

来を支える次世代の育成が一層重要になり、子育てしやすい環境整備や教育の充実がさらに求められる

ようになります。

このほかにも、定年を迎えるベテラン世代の退職に伴う技術・ノウハウの断絶や農家・中小企業など

の後継者不足など、これまで本市の経済・産業を支えてきた人材の喪失による経済・産業の衰退が懸念

されます。

また、加齢に伴い自動車の運転ができなくなった人の増加による公共交通へのニーズの高まり、定年

退職者の増加に伴う昼間人口（市外に通勤せず昼間も市内にいる市民）の増加と通勤・通学者の減少など、

市内での過ごし方や行動の変化につながる様々な影響が出てきており、これまでのまちづくりのあり方を

大きく変えていく必要があります。

（2） 公共施設・社会基盤の老朽化への対応

本市では、保有する公共施設の３割が昭和50年代に集中的に建設されているほか、道路の大半が

1984年（昭和59年）以前に建設されるなど、公共施設や社会基盤の老朽化が進んでおり、それらの補修・

更新が求められています。一方で、高齢化の進行等にともなうバリアフリー *への対応や、地震あるいは

温暖化の影響と考えられるゲリラ豪雨への対応など、補修・更新にあたって社会基盤に求められる事項

も変化してきています。補修・更新については多額の費用がかかりますが、財政状況は厳しさを増してお

り、統廃合や機能の集約、長寿命化など、市民や社会のニーズを踏まえつつ、民間事業者と連携した対

応など、工夫を重ねて効率的に進めていく必要があります。また、厳しい財政状況を鑑みつつ、人口構

造の変化に対応したコンパクトな都市構造への転換を図っていく必要があります。
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（3） 地域・事業者・周辺自治体等、多様な連携体制の構築

厳しい財政状況の中で、行政だけで様々な課題にすべて対応するのは極めて困難です。防災、福祉、

子育てなど、様々な分野で地域ぐるみの対応が求められているほか、民間事業者や周辺自治体等との連

携も必要とされており、多様な主体と適切な役割分担のもと、連携体制を構築し、山積する課題に対応

していく必要があります。

　

（4）  共生社会・生涯活躍社会に向けた人材育成と郷土への 

愛着と誇りの醸成

少子高齢・人口減少社会が進展するなか、これまでのような「15 ～ 64歳が『生産年齢』で社会を支

える側」であり、「高齢者は支えられる側」といった一方的な関係では、若い世代に過度の負担をかけて

しまう可能性があります。健康寿命が伸び、高齢になっても元気に活躍される方も大勢おられます。その

ため、年齢や性別、障がいの有無にかかわらず、能力に応じてすべての人が生涯にわたって互いに支え

合う関係を築き、様々な人が活躍しながら共生する地域づくりを進めていく必要があります。

共生の地域づくりにあたっては、地域の活動が重要な役割を果たすものと期待されます。しかし社会

情勢の変化により、地域コミュニティの担い手が不足しているため、特定の人に負担が集中し、自治会な

どがこれまでどおりの地域活動を担うことが困難になってきていますが、住民が地域のために主体的に活

動しよう、という思いがなければ地域の担い手は育ちません。地域のために生き生きと活躍できる人材

の育成と、地域のために活動しようと思えるような、地域への愛着・誇りの醸成が必要です。そのために、

子どもの頃から地域の歴史や自然・文化に親しむとともに、新しく市内に転入してきた人にも近江八幡の

良さに触れ、地域社会の担い手として活躍できる機会をつくる必要があります。さらに、近江八幡に何ら

かの関わりのある人やルーツがある人と、「ふるさと」が継続的につながりを持つことのできる仕組みの

構築も重要です。
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3  将来のまちの姿
（1） 将来のまちの姿に向けたコンセプト

本市がめざす将来のまちの姿を検討するにあたり、中心となるコンセプトを「人のつながり」とします。

本市はこれまで、熱心な市民活動、あるいは市民と行政の協働といった人のつながりによって、様々な取

組を通じて自然や歴史、文化を守り、まちづくりを進めてきました。これらの美しくまた活力ある郷土を

次の世代に引き継ぐためには、本市で「暮らす人」「働く人」を中心に、「人」が主役となって、守るだ

けでなく活用していくことが必要です。これを実践するためには、過去と現在、そして未来の世代の人を

つなげる必要があること、そして、進展する少子高齢・人口減少社会に向けて、様々な「人」が互いに

支えあい、尊重される社会を作り出すことが必要であることを、「人のつながり」という言葉で示したもの

です。

年齢や性別といった個人の違い、行政や民間事業者といった組織の違い、市内か市外かといった地域

の違い、福祉・環境・産業振興といった各々が取り組む分野の違いを超えて、「人と人のつながり」を大

切にし、市民と行政との協働のもと、直面する様々な課題に対応し、自然や歴史、文化を守るとともに、

それらの資源を活かした活力ある地域をつくり、次の世代が地域に愛着と誇りをもてるよう引き継いでい

きます。

（2） 将来のまちの姿

上記のコンセプトを踏まえ、本市の10年後のあるべき将来のまちの姿を以下のとおりとします。

人がつながり　未来をつむぐ

「ふるさと近江八幡」
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4  まちづくりの基本目標と基本姿勢
(1) 基本目標

将来のまちの姿を実現していく上で、取り組んでいく分野別の柱を基本目標として設定します。この基

本目標は、基本構想に続く基本計画において、協働によるまちづくりを推進するための施策体系の柱とし

て具体的な事業を束ねるものとなります。

また、基本目標の推進にあたって、ＳＤＧｓの達成に向けた取組を意識し、分野別の柱ごとに17の目

標を設定します。

① 創造性が豊かで行動力があり、地域を担い未来へ通じる「人」を育みます
～教育・人づくり～

未来の地域・社会を担う子どもたちが高い志を抱き、豊かな情操を育み、健全な心身の育成を図り、

地域への愛着や誇りを醸成させるため、自然・歴史・文化の学習活動を通じて、豊かな人間性を育みます。

また、すべての人が住んでいてよかったと実感できるよう、生涯学習の取組を実践し、生涯学習で得た

知識や人のつながりを活かし、まちづくりが活性化する仕組みづくりを推進します。

② 一人ひとりが互いに支え合い、心のかよう地域社会を創ります
～福祉・医療・人権～

少子高齢・人口減少社会が進展するなか、市民が心身ともに健康な生活をおくれるように、保健・医療・

福祉・教育・就労における組織の連携を強化するとともに、地域における支え合いの仕組みを充実させ、

一人ひとりが人権を尊重し、地域ぐるみで互いに支えあい、安心して暮らせる、心のかようまちづくりを

推進します。

③ 豊かな自然、歴史、文化を守り・活かし、未来に引き継ぎます
～環境・歴史・文化～

これまで市民と行政との協働をはじめ、様々な人のつながりによって守られてきた、琵琶湖、西の湖一

帯の“水と緑の豊かな自然環境”、安土城跡や観音寺城跡、八幡山城跡など日本を代表する歴史遺産や八

幡商人の造りだした町なみ、織田信長の改革精神や豊臣秀次の自由商業都市の思想などに裏付けされた
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美しい風土を、外国人観光客の増加といったグローバル化*や気候変動による生態系の変化等の影響に

適切に対応し、守りながら活用することにより、地域の振興と市民のまちへの愛着と誇りにつなげるとと

もに、次世代へ引き継ぐまちづくりを推進します。

④ 地域の魅力を掘り起こし、暮らしを支える産業を興します
～産業・観光振興～

農業・商業など地域経済を支える産業について、様々な世代や業態の事業者とのつながりを通じて、

担い手・後継者の育成や雇用機会の創出などにより、これら産業の維持発展をめざします。また、市民

と移住者とのつながりを活かすことにより、大都市への近接性、豊かな生活環境など、立地特性の活用、

競争力のある企業の拠点誘致や起業家など新たな事業者の育成、自然・歴史文化資源を活かした滞在

型観光圏の形成を図ります。

⑤ 時代にあった安全・安心な生活基盤を築き、次世代への礎を築きます
～都市基盤整備～

安全で安心できる生活の確保に向け、少子高齢・人口減少社会にふさわしい、コンパクトでありなが

ら多様な機能がしっかりとネットワークで結ばれ、地域内外または世代を問わず人のつながりが保たれる、

時代にふさわしい都市構造と生活基盤を築きます。そのために、老朽化が進む公共施設や生活基盤を、

利用状況や今後求められる機能を踏まえながら、廃止も含めて再編成し、効率的・効果的に整備・補修・

更新していきます。また、防災・減災や経済活動を支援し、暮らしの安全と利便性の向上を図る基盤整

備を計画的に進めていきます。

⑥ 協働と連携に基づいてしなやかな「地域の経営」ができる体制を整えます
～地域自治・行政経営～

地方分権*時代に対応できる政策立案・人材育成・適正定員・健全財政の確立を進めるとともに、市民・

企業・行政による協働の「地域経営」を実践します。また、公共サービスの質・量の向上を図るため、

ＮＰＯ、ボランティア団体や地域コミュニティ活動などを支援するとともに、企業の参画機会の構築、周

辺市町等との連携など、様々な主体との人のつながりを構築し、しなやかな「地域経営」ができる体制

を整えます。　
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基本構想

（2） 基本姿勢

基本姿勢とは、将来のまちの姿や基本目標の実現に向けて、様々な取組を進めるにあたり、分野を問

わず共通して大切にしていく考え方のことです。

これまでの本市の取組内容や、先に記したまちづくりの課題を踏まえ、「持続可能なまちづくり」を基

本姿勢とし、その実現のために大切にする手段として「内発的発展によるまちづくり」と「協働・連携に

よる自律的なまちづくり」を位置づけます。

 ① 持続可能なまちづくり
持続可能なまちづくりとは、現在生きる我々の世代のニーズを満たしながら、次の世代がよりよい生活

を送ることができるよう、豊かな自然や歴史・文化、快適な生活基盤を引き継いでいくことを意味します。

この考え方は、2015年（平成27年）９月の国連サミットで採択された、「持続可能な開発のための2030ア

ジェンダ」に記載された、2016年（平成28年）から2030年（平成42年）までの国際目標【持続可能な開発

目標（SDGs）】によるものです。本市では、全国の自治体に先駆けて、2017年（平成29年）4月に「近江八

幡市SDGs推進本部」を設置し、各分野における持続可能なまちづくり事業の推進を図っているところで

あり、今回の総合計画の策定にあたり、その基本姿勢として位置づけています。

 ② 持続可能なまちづくりを実現するために大切にする手段
1）内発的発展によるまちづくり

持続可能なまちづくりに向けては、地域の資源や人材を大切にし、その可能性を引き出しながら、継

続的に発展をしていく必要があります。そのためには、外部の力に過度に依存せず、市内の資源を活かし、

市民や市内事業者の思いを活かした上で、外からの人材や資源を柔軟に受け入れながら、時代に合わ

せた発展を遂げ、地域の豊かな資源を守り育てていくことで、持続可能なまちづくりを進めていきます。

2）協働・連携による自律的なまちづくり

少子高齢・人口減少社会が進展するなか、我々の世代も次の世代も、誰一人取り残されずに生活の質

を維持向上させていくことは容易ではありません。子どもや高齢者の見守りから生活道路の維持補修まで、

地域ごと、個人ごとに大小様々な課題がある中で、行政だけ、市民だけで解決しようとせず、多様な主

体との協働・連携を行うことで、本市らしい自律性を保ちながら、持続可能なまちづくりを進めていきます。
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基本計画の施策体系

基本目標

基本目標 1

創造性が豊かで行動力があり、
地域を担い未来へ通じる「人」を
育みます
〈教育・人づくり〉

基本目標 2

一人ひとりが互いに支え合い、
心のかよう地域社会を創ります

〈福祉・医療・人権〉

基本目標 5

時代にあった安全・安心な
生活基盤を築き、次世代への
礎を築きます
〈都市基盤整備〉

基本目標 6

協働と連携に基づいて
しなやかな「地域の経営」が
できる体制を整えます
〈地域自治・行政経営〉

基本目標 3

豊かな自然、歴史、文化を守り・
活かし、未来に引き継ぎます
〈環境・歴史・文化〉

基本目標 4

地域の魅力を掘り起こし、
暮らしを支える産業を興します
〈産業・観光振興〉

施策 SDGs該当分野

　基本構想で掲げた「将来のまちの姿」の実現に向けて、今後5年間で取り組む施策は以下のとおりで

す。また、各基本目標に関係するSDGsにおける17の目標を示しています。各基本目標に対応するSDGs分

野が多岐にわたることからもわかるように、それぞれの施策は様々な部署が関係しているため、目標の達

成に向けて全市をあげて部局横断的に取組を進めていきます。

１. 子育てに対する切れ目のない支援

２. 豊かな心身を育む教育の推進

３. 生涯学習の推進

４. 生涯スポーツの推進

５. 青少年の健全育成

１. 人権の尊重

２. 福祉の向上

３. 健康づくりの促進

４. 男女共同参画とワーク・ライフ・
　 バランスの促進

５. 医療の充実

１. 環境保全の推進

２. 歴史文化の保全と活用

３. 魅力的な景観形成の推進

４. ごみの減量と適正処理の推進

１. 観光の振興

２. 農業・水産業の振興

３. 商工業の振興

４. 創業支援と雇用の場の確保

１. 地域・公共の担い手の育成

２. 公有財産の効率的管理

３. 効率的・効果的な行政経営の推進と
　 市民サービスの向上

４. 持続可能な財政運営の確立

１. 計画的な土地利用の推進

２. みどり豊かで、安全・快適な市街地の形成

３. 移動基盤の整備・確保

４. 災害に強いまちづくり

５. 犯罪・事故に巻き込まれないまちづくり・
　 消費者教育の推進

６. 定住促進と市の魅力発信

基 本 計 画

38

基本計画の施策体系



43 44

基
本
構
想

基
本
計
画

附
属
資
料

創造性が豊かで行動力があり、
地域を担い未来へ通じる「人」を育みます

子育てに対する
切れ目のない支援

現状・課題
　若い世代の「晩婚化」「非婚化」を背景に、出生率の減少が進んでいます。結婚、出産は本人の意思に

基づくことが大前提ですが、それらを支えてきた社会的なつながりが希薄になっていたり、経済的な基盤

が不安定なために、意思はあってもやむを得ず諦めている人もいることから、一定の支援が必要です。ま

た、子育てについて、親や祖父母世代との日常的な交流の減少や、地域コミュニティのつながりの希薄化

などを背景に、孤立感を感じる親も少なくなく、地域ぐるみで子育てするという意識の醸成と環境の整

備が求められています。

　本市では、妊娠期から子育て期までの総合相談機能をもつ「子育て世代包括支援センター」におい

て、児童の保健福祉の推進を目的として子育て世代地域包括ケアシステムの整備を進める必要がありま

す。「子育て世代包括支援センター」では総合相談・支援、子育て支援ケアマネジメント、包括的ケアマネ

ジメントを行い、虐待予防の取組を推進するとともに、子育て支援人材を養成する体制づくりを進める

など、妊娠・出産・子育てに至るまで切れ目のない支援を行う体制整備を図っています。

　今後は、本市がめざす地域包括ケアシステムの一環として、安心して妊娠・出産・子育てができる地域

づくりをめざした地域包括ケアを推進するために、地域全体が子育てに関わる仕組みづくりを推進しま

す。また、児童に関して、放課後の居場所づくりや健全育成の観点から、広々とした公園や広場の整備を

総合的に検討することも重要です。

施策

1

目標

〈教育・人づくり〉

目標

〈教育・人づくり〉

1

（資料）近江八幡市健康推進課

近江八幡市子育て世代地域包括ケアシステム～妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援～

子育て世代包括支援センター
（母子保健型・基本型）

保育所・幼稚園・子ども園 小中学校
放課後児童クラブ

子ども発達支援センター

妊婦・親子

コミュニティー
センター

ファミリーサポート
センター

二次医療機関
助産所・医院（産科・小児科・

歯科等）・薬局

地域住民・企業・社会福祉法人・NPO等

利用者
支援員

〈子どもが健やかに育つための〉
◎集団の場における子どもの発達保障
◎児童の健全育成・学力保障

〈安全な妊娠出産、子どもの健康を守るための〉
◎周産期医療体制、小児医療体制

〈親が安心して子育てできるための〉
◎地域ぐるみの子育て支援
　（社会資源）

育ちの場

地域の居場所

受診・専門相談

保育・教育
発達支援

医療・助言
心身のケア

交流の場、遊びの場
見守り支援

めざす姿 （今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

取組方針 （めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

取組方針

①結婚・妊娠・出産を望む人への総合的なサポート

主な取組

　結婚・妊娠・出産を望む人への総合的なサポートや、子育てを支える人材の確保・養成と活用、児

童の居場所の総合的な整備などを通じて、地域社会全体で子育てを応援する気運が醸成され、妊

娠・出産・子育てに対する切れ目のない支援が実現し、安心して子育てできる環境が整っています。

結婚・出産を望む人への総合的なサポートを進めるため、職
場や地域における環境整備や取組の支援を行います。また、
将来の妊娠・出産に向けた思春期教育の充実を図ります。

②安心して子育てできる環境の充実
全ての親が孤立せず安心して子育てできる環境の充実に
向け、「子育て世代包括支援センター」を中心に、妊娠か
ら出産・子育てまで、切れ目のない支援を進めるととも
に、学校園や保護者を含め、幅広い子育て（支援）の担い
手間での交流によるニーズの集約や、地域ケア会議によ
る地域課題の抽出と施策化を進めることにより、子育て
世代地域包括ケアシステムの整備・充実を図ります。

③児童の居場所の総合的な整備
児童の居場所について、放課後児童クラブだけにとどまら
ない総合的なあり方を検討し、整備を進めていきます。

●近江八幡市子ども・子育て支援事業計画
●おうみはちまん健やか親子21計画

ライフデザインの取組、妊婦健診、不妊治療等
に係る費用の助成（経済的な負担の軽減）、
妊娠・出産に関する相談、専門相談機関への
紹介、教育現場における命の教育の推進、等

指標 （めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

関連する市の計画

指標 現状値 目標値（5年後） （参考）目標値（10年後）

①新たな子育て世代地域包括ケアシステムの
整備の状況【地域ケア会議で出された意見
等を計画・施策に反映する仕組みの構築】

②新たな子育て世代地域包括ケアシステムの
整備の状況【互助による親子の居場所の
整備】

③新たな子育て世代地域包括ケアシステムの整
備の状況【ゆったりとした気分で子どもと過
ごせる時間があると回答した母親の割合】

総合相談機能の強化、妊産婦等支援プラン
の策定と支援、ハイリスク者に対する適正な
ケアマネジメントの実施、地域ケア会議の実
施、待機児童数や保育ニーズの推移を十分に
考慮した施設整備、等

放課後児童クラブの整備、公園等の整備、等

 

４か月児： 83.3%
１歳８か月児： 76.1％
３歳６か月児：64.5％

４か月児： 85.3％
１歳８か月児： 78.1％
３歳６か月児： 66.5％

４か月児： 87.3％
１歳８か月児： 80.1％
３歳６か月児：68.5％

なし

０か所

あり

4か所

あり

11か所

計画の見方
今後取り組む施策により10年後の本市の
望ましい状態を示しています。基本構想で示した基本目標を

示しています。

現状・課題
　若い世代の「晩婚化」「非婚化」を背景に、出生率の減少が進んでいます。結婚、出産は本人の意思に

基づくことが大前提ですが、それらを支えてきた社会的なつながりが希薄になっていたり、経済的な基盤

が不安定なために、意思はあってもやむを得ず諦めている人もいることから、一定の支援が必要です。ま

た、子育てについて、親や祖父母世代との日常的な交流の減少や、地域コミュニティのつながりの希薄化

などを背景に、孤立感を感じる親も少なくなく、地域ぐるみで子育てするという意識の醸成と環境の整

備が求められています。

　本市では、妊娠期から子育て期までの総合相談機能をもつ「子育て世代包括支援センター」におい

て、児童の保健福祉の推進を目的として子育て世代地域包括ケアシステムの整備を進める必要がありま

各施策についての現状と課題、
本市のこれまでの取組等を示
しています。

めざす姿の実現に向けて、取り組む
施策方針及び方針に基づく代表的な
取組を示しています。

めざす姿の実現状況、あるいは実現
に向けた取組状況を把握するための
代表的な指標を示しています。

各施策に関連する市の主要な
個別計画を示しています。

　若い世代の「晩婚化」「非婚化」を背景に、出生率の減少が進んでいます。結婚、出産は本人の意思に

基づくことが大前提ですが、それらを支えてきた社会的なつながりが希薄になっていたり、経済的な基盤

が不安定なために、意思はあってもやむを得ず諦めている人もいることから、一定の支援が必要です。ま

各施策に対応するSDGsの
該当分野を示しています。

施策名を示して
います。

基本構想で示した基本目標を

目標
めざす姿

取組方針

指標

関連する市の計画

施策名を示して

施策

各施策についての現状と課題、

現状・課題

各施策に対応するSDGsの

SDGs該当分野

基 本 計 画
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創造性が豊かで行動力があり、
地域を担い未来へ通じる「人」を育みます

子育てに対する
切れ目のない支援

現状・課題
　若い世代の「晩婚化」「非婚化」を背景に、出生率の減少が進んでいます。結婚、出産は本人の意思に

基づくことが大前提ですが、それらを支えてきた社会的なつながりが希薄になっていたり、経済的な基盤

が不安定なために、意思はあってもやむを得ず諦めている人もいることから、一定の支援が必要です。ま

た、子育てについて、親や祖父母世代との日常的な交流の減少や、地域コミュニティのつながりの希薄化

などを背景に、孤立感を感じる親も少なくなく、地域ぐるみで子育てするという意識の醸成と環境の整

備が求められています。

　本市では、妊娠期から子育て期までの総合相談機能をもつ「子育て世代包括支援センター」におい

て、児童の保健福祉の推進を目的として子育て世代地域包括ケアシステムの整備を進める必要がありま

す。「子育て世代包括支援センター」では総合相談・支援、子育て支援ケアマネジメント、包括的ケアマネ

ジメントを行い、虐待予防の取組を推進するとともに、子育て支援人材を養成する体制づくりを進める

など、妊娠・出産・子育てに至るまで切れ目のない支援を行う体制整備を図っています。

　今後は、本市がめざす地域包括ケアシステムの一環として、安心して妊娠・出産・子育てができる地域

づくりをめざした地域包括ケアを推進するために、地域全体が子育てに関わる仕組みづくりを推進しま

す。また、児童に関して、放課後の居場所づくりや健全育成の観点から、広々とした公園や広場の整備を

総合的に検討することも重要です。

施策

1
SDGs 該当分野

目標

〈教育・人づくり〉

1

（資料）近江八幡市健康推進課

近江八幡市子育て世代地域包括ケアシステム～妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援～

子育て世代包括支援センター
（母子保健型・基本型）

保育所・幼稚園・子ども園 小中学校
放課後児童クラブ

子ども発達支援センター

妊婦・親子

コミュニティー
センター

ファミリーサポート
センター

二次医療機関
助産所・医院（産科・小児科・

歯科等）・薬局

地域住民・企業・社会福祉法人・NPO等

利用者
支援員

〈子どもが健やかに育つための〉
◎集団の場における子どもの発達保障
◎児童の健全育成・学力保障

〈安全な妊娠出産、子どもの健康を守るための〉
◎周産期医療体制、小児医療体制

〈親が安心して子育てできるための〉
◎地域ぐるみの子育て支援
　（社会資源）

育ちの場

地域の居場所

受診・専門相談

保育・教育
発達支援

医療・助言
心身のケア

交流の場、遊びの場
見守り支援

めざす姿 （今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

取組方針 （めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

取組方針

①結婚・妊娠・出産を望む人への総合的なサポート

主な取組

　結婚・妊娠・出産を望む人への総合的なサポートや、子育てを支える人材の確保・養成と活用、児

童の居場所の総合的な整備などを通じて、地域社会全体で子育てを応援する気運が醸成され、妊

娠・出産・子育てに対する切れ目のない支援が実現し、安心して子育てできる環境が整っています。

結婚・出産を望む人への総合的なサポートを進めるため、職
場や地域における環境整備や取組の支援を行います。また、
将来の妊娠・出産に向けた思春期教育の充実を図ります。

②安心して子育てできる環境の充実
全ての親が孤立せず安心して子育てできる環境の充実に
向け、「子育て世代包括支援センター」を中心に、妊娠か
ら出産・子育てまで、切れ目のない支援を進めるととも
に、学校園や保護者を含め、幅広い子育て（支援）の担い
手間での交流によるニーズの集約や、地域ケア会議によ
る地域課題の抽出と施策化を進めることにより、子育て
世代地域包括ケアシステムの整備・充実を図ります。

③児童の居場所の総合的な整備
児童の居場所について、放課後児童クラブだけにとどまら
ない総合的なあり方を検討し、整備を進めていきます。

●近江八幡市子ども・子育て支援事業計画
●おうみはちまん健やか親子21計画

ライフデザインの取組、妊婦健診、不妊治療等
に係る費用の助成（経済的な負担の軽減）、
妊娠・出産に関する相談、専門相談機関への
紹介、教育現場における命の教育の推進、等

指標 （めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

関連する市の計画

指標 現状値 目標値（5年後） （参考）目標値（10年後）

①新たな子育て世代地域包括ケアシステムの
整備の状況【地域ケア会議で出された意見
等を計画・施策に反映する仕組みの構築】

②新たな子育て世代地域包括ケアシステムの
整備の状況【互助による親子の居場所の
整備】

③新たな子育て世代地域包括ケアシステムの整
備の状況【ゆったりとした気分で子どもと過
ごせる時間があると回答した母親の割合】

総合相談機能の強化、妊産婦等支援プラン
の策定と支援、ハイリスク者に対する適正な
ケアマネジメントの実施、地域ケア会議の実
施、待機児童数や保育ニーズの推移を十分に
考慮した施設整備、等

放課後児童クラブの整備、公園等の整備、等

 

４か月児： 83.3%
１歳８か月児： 76.1％
３歳６か月児：64.5％

４か月児： 85.3％
１歳８か月児： 78.1％
３歳６か月児： 66.5％

４か月児： 87.3％
１歳８か月児： 80.1％
３歳６か月児：68.5％

なし

０か所

あり

4か所

あり

11か所

計画の見方

めざす姿 （今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

今後取り組む施策により10年後の本市の
望ましい状態を示しています。基本構想で示した基本目標を

示しています。

各施策についての現状と課題、
本市のこれまでの取組等を示
しています。

取組方針 （めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

取組方針

①結婚・妊娠・出産を望む人への総合的なサポート

主な取組

結婚・出産を望む人への総合的なサポートを進めるため、職
場や地域における環境整備や取組の支援を行います。また、
将来の妊娠・出産に向けた思春期教育の充実を図ります。

②安心して子育てできる環境の充実

ライフデザインの取組、妊婦健診、不妊治療等
に係る費用の助成（経済的な負担の軽減）、
妊娠・出産に関する相談、専門相談機関への
紹介、教育現場における命の教育の推進、等

総合相談機能の強化、妊産婦等支援プラン

めざす姿の実現に向けて、取り組む
施策方針及び方針に基づく代表的な
取組を示しています。

指標 （めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（5年後）

①新たな子育て世代地域包括ケアシステムの
整備の状況【地域ケア会議で出された意見
等を計画・施策に反映する仕組みの構築】

②新たな子育て世代地域包括ケアシステムの
整備の状況【互助による親子の居場所の ０か所 4か所

めざす姿の実現状況、あるいは実現
に向けた取組状況を把握するための
代表的な指標を示しています。

近江八幡市子ども・子育て支援事業計画
おうみはちまん健やか親子21計画

関連する市の計画 各施策に関連する市の主要な
個別計画を示しています。

各施策に対応するSDGsの
該当分野を示しています。

施策名を示して
います。

目標
今後取り組む施策により10年後の本市の

めざす姿

めざす姿の実現に向けて、取り組む

取組方針

めざす姿の実現状況、あるいは実現

指標

各施策に関連する市の主要な
関連する市の計画

施策

現状・課題

SDGs該当分野

基 本 計 画
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目標

〈教育・人づくり〉

1

創造性が豊かで行動力があり、
地域を担い未来へ通じる「人」を育みます

基 本 計 画



目標

〈教育・人づくり〉

目標目標

〈教育・人づくり〉

1

創造性が豊かで行動力があり、
地域を担い未来へ通じる「人」を育みます

基 本 計 画
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基 本 計 画
目標

〈教育・人づくり〉

1
SDGs 該当分野

子育て世代包括支援センター
（母子保健型・基本型）

保育所・幼稚園・子ども園 小中学校
放課後児童クラブ

子ども発達支援センター

妊婦・親子

コミュニティー
センター

ファミリーサポート
センター

二次医療機関
助産所・医院（産科・小児科・

歯科等）・薬局

地域住民・企業・社会福祉法人・NPO等

利用者
支援員

〈子どもが健やかに育つための〉
◎集団の場における子どもの発達保障
◎児童の健全育成・学力保障

〈安全な妊娠出産、子どもの健康を守るための〉
◎周産期医療体制、小児医療体制

〈親が安心して子育てできるための〉
◎地域ぐるみの子育て支援
　（社会資源）

育ちの場

地域の居場所

受診・専門相談

保育・教育
発達支援

医療・助言
心身のケア

交流の場、遊びの場
見守り支援

 現状・課題

若い世代の「晩婚化」「非婚化」を背景に、出生率の減少が進んでいます。結婚、出産は本人の意思

に基づくことが大前提ですが、それらを支えてきた社会的なつながりが希薄になっていたり、経済的な基

盤が不安定なために、意思はあってもやむを得ず諦めている人もいることから、一定の支援が必要です。

また、子育てについて、親や祖父母世代との日常的な交流の減少や、地域コミュニティのつながりの希

薄化などを背景に、孤立感を感じる親も少なくなく、地域ぐるみで子育てするという意識の醸成と環境の

整備が求められています。

本市では、妊娠期から子育て期までの総合相談機能をもつ「子育て世代包括支援センター *」において、

児童の保健福祉の推進を目的として子育て世代地域包括ケアシステム*の整備を進める必要があります。

「子育て世代包括支援センター」では総合相談・支援、子育て支援ケアマネジメント、包括的ケアマネジ

メントを行い、虐待予防の取組を推進するとともに、子育て支援人材を養成する体制づくりを進めるなど、

妊娠・出産・子育てに至るまで切れ目のない支援を行う体制整備を図っています。

今後は、本市がめざす地域包括ケアシステムの一環として、安心して妊娠・出産・子育てができる地

域づくりをめざした地域包括ケアを推進するために、地域全体が子育てに関わる仕組みづくりを推進しま

す。また、児童に関して、放課後の居場所づくりや健全育成の観点から、広々とした公園や広場の整備

を総合的に検討することも重要です。

創造性が豊かで行動力があり、
地域を担い未来へ通じる「人」を育みます

子育てに対する
切れ目のない支援

施策

1

近江八幡市子育て世代地域包括ケアシステム～妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援～

（資料）近江八幡市健康推進課
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

 関連する市の計画

結婚・妊娠・出産を望む人への総合的なサポートや、子育てを支える人材の確保・養成と活用、

児童の居場所の総合的な整備などを通じて、地域社会全体で子育てを応援する気運が醸成され、

妊娠・出産・子育てに対する切れ目のない支援が実現し、安心して子育てできる環境が整っています。

取組方針 主な取組

①結婚・妊娠・出産を望む人への総合的なサポート
結婚・出産を望む人への総合的なサポートを進めるため、
職場や地域における環境整備や取組の支援を行います。ま
た、将来の妊娠・出産に向けた思春期教育の充実を図ります。

ライフデザインの取組、妊婦健診、不妊治療*
等に係る費用の助成（経済的な負担の軽減）、
妊娠・出産に関する相談、専門相談機関への
紹介、教育現場における命の教育の推進、等

②安心して子育てできる環境の充実
全ての親が孤立せず安心して子育てできる環境の充実に
向け、「子育て世代包括支援センター」を中心に、妊娠か
ら出産・子育てまで、切れ目のない支援を進めるとともに、
学校園や保護者を含め、幅広い子育て（支援）の担い手
間での交流によるニーズの集約や、地域ケア会議*による
地域課題の抽出と施策化を進めることにより、子育て世代
地域包括ケアシステムの整備・充実を図ります。

総合相談機能の強化、妊産婦等支援プラン
の策定と支援、ハイリスク者*に対する適正
なケアマネジメントの実施、地域ケア会議
の実施、待機児童*数や保育ニーズの推移を
十分に考慮した施設整備、等

③児童の居場所の総合的な整備
児童の居場所について、放課後児童クラブ*だけにとどま
らない総合的なあり方を検討し、整備を進めていきます。

放課後児童クラブの整備、公園等の整備、等

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 新たな子育て世代地域包括ケアシステムの
整備の状況【地域ケア会議で出された意見
等を計画・施策に反映する仕組みの構築】

なし あり あり

② 新たな子育て世代地域包括ケアシステムの
整備の状況【互助による親子の居場所の
整備】

０か所 ４か所 11か所

③ 新たな子育て世代地域包括ケアシステムの
整備の状況【ゆったりとした気分で子どもと
過ごせる時間があると回答した母親の割合】

４か月児： 83.3%
１歳８か月児： 76.1％
３歳６か月児： 64.5％

４か月児： 85.3％
１歳８か月児： 78.1％
３歳６か月児： 66.5％

４か月児： 87.3％
１歳８か月児： 80.1％
３歳６か月児： 68.5％

●近江八幡市子ども・子育て支援事業計画
●おうみはちまん健やか親子21計画
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〈基本計画〉 目標 1　教育・人づくり



基 本 計 画
目標

〈教育・人づくり〉

1
SDGs 該当分野

 現状・課題

本市では、2015年（平成27年）10月に「『子ども』が輝き『人』が学び合い ふるさとに愛着と誇りをも

ち 躍動する 元気なまち 近江八幡」を基本理念とする「近江八幡市教育大綱」（平成30年４月改正）を策

定しました。グローバル化やICT*化の進展等、変化が急激な時代において、たくましく生き抜く子どもを

育てるためには、基本的な生活習慣に裏付けられた確かな基礎学力のもと、創意工夫し問題解決できる

力を養う必要があります。また、子どもが置かれた状況や障がいの有無にかかわらず、一人ひとりの個

の特性に応じた教育を推進していく必要があります。

子どもの学習環境について、市内すべての教育施設の耐震化は2018年度（平成30年度）に完了しました

が、施設が整備された時期によって、学校間の教育環境に差が生じています。また、時代の変化に対応し、

ICT環境の整備や、それらの活用能力の向上を図っていく必要があります。

また、学校・家庭・地域の連携強化を図り、子どもの成長を地域全体で支えていくことも重要です。

創造性が豊かで行動力があり、
地域を担い未来へ通じる「人」を育みます

豊かな心身を育む
教育の推進

施策

2

子どもの読書率（平成30年度）

【就学前】 【小学校】 【中学校】
3 時間ぐらい～
それ以上
0.3%

1時間ぐらい～
2時間ぐらい　

4.3%　

30分以内
76.7%

読まない
18.7%

30分以内
51.9%
30分以内
51.9%

読まない
34.2%
読まない
34.2%

3時間ぐらい～
それ以上
2.6%

1時間ぐらい～
2時間ぐらい　

11.3%　

3時間ぐらい～
それ以上
3.8%1時間ぐらい～

2時間ぐらい　
12.4%　

30分以内
42.6%

読まない
41.2%
読まない
41.2%

（資料）「早寝･早起き･あさ・し・ど・う」アンケート結果（３年に1回実施）
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

①子どもの生き抜く力の育成と、健やかな成長の支援
基本的な生活習慣に裏付けられた確かな基礎学力のもと
で、創意工夫し問題解決できる力を養うとともに、国際化
を視野に入れた人材を育成します。また、保護者の就労
等によって通園する施設が異なっても、全ての子どもが本
市の就学前の子どもとして健やかに育つことをめざします。

早寝・早起き・あさ(あいさつ)・し(食事)・ど(読
書)・う(運動・遊び)運動の展開、外国語によ
るコミュニケーション能力の育成、特色ある
園づくり事業、農業体験、地域探検等、具体的・
直接的な活動の展開、異文化理解のための講
師を招いての講演会の開催、等

②学校の教育力を高める教育環境の整備
学校・家庭・地域の連携強化を図るとともに、教員の指
導力と学校の組織力の向上や学校施設・設備の充実に努
め、安全・安心で信頼される学校づくりを進めます。

教員のICT活用能力の向上による授業改善及
び校務の効率化をめざした学校ICT環境の整
備、地域の人に話を聞くなどのふるさと学
習の推進、等

③個の特性に応じた教育の推進
特別な支援が必要な児童生徒や外国人児童生徒、不登校児
童生徒などその子どもが置かれた状況や、教育ニーズを的確
に把握し、特に障がいがある生徒については、障がいの有無
にかかわらず共に学ぶインクルーシブ*教育の考えを踏まえ
て、適切な学習プログラムの提供や教育支援を行うことによっ
て、一人ひとりの個の特性に応じた教育を進めます。また、
就学前においては、個々の障がいの状態や特性および発達
の程度に応じた、きめ細やかな支援を行う教育・保育を進め
ます。さらに、学校だけではなく、地域社会においても、個
の特性に対する理解を促進するための取組を推進します。

特別な教育支援を必要とする子どもの障が
いの状況や保育ニーズ・教育的ニーズを把握
し適切な支援を行う特別支援保育・教育の充
実、途切れのない発達支援の充実、サポート
ファイルの活用、等

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 子どもの読書率 就学前 81.3%
小学校 65.8%
中学校 58.8%

就学前 85%
小学校 70%
中学校 60%

就学前 90%
小学校 75%
中学校 75%

② 教員のICT活用に関連した児童生徒アン
ケート「授業がわかりやすい」と回答した
児童生徒の割合

82% 85% 90%

③ 個の特性に応じた教育の推進に関する 
教職員研修の回数 13回 15回 18回

④ 主食・主菜・副菜を組み合わせた朝食を
食べている子どもの割合【アンケート】

就学前 17.5%
小学校 19.1%
中学校 13.2%

就学前 25％
小学校 25％
中学校 20％

就学前 30％
小学校 30％
中学校 30％

⑤発達支援のための研修会の実施回数 ６回 ７回 10回

●近江八幡市教育大綱
●近江八幡市教育振興基本計画
●近江八幡市小中学校ＩＣＴ教育・整備方針
●近江八幡市就学前教育・保育育成指針

学校・家庭・地域の連携が強化され、一人ひとりの個の特性に応じたこれからの時代にふさわしい教

育を行うことで、確かな学力と、豊かな心を備え、ふるさとへの愛着と誇りを持つ子どもたちが育っています。
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基 本 計 画
目標

〈教育・人づくり〉

1
SDGs 該当分野

 現状・課題

本市では、2016年（平成28年）3月に「近江八幡市生涯学習社会づくり構想・実施計画」を策定しました。

本計画は、「ふるさとへの愛着と誇りを背景に、地域の課題と魅力に気づいて学びを深め、学びを生かし

た取組を皆でつなげていくことで地域の活性化を図る」ことを理念としています。

現在は、文化・歴史や環境、人権問題等、様々なテーマに関する学びの機会を、図書館や文化会館、

コミュニティセンター等の公共施設で提供していますが、市民の多様な学習ニーズにできるだけ対応する

ためには、行政だけではなく、民間の機関や、様々なスキルや経験を有する市民の、生涯学習の担い手

としての参画を促すことが求められます。

また、市民が得た学習成果の地域への展開が、市民のやりがいのみならず、地域の活性化や課題解

決につながることが期待されるため、学習成果の活用を促進するための取組も必要です。

さらに、地域における学習機会の充実の観点から図書館やコミュニティセンターは中核となる施設であ

り、地域や利用者のニーズに合致したサービスを効果的・効率的に提供していく必要があります。

創造性が豊かで行動力があり、
地域を担い未来へ通じる「人」を育みます

生涯学習の推進
施策

3

近江八幡市立図書館貸出冊数（２館合計・団体貸出含む総貸出冊数）

（資料）近江八幡市立図書館「平成29年度図書館の概要」

（万冊）

（年度）
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55

56
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54.654.6

55.555.5

53.653.6
53.853.8

55.355.3

54.954.9

55.855.8
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

市民に多様な学びの機会が提供され、生涯にわたって活躍できる環境が整うとともに、市民の学

びがつながっていくことで、地域の魅力の向上や課題の解決につながる動きが広がっています。

取組方針 主な取組

①生涯学習機会の提供と充実
市として地域課題や地域魅力に関する学びの機会や場を
提供するとともに、行政のみならず、様々な機関における
多様な社会教育・生涯学習情報を提供し、市民が様々な
選択肢の中から豊かな学びを得られる環境を整えます。

生涯学習活動の活性化を図るための情報提
供と講座の充実、図書館から遠い地域への
読書支援や児童サービスの充実、等

②学習成果の活用支援
生涯学習の成果が、地域における様々な活動につながる
よう、意識の啓発や活用のための機会や場の提供などを
進めます。

学習成果が活かせる仕組みの構築、等

●近江八幡市教育大綱
●近江八幡市教育振興基本計画
●近江八幡市生涯学習社会づくり構想・実施計画
●近江八幡市子ども読書活動推進計画
●近江八幡市立図書館サービス10ヵ年基本計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

①生涯学習講座の開催数 14回 20回 30回

② 図書館貸出冊数 
（個人貸出冊数・視聴覚資料含む）

548,518冊 556,000冊 547,000冊

③ 地域と学校の協働活動につながる研修や
講座の開催数

２回 ４回 ８回
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基 本 計 画
目標

〈教育・人づくり〉

1
SDGs 該当分野

 現状・課題

2017年（平成29年）に策定された「近江八幡市教育振興基本計画」においては、目標の一つに「誰も

が生涯にわたり気軽に文化・スポーツにふれることができる機会を充実させます」と謳われています。ま

た、2024（平成36）年には43年ぶりに国民体育大会が滋賀県で開催されることに決定しており、本市にお

いても種々の種目（ハンドボール、バレーボールなど）の会場となるなど、これを機会にスポーツに対する

市民の気運を高めていくことが必要です。

高齢化が進行する中、長い人生を元気に過ごすためには、疾病予防・介護予防*等のための運動・身

体活動を推進する観点から、若いうちから適度な運動を習慣づけることが重要です。本市の小学生は全

国に比べて平日における運動時間が少ない状況であり、子どもの頃から体を動かし運動に親しむ機会を

充実させることも必要です。また、スポーツを通じて、市民どうしの交流を促進し、健康づくりに加えて、

地域づくりや生きがい創出などにつなげていくことが必要です。

健康ふれあい公園*については、2017年（平成29年）に第1期工事としてプール棟が竣工するなど、段階

的に整備を進めており、スポーツに親しむ環境が充実してきています。一方で、老朽化が進み、施設の

修繕費や備品等の更新費の増加が見込まれる施設もあり、財源確保に努めながら、効果的・効率的な運

営を進めていくことが求められています。

創造性が豊かで行動力があり、
地域を担い未来へ通じる「人」を育みます

生涯スポーツの推進
施策

4

市内スポーツ施設利用者数

（資料）近江八幡市生涯スポーツ課
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■学校開放
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

スポーツ活動や観戦のほか、スポーツに関連する様々な活動に、あらゆる市民が日頃から関わる

機会が充実することで、市民の健康づくりが図られるとともに、市民相互の交流が広がり、地域の

活性化につながっています。

取組方針 主な取組

①スポーツを通じた健康づくりの推進
子どもから高齢者まで障がいの有無にかかわらず、日頃か
らスポーツに親しみ、健康・体力づくりができる機会の充
実を図ります。

各種スポーツ大会・スポーツ教室の開催、
スポーツ推進委員との連携、いきいき百歳
体操、子どもから高齢者・障がい者まで楽
しめるニュースポーツの普及促進、等

②スポーツに親しむための環境の充実
スポーツに関するイベントや施設において、参加・利用
はもちろん、観戦や運営など、あらゆる人があらゆる形で
スポーツに親しむ機会を創出することで、人々の交流を活
発にし、地域の活性化や良好な地域コミュニティの形成に
つなげます。

各社会体育施設の維持管理、等

③スポーツ・レクリエーション施設の整備充実
スポーツを通じた健康づくりや、スポーツに親しむ環境を
充実させるため、スポーツ・レクリエーション施設の整備
充実を図ります。

健康ふれあい公園の整備、等

●近江八幡市教育大綱
●近江八幡市教育振興基本計画
●近江八幡市スポーツ推進計画
●健康はちまん21プラン

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 定期的に運動している市民の割合 
【アンケート】

28.5％ 42.5％ 65％

② 社会体育施設利用者数 329,107人 398,000人 469,000人

③ 市民を対象としたスポーツイベントを 
開催している競技団体数

23競技団体 26競技団体 29競技団体
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基 本 計 画
目標

〈教育・人づくり〉

1
SDGs 該当分野

 現状・課題

近江八幡市教育大綱では、3つの柱の第一を「子どもが育つ」5つの視点の第一を「子どもの生き抜く

力を育み、成長を支えます」としており、多様で変化の激しい社会を生き抜き、これからの近江八幡を担

う人材に育って欲しいという思いを込めています。社会の激しい変化の中で、子どもが成長する過程にお

いては、様々な困難に直面することもあります。そのような困難の克服や、難しい状況からの回復につい

て、家庭・学校・地域が一体となって支えていく必要があります。また、視点の第二として「道徳心を養い、

奉仕の心や自尊感情*を醸成します」としており、市民アンケートの結果とあわせ、青少年の非行・いじ

めの防止等の取組の重要度は高いと言えます。

さらに、本市では、市内の社会教育関係団体や企業とともに、地域における体験活動推進の協力体制

を構築してきました。このようなつながりを大切にしながら、大人が範を示し、次の世代を担う青少年の

健全育成に向けた取組を充実させていくことが重要です。

創造性が豊かで行動力があり、
地域を担い未来へ通じる「人」を育みます

青少年の健全育成
施策

5

近江八幡警察署管内における少年刑法犯補導者数

（資料）近江八幡市統計書
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

地域においてさまざまな組織や団体が連携し、非行防止や立ち直りの支援等を行うとともに、子

どもが夢を描き、健やかに成長する過程を支える体制が整っています。

取組方針 主な取組

① 地域社会全体で青少年の健全育成を支える体制の
構築
地域・学校（小中高）・家庭をはじめ、警察や社会教育
団体を含む様々な団体が非行・いじめの防止、ひきこもり*・
不登校への対応等、青少年の健全育成を担う意識を高め、
連携を深めます。

学校・家庭・地域が共に取り組むいじめ防止
対策の充実、地域や関係機関とともに進める
問題行動の未然防止対策の充実、不登校児
童生徒やその保護者への支援の充実、等

②青少年の成長を促す機会の提供
青少年が夢を描き、心身ともに健全に成長するよう、地
域行事への参加等による多世代との交流や自然や地域の
歴史に学ぶ行事を通じて、子どもの力を引き出すような
様々な機会の提供を図ります。

社会教育関係団体の活動支援、次世代を担
う人材育成の取組、等

●近江八幡市教育大綱
●近江八幡市教育振興基本計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 近江八幡警察署管内における少年事件 
検挙者数

51人 40人 30人

② 学校評価アンケート（学校の教育相談体
制に係る項目に肯定的に回答した子ども
の割合）

78.6％ 85％ 90％

③地域行事に参加している子どもの割合 小学校 76.8％
中学校 53.5％

小学校 80％
中学校 60％

小学校 80％
中学校 60％

52

〈基本計画〉 目標 1　教育・人づくり



一人ひとりが互いに支え合い、
心のかよう地域社会を創ります

目標

〈福祉・医療・人権〉

2

基 本 計 画



一人ひとりが互いに支え合い、
心のかよう地域社会を創ります

目標

〈福祉・医療・人権〉

目標目標

〈福祉・医療・人権〉

2

基 本 計 画
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基 本 計 画
目標

〈福祉・医療・人権〉

2
SDGs 該当分野

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■そう思う　■どちらかといえばそう思う　■わからない　■どちらかといえばそう思わない　■そう思わない　■無回答

70歳以上
（N=428）

60歳代
（N=426）

50歳代
（N=232）

40歳代
（N=229）

30歳代
（N=131）

10,20歳代
（N=92）

女性
（N=826）

男性
（N=712）

16.4 22.4 25.7 16.1 12.1 7.2

7.3 20.7 21.4 28.2 21.4 1.2

3.9 19.4 25.0 31.9 19.0 0.9

3.5 12.2 34.1 28.4 21.0 0.9

5.3 12.2 22.1 29.0 29.8 1.5

3.3 25.0 20.7 22.8 28.3 0.0

6.3 17.2 27.8 25.7 20.5 2.5

10.8 21.6 21.8 24.4 18.5 2.8

 現状・課題

同和問題をはじめとして、国籍、年齢、性別、障がいの有無による差別や、ホームレス、LGBT*を含

む性的少数者等への偏見、DV*や児童・高齢者・障がい者等に対する虐待などの人権問題は、今も社会

に潜在しています。また、外国人市民の増加に伴い、言語・文化の違いを背景とした摩擦が生じています。

本市では、人権尊重のまちづくり推進協議会や市内の各種団体と連携し、人権フェスティバルや市民講

座を開催してきました。また、各自治会のまちづくり懇談会等を通じて、人権意識の啓発に取り組んでき

ました。さらに、「多文化共生推進指針」に沿って、外国人市民が暮らしやすい地域づくりを進めています。

今後は、より多くの市民が、人権問題を自分に身近な問題と捉えた上で、正しい理解と認識を深め、

お互いを尊重できるよう、多様な啓発・学習の機会を提供するとともに、連携を通じた体制の充実により、

差別事象への適切な対応を行うことが重要です。また、国際化がますます進む中、外国人市民も暮らし

やすいまちづくりを進めることが求められます。

一人ひとりが互いに支え合い、
心のかよう地域社会を創ります

人権の尊重
施策

1

「すべての人が平等に扱われるべきだという考えがいきわたっている社会だ」と考える市民の割合

（資料）近江八幡市「人権擁護に関する市民意識調査」（平成29年8月）
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

市民一人ひとりが当事者意識を持って人権尊重の重要性を正しく理解するとともに、異なる文化

を理解し、お互いの尊厳や権利を尊重しあえる社会に向かっています。

取組方針 主な取組

① 人権啓発・教育の推進
市民一人ひとりが人権への理解を深め、自己のみならず、
他者の尊厳や権利を守ることの重要性を認識し、生活の
中で実践できるよう、イベントや講座、学校教育、職場で
の研修等の様々な機会を活用し、若者など、より幅広い
市民に対する人権の啓発や人権教育を推進します。

人権啓発事業、学校における人権教育の推
進と充実、等

②人権擁護・支援体制の充実
福祉、教育をはじめとする分野を超えた庁内連携の強化
や、関係機関や団体等、各種取組主体との連携の強化に
より、虐待などの人権問題をはじめ、差別事象への適切
な対応と再発防止のために取り組みます。

人権相談窓口の充実、等

③多文化共生の推進
様々な文化や生活習慣をもつ市民同士がお互いに理解・
協力し、地域の一員として、不便なく暮らせ、まちづくり
の取組等にも積極的に参画できるよう、行政サービスの
提供に配慮したり、市民交流の機会づくりに取り組みます。

多文化共生の推進（意識啓発、推進体制整備、
「やさしい日本語」の活用推進）、等

●人権擁護に関する施策の基本計画
●近江八幡市多文化共生推進指針
●近江八幡市教育大綱
●近江八幡市人権教育推進計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 人権啓発に関するイベントや講座への 
参加者数【会場アンケート】

174名 250名 300名

② 学校における人権研修実施数 98回 100回 100回

③人権相談所開設実施数 24回 36回 50回

④ 国際交流・多文化共生イベントへの 
日本人・外国人の参加者数

500人 600人 700人

⑤ 「すべての人が平等に扱われるべきだと
いう考えがいきわたっている社会だ」と
考える市民の割合

27.9% 40% 50%
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基 本 計 画
目標

〈福祉・医療・人権〉

2
SDGs 該当分野

 現状・課題

すべての市民が自助・互助・共助・公助の観点で個々が自立し、住み慣れた地域で暮らし続けられる

環境を整えるためには、健康増進や介護予防、要介護度*が比較的軽い高齢者への生活支援の強化や、

障がい者の自立支援など、適切な福祉サービスが受けられる体制を維持するのはもちろんのこと、地域

での支え合いがますます重要になります。また、高齢者や子どもの貧困*が社会問題化する中、経済的な

厳しさを抱えて孤立する市民に対して、適切な支援を提供することが求められています。

本市では、地域の取組から始まった高齢者の見守り活動が広がりを見せるなど、地域における支えあ

いの基盤が築かれつつあります。また、障がい者の就労の場の確保などによる社会参加の機会も、徐々

に拡大しています。

一方で、地域福祉の主な担い手である民生委員・児童委員、自治会等では、人手不足が課題になって

おり、より多くの市民が、地域での福祉活動に参加できるようなきっかけづくりやサポートが必要になり

ます。また、福祉分野は、市民生活のみならず、まちづくりや防災、教育、子育て支援など、幅広い分

野に関連するため、関係機関も含めた分野横断的な連携による取組の推進が求められます。

一人ひとりが互いに支え合い、
心のかよう地域社会を創ります

福祉の向上
施策

2

高齢者のいる世帯の推移 ボランティア数の推移

（資料）近江八幡市「福祉の現状と課題」
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

すべての市民が自助・互助・共助・公助により、住み慣れた地域の一員として安心して暮らし、

ともに生きる社会が実現しています。

取組方針 主な取組

① 地域福祉の推進
民生委員・児童委員、自治会等の地域での活動主体や、庁
内関係課及び関係機関との連携強化により、支援を必要とす
る市民を的確に把握し、適切な支援が受けられる環境を整
備します。また、地域住民をはじめとする地域福祉の担い手
の確保・育成を推進し、支え合いの基盤の拡大を図ります。

民生委員・児童委員の活動の効率化の仕組
みを構築、社会福祉協議会と連携した子育
て支援や健康づくり、地域における福祉活
動に関するボランティアの育成と活動支援、
社会福祉協議会との連携による見守り支え
あい会議の運営支援、等

②高齢者福祉の充実
高齢者ができるだけ長い期間元気で暮らせるよう、健康増進
や介護予防、生きがいづくりを支援します。また、介護が必
要になっても、自宅や施設で必要なサービスを受けられるよう、
介護保険制度の適正な運営を図るとともに、医療分野との連
携の強化による地域包括ケアシステムの充実を推進します。

生活支援体制整備事業、介護予防・日常生
活支援総合事業による高齢者の社会参加と
介護予防の推進、在宅、施設の各介護保険
サービスの適切な整備推進、介護人材の確
保及び定着促進、等

③障がい（児）者福祉の充実
障がいがある市民が、できるだけ地域で自立して暮らせるよう、
障害福祉サービスの充実を図るとともに、居場所の確保や、障
がいへの市民の理解を深めるための取組を推進します。また、
就労機会の拡大などを通じて、社会参加の促進などを図ります。

相談体制・生活支援の充実、雇用･就労・社
会参加の促進、情報提供・コミュニケーショ
ン支援、等

④生活困窮者支援の充実
経済的な困難を抱える市民が、安定した生活が送れるよう、
適切な支援を行うとともに、個々の状況に応じた就労支援等
を通じて、自立した生活への移行を促進します。

生活保護法及び生活困窮者自立支援法に基
づく各種事業、等

⑤発達支援の充実
発達に支援の必要がある子どもの能力や個性を最大限に伸ば
すためには、早期の療育*支援や子どもの特性に合った指導が
受けられるよう、障がいの早期発見・早期支援の体制を推進す
るとともに、地域における発達障がい*への理解を促進します。

発達支援が必要な子どもへの早期発見・早期
支援の推進、児童発達支援センター設置の推
進、療育・保育・教育環境の整備の推進、等

●第２次近江八幡市地域福祉計画
●近江八幡市福祉トータルサポートセンター基本構想第Ⅲ期基本計画
●第４期近江八幡市障がい者計画
●第５期近江八幡市障がい福祉計画
●第１期近江八幡市障がい児福祉計画
●第７期近江八幡市総合介護計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）
① 見守り支えあい推進組織（自治会単位） 30 85 100
② 75 ～ 84歳の要介護・要支援認定率 15.1% - 17.5%（平成37年度）
③ 福祉的就労から一般就労に移行した障がい者数 ３人 ５人 ８人
④ 生活困窮者へ就労支援を行った件数 63人 60人 60人
⑤ 児童発達支援事業・保育所等訪問支援 

事業のサービス利用量
児童発達支援事業  144人
保育所等訪問支援事業   50人

児童発達支援事業   200人
保育所等訪問支援事業  80人

児童発達支援事業  200人
保育所等訪問支援事業  80人
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基 本 計 画
目標

〈福祉・医療・人権〉

2
SDGs 該当分野

 現状・課題

健康への意識が高まる中で、ライフステージに応じた健康づくりの必要性が重視されています。また、

生活習慣病や疾病を予防・早期発見し、できるだけ長く健康に過ごすためには、食生活や運動等を通じ

た健康管理と、定期的な健（検）診の受診が重要です。

本市では、市民一人ひとりが自らの健康を守り、いきいきと暮らせるまちをめざして、2017年（平成29年）

6月に「健康なまちづくり推進宣言」を制定しました。また、特定健康診査*の受診勧奨に積極的に取り

組んだ結果、受診率が向上するなど、健康づくりに関する市民の意識も高まりつつあります。

今後は、これまで取り組んできた市民の健康づくりにおける自助能力を高めるだけでなく、次世代を担

う子どもや若い世代の健康づくりにおける、自助能力の向上を強化する必要があります。また、個人の健

康づくりの取組を後押しする必要があることから「健康づくりを支援する人材の創出や狭義の健康づくり

の概念に留まらず、病気や障がいがあっても、その人らしい生き方ができる、生活の質を向上する生き

方が健康長寿*に繋がるといった健康概念に基づき、社会全体でQOL*の向上を目的とした健康なまちづ

くりに取り組む意識の醸成と実践ができるためのシステム構築が必要です。

一人ひとりが互いに支え合い、
心のかよう地域社会を創ります

健康づくりの促進
施策

3

ヘルスプロモーション

（資料）近江八幡市健康推進課

ヘルスプロモーション従来の健康づくり

知識の伝達、動機づけ
（個人への働きかけ）
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（個人への働きかけ）
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

市民が健康管理における自助能力を高め、自らのライフステージ、ライフスタイルに応じたQOLの

実践と後押しする社会環境の充実により、平均寿命と健康寿命の差を縮めることができています。

取組方針 主な取組

①健康づくりの促進
市民が病気や障がいの有無にかかわらず、その人らしく生
き、地域で活躍するための力を引き出し、地域づくりを推
進する０次予防*教育の実践により、市民がQOLを高める
主体的活動を支援します。また、関係機関や団体、学校、
企業等との連携により、必要な情報提供を行います。

健康なまちづくり推進宣言の普及、行政と企業店
舗が連携した健康づくりの環境整備、メディアを
活用した健康情報発信の充実、健康推進員等健康
づくり支援者の人材育成、小児期からの望ましい
生活習慣の確立に向けた対策、０次予防教育におい
てQOLの向上につながる主体的な活動の推進、等

②疾病予防につながる取組の強化
生活習慣病や疾病の予防・早期発見のため、特に未受診
者を対象とした各種健（検）診の受診啓発を強化するとと
もに、継続的な受診定着につなげるよう努めます。また、
早期治療、重症化予防を推進するため医療連携ツールの
運用や医療連携の充実をすすめていきます。

健（検）診の受診啓発、健（検）診体制の
整備、健（検）診要医療者の重症化予防対
策等の医療連携の促進、等

③食育の推進
子どもから高齢者まで、ライフステージごとの課題に応じ
て、食育*を推進します。中でも、子どもや若い世代に望
ましい食習慣が定着するよう、家庭や学校、保育所(園)、
幼稚園、こども園*のほか、関係機関・地域等との連携を
強化します。また、食育を通じて、食文化の継承や環境
を守る取組を行うとともに、食によるコミュニケーションの
機会を創出することで、豊かな心を育みます。

食育推進に向けたネットワークによる取組
の実践、等

●健康はちまん21プラン（第２次）
●おうみはちまん健やか親子21計画
●近江八幡市食育推進計画（第２次）
●近江八幡市国民健康保険第２期保健事業実施計画（データヘルス計画）
●近江八幡市国民健康保険第３期特定健診・特定保健指導実施計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 自分が健康だと感じている市民の割合 
「市民の主観的健康観」【アンケート】

23.6% 26％ 28％

② 特定検診の受診率 38.0% 60% 60％

③ 主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を
１日2回以上ほぼ毎日食べている市民の割
合【アンケート】

41.7% 45% 70%

④ 0次予防センターで人材育成講座を受講し
た人が社会活動を実践している人数

37人 150人 300人
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基 本 計 画
目標

〈福祉・医療・人権〉

2
SDGs 該当分野

 現状・課題

男女共同参画は様々な分野で進みつつありますが、「男性は仕事、女性は家庭」という性別での役割

分担意識は依然根強く、共働き世帯でも、家事や育児、介護等の負担は女性に集中しています。また、

出産を機に退職する女性の比率も高い傾向にあります。最近では、性別を問わず、長時間労働や介護離職、

育児と介護のダブルケア、病気治療と仕事の両立等への関心が高まっており、生活における仕事の時間

と私的な時間の調和（ワーク・ライフ・バランス*）が強く求められ、副業や在宅ワークといった働き方に

ついても見直されています。

本市では、あらゆる分野で男女共同参画が進むよう、自治会ごとに男女共同参画推進員を委嘱し、資

料の提供や研修会等による学習機会を設けることで、男女共同参画に関する啓発に取り組んでいますが、

今後もまちづくり協議会との連携を強化し、全ての地域での活動定着に向けた取組が必要です。

また、男女を問わず、家事・育児や家族の介護を担うための時間のほか、地域活動やリフレッシュ等、

仕事以外の時間の充実を図るための意識の醸成や支援が求められます。

一人ひとりが互いに支え合い、
心のかよう地域社会を創ります

男女共同参画と
ワーク・ライフ・バランス
の促進

施策

4

６歳未満の子どもを持つ夫婦の家事・育児関連時間（１日あたり、国際比較）

（資料）内閣府「男女共同参画白書　平成29年度版」
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（時間）（時間）

3:45 0:497:34 1:23
2:18 1:205:40
2:22 1:006:09 2:46

3:10

1:57 0:405:49 2:30
2:18 0:596:11 3:00
2:10 1:075:29 3:21
2:17 1:135:26 3:12
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

全ての市民が、性別や年齢ではなく自らの意思によって、社会のあらゆる場面でそれぞれの個性

や能力を発揮することができ、また、個々の生活環境や健康状態、興味・関心等に応じて、仕事と

仕事以外の時間をバランスよく確保し、充実した暮らしを送ることができています。

取組方針 主な取組

①男女共同参画の推進
学校や企業、地域での男女共同参画や、性別役割分担意
識の解消に関する教育の機会の提供や、行政・企業・団
体等における意思決定の場への女性の参画の促進、就業
継続支援、リーダー登用促進のための取組等を通じて、
さらなる男女共同参画を推進します。

地域団体や各種委員会等への女性登用促進、
男女共同参画理解のための研修会の充実、
等

②ワーク・ライフ・バランスの確保
老若男女を問わず、働く市民誰もがやりがいを持って仕事
に取り組みながら、家庭や地域などで過ごす私的な時間
を十分に確保できるよう、事業者への労働関連法令の周
知徹底のほか、時短勤務やテレワーク*、ワークシェアリン
グ*等、多様な働き方を可能にする環境づくりの促進や、
互いの働き方を認め合う意識の高揚に取り組みます。

働き方研修会等の開催、等

●近江八幡市特定事業主（新）行動計画　はちまん次世代育成・女性活躍推進プラン
●男女共同参画おうみはちまん2020プラン（改訂版）

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 地域団体や各種委員会等への女性委員 
登用率

32.2% 40% 50%

② 男性は仕事をし、女性は家庭を守るべき
という考え方に同感しない人の割合

　【アンケート】
50.8% 70% 80%
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基 本 計 画
目標

〈福祉・医療・人権〉

2
SDGs 該当分野

（人） （%）

（年）
0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

3732292827平成24

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

　　　在宅比率（実績値）
■在宅サービス対象者数（実績値）
■居住系サービス利用者数（実績値）
■施設サービス利用者数（実績値）

1,423

103
344

1,713
（1,645）

119（156）
390（467）

1,854
（1,740）

123（154）
401（476）

2,010
（1,878）

76.1 78.9 78.777.1
（72.5）

78.0
（73.4）

78.8
（75.9）

128（155）
414（441）

2,297

145
469

2,526

161
523

（%）

（年度）
0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

292827平成26

逆紹介率
紹介率

74.0 73.8 73.5 76.9

59.9 62.0 64.7 64.5

 現状・課題

高齢化が進む中、自宅や子ども・親族の家での介護を希望する人や、終末期を病院ではなく自宅で過

ごしたいと考える人が多くなっており、在宅で医療や介護を受けられる環境づくりの推進に向け、医療と

介護の連携が重要な課題となっています。

本市では、市内に立地する病院・診療所等との顔の見える関係づくりに努め、地域医療の基盤を築い

てきました。今後ますます後期高齢者が増え、在宅医療*のニーズが高まることが予想されるため、2016

年（平成28年）には、総合医療センターに、在宅医療へのスムーズな移行を支援する「地域包括ケア病棟」

を開設し、治療のみならず、様々なケアへのニーズに対応することで、切れ目のない医療を提供しています。

一方で、総合医療センターにおいては、医療資源に限りがあるなかにおいても医療の質を確保すると

ともに、地域の医療機関とのより一層の連携強化を図り、子どもから高齢者まで、すべての市民が適切

な医療を受けられる環境を維持することが求められます。

一人ひとりが互いに支え合い、
心のかよう地域社会を創ります

医療の充実
施策

5

認知症日常生活自立度Ⅱ以上の認定者における
各サービス利用者数と在宅比率推移

紹介率・逆紹介率の推移

（資料）近江八幡市「近江八幡市総合介護計画」 （資料）近江八幡市「近江八幡市総合介護計画」
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

市民がそれぞれにかかりつけ医*を持ちながら、必要に応じて高度な医療が受けられる環境や、

自宅で医療・介護にかかる様々なケアを受けられる環境が整い、住み慣れた場所で生涯暮らし続け

ることができています。

取組方針 主な取組

①地域医療支援病院としての医療センターの体制整備
急性期医療や救急医療を担う総合医療センターを核に、
地域連携クリニカルパス*の活用等を通じて、地域の病院・
診療所等との連携を強化することで、医療体制を維持する
とともに、「切れ目のない医療」を引き続き提供します。
また、市民が身近な地域で診察や健康管理に関するアド
バイスを受けられるよう、「かかりつけ医制度」の普及を
推進します。

医療ICT（びわ湖あさがおネット*）による情
報共有と利用促進、かかりつけ医との役割分
担、地域連携クリニカルパスの運用、市民公
開講座や啓発活動、紹介・逆紹介率*の向上、
救急患者を断らない体制構築、等

②在宅医療の推進
在宅医療を担う医療機関等の増加を促進するとともに、
医療機関のみならず、地域包括支援センターや介護事業
者等との連携を促進することで、地域包括ケアシステムの
中で在宅医療を推進するための基盤を強化します。

ケアマネジャー等と多職種連携カンファレ
ンス開催、看取りを含む在宅医療との連携
体制の整備、医療福祉ネットワーク会議お
うみはちまん“つながりネット”の開催／終末
期医療の理解や死生観向上、権利擁護意識
の向上等を目的とした市民啓発の実施、等

●近江八幡市立総合医療センター　新公立病院改革プラン
●第７期　近江八幡市総合介護計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 総合医療センターの紹介率・逆紹介率 紹介率   64.5％
逆紹介率  76.9％

紹介率   50％以上
逆紹介率  70％以上

紹介率   50％以上
逆紹介率  70％以上

② 認知症日常生活自立度Ⅱ以上の要介護 
（支援）認定者における在宅比率

75.9% -
78%程度
（H37）
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豊かな自然、歴史、文化を守り・活かし、
未来に引き継ぎます

目標

〈環境・歴史・文化〉

目標目標

〈環境・歴史・文化〉

3

基 本 計 画
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基 本 計 画
目標

〈環境・歴史・文化〉

3
SDGs 該当分野

 現状・課題

本市はラムサール条約登録湿地の琵琶湖の拡大区域として登録された西の湖、周辺の水郷地帯などの

ほか、平野部には雄大な農地が広がり、八幡山、安土山の山々とともに里山景観を形成するなど、非常

に豊かな自然環境に恵まれています。市民アンケートにおいても、近江八幡市の好きなところとして「水

と緑の豊かな自然環境」と回答した市民が44.2%を占め、市民にとっての重要な市のアイデンティティと

なるほか、良好な水・土・大気などが保全されていることにより住みよい生活環境の基盤となっています。

そのような状況の中、自然環境の保全に関する問題として、生息・生育状況の変化や外来生物に起因

する生態系への影響のほか、地球温暖化や豊かな自然環境の基盤となっている農地や森林が荒廃の危機

に瀕しており、対応が求められています。

また良好な住環境を維持していく

ためには、行政として公害問題など

が起こらないよう引き続き予防策を

講じ続ける必要があります。

上記の自然環境保全や温暖化対

策は行政だけの取組ではなく、市民

と行政が各々の役割を認識し、連携

しながら取組を進めることが必須で

あるため、本市では、毎年環境報

告書を作成・公表するなど継続的に

現状把握ができる体制を整えてお

り、今後さらに協働による環境保全

を推進する必要があります。

豊かな自然、歴史、文化を守り・活かし、
未来に引き継ぎます

環境保全の
推進

施策

1

近江八幡市の好きなところ（市民アンケート調査12頁）

（資料）近江八幡市のまちづくりのための「市民アンケート調査」報告書（平成29年8月）

0 10 20 30 40 50（％）

水と緑の豊かな自然環境が守られている 44.2

（n=1,264）

琵琶湖沿いの景色がきれい 37.0
史跡や歴史的建造物など、観光資源が多い 36.6

公共交通の便が良い 20.0
まちなみなど、日常の景観が

良好に保たれている 6.4
自治会やまちづくり協議会などの活動が活発で、

地域住民が主体のまちづくりが盛んである 5.2
農業や商業などの地域の産業が発展している 4.2

子どもの教育環境が良い 4.0
保健・医療・福祉などの
サービスが充実している 3.8

公園などが多く、気軽に集える場所が多い
（ハードとしての集える場所） 2.2

防災・防犯の取組が進んでいて安心できる 1.6
道路（網）の整備が実施され、

歩行者や自転車・自動車運転者が動きやすい 1.6
市政の状況など、必要な情報が
わかりやすく公表されている 1.3

ＮＰＯなどボランティア団体の活動が活発で、
まちづくりに参加しやすい 1.3

雇用が充実し、働く場所が多い 0.7
市民講座等が多く、いつでも学べる場所がある

（ソフトとしての集える場所） 0.5
その他 3.8
無回答 4.9
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

市民と行政が一体になって継続的に、生物多様性*の保全や温室効果ガス排出量の削減、生活

環境保全に取り組むことによって、持続可能な地域社会を構築し、本市の豊かな自然環境が次世代

に引き継がれています。

取組方針 主な取組

①自然環境の保全
ヨシ群落の保全、外来生物対策など地域生態系の保全に
取り組むとともに、市民と行政が連携して活動に取り組む
ことができる基盤を作っていきます。

ヨシ群落保全、野生鳥獣の適正管理・獣害
対策、森林保全、農地環境の保全、等

②地球温暖化対策の推進
国、県とも連携しながら、温室効果ガスの排出抑制に取り
組むほか、温暖化の気候変動の影響にあらかじめ備えた
取組を推進していきます。

環境教育、地球温暖化対策、等

③市民の生活環境の保全
下水道等の整備による水環境保全や、騒音・振動・悪臭
対策などを通じて住みよい生活環境を保全していきます。

下水道の接続率向上・合併浄化槽整備支援
に関する取組、騒音、振動、悪臭対策、等

●近江八幡市環境基本計画（マスタープラン）
●第2次近江八幡市環境実施計画（アクションプラン）
●近江八幡市緑の基本計画
●近江八幡市森林整備計画
●第2次近江八幡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）
●第2次近江八幡市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）
●一般廃棄物（生活排水）処理基本計画
●景観農業振興地域整備計画
●近江八幡農業振興地域整備計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 「環境保全の推進」の満足度 28.3％ 30.0％ 32.0％

② 地球温暖化対策の推進に関する市民評価 38.5％
(参考値）

40.0％ 42.0％

③生活排水処理率 93.5％ 95.9％ 97.7％
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基 本 計 画
目標

〈環境・歴史・文化〉

3
SDGs 該当分野

 現状・課題

本市は、豊かで多彩な歴史資産、伝統文化を有しており、現在までに行政・市民により保存、保全そ

して継承がなされてきました。また2007年度（平成19年度）に「文化芸術創造都市」の表彰を受けるなど、

文化芸術の創造性を地域振興、観光・産業振興等に分野横断的に活用し、地域課題の解決に取り組ん

できました。

これら歴史遺産、伝統文化の保存・保全・継承には、市民の方々の遺産への理解と、担い手の確保

が必要となりますが、近年担い手の高齢化や減少などに伴って、それらが難しくなってきています。また

市民が感じる本市の文化・芸術水準や、文化芸術に触れることができる環境に対する満足度が低い結果

となっています。

歴史遺産、伝統文化の保存・保全・継承には継続的な資金が必要とされることもあり、文化的資源の

価値に対して、担い手や市民が理解し、関心を深めて、誇りに思う心を養うことが重要です。加えて保全

だけでなく、歴史遺産、伝統文化という文化的資源を積極的に活用し、観光振興や地域の魅力向上等の

新たな価値を生み出していくことで、それらを保存・保全・継承する意義を高めていく取組も求められて

います。

またさらに文化・芸術の水準を保つには市民が地域の文化の大切さを知り、地域文化の継承や文化活

動のコーディネート、新たな文化を創造する人材の育成が必要であり、市民による自主的な文化・活動

等を推進していく必要があります。

豊かな自然、歴史、文化を守り・活かし、
未来に引き継ぎます

歴史文化の
保全と活用

施策

2

（資料）近江八幡文化振興基本計画（平成28年3月）

■近江八幡市の文化・芸術の水準 重要伝統的建造物群保存地区
（%）0 20 40 60 80 100

■ 高い方だと思う ■ やや高い方だと思う
■ 中間くらいだと思う ■ やや低い方だと思う
■ 低い方だと思う ■ わからない
■ 無回答

1.1 3.2

7.8 31.1 16.8 11.6 28.6

（n=476）
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 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

地域に伝わる伝統文化や文化財は貴重な資源であると市民が理解するとともに、文化交流や観光・

産業振興にも積極的に活用し、新たな価値が創造される、文化芸術創造都市の実現に近づいています。

取組方針 主な取組

①歴史文化に関する情報発信、環境整備
市民が伝統文化や文化財に触れる機会を増やすため、積
極的な情報発信を行うことによって、市民の歴史文化に対
する理解を深め、文化の保護思想の普及と啓発を図ります。

文化財講座に関する依頼対応・開催、埋蔵
文化財などの調査結果の公表、等

②文化・文化財の活用
文化財を保全していくための手法として、魅力を対外に発
信することなどを通じて様々な産業や観光へと活用し、新
たな価値を生み出すことによって、さらに価値を高め保全
へとつなげていきます。

資料館かわらミュージアムにおける資料展
示・説明、安土城跡ガイダンス施設におけ
る紹介展示・説明、等

③文化の担い手育成及び協働の仕組みづくり
市民が地域の文化の大切さを知り、地域文化の継承や文
化活動のコーディネート、新たな文化を創造する人材を
育成するとともに、市民による自主的な文化・活動等をサ
ポートできる体制を整備することにより、伝統文化・芸術
に触れる機会を身近なものにしていきます。

郷土料理や伝承料理などの食文化の継承に
関する取組、国選択無形民俗文化財*である

「近江八幡の火まつり」や地域に伝承されて
いる郷土芸能等の継承に関する取組、学校
施設へのアウトリーチ*事業の実施、等

●近江八幡市文化振興基本計画
●史跡雪野山古墳保存活用計画
●近江八幡市教育大綱
●近江八幡市教育振興基本計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 文化芸術に触れた市民の割合、文化芸術
環境に対する満足度【アンケート】

19.1％ 23％ 25％

② 主要な歴史文化施設を訪れる観光客数 169,800人 152,800人 137,500人

③ 未来世代への芸術普及事業等の体験者数
（体験者数に占める小学生数）

483人 420人 420人

④まちづくり芸術振興事業で支援した団体数 ２団体 ４団体 ８団体
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基 本 計 画
目標

〈環境・歴史・文化〉

3
SDGs 該当分野

 現状・課題

本市の歴史的景観は、八幡堀や八幡商人の歴史が息づく重要伝統的建造物群保存地区（以下「伝建地

区」）や、安土山山麓の旧城下町の町なみを中心に保全が図られてきており、重要な歴史的・文化的観光

資源となっています。また、重要文化的景観の第1号となった「近江八幡の水郷」をはじめ、日本の淡水

湖内で、唯一人が住む島である沖島などの農村集落や漁村集落の景観、更にこの二つに加え、琵琶湖の

祈りの文化が今に生きる長命寺、伊崎寺、併せて4か所が「日本遺産」として認定されています。これらは、

市民が愛着をもって長年守り育ててきた貴重な歴史的・文化的景観資源であり、今後もますます人々の

注目を集め、次世代に向けて保全していく重要性が高まっていくと考えられます。

一方、歴史的景観として伝建地区の周辺地域においては、歴史的建造物の滅失や空家化によって風景

が変容している状況も見られ、修景の取組を継続して行うとともに、伝建地区以外においても、ゾーンに

応じた景観保全策を講じていく必要があります。

また、本市においては特に市民団体等による活発な景観保全活動・まちづくり活動が根付いており、

行政による法規制等に加え、官民一体となった取組が展開されてきました。しかし、近年、メンバーの高

齢化等の問題によって、人材確保が困難になってきており、新たな地域づくりの担い手を育成・確保して

いく必要性が生じてきています。

豊かな自然、歴史、文化を守り・活かし、
未来に引き継ぎます

魅力的な景観形成の
推進

施策

3

八幡堀 西の湖 沖島
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

市民、事業者、行政が連携・協働しながら風景づくりを進め、保全の担い手を育成・確保するとと

もに、ゾーンの特性に応じた景観保全施策を展開し、近江八幡らしい多彩な風景を次世代へと継承さ

れています。

取組方針 主な取組

①行政・市民・事業者が連携した風景づくりの促進
多くのまちづくり団体が自主的に取り組んでいる町なみや
水辺風景の保全の取組を後押しすることで、市民の主体
性が一層発揮できる環境づくりを整えていきます。

市民団体等との連携強化、事業者への風景
計画の啓発推進及び基準等の運用強化、等

②ゾーン特性に応じた計画的保全施策の推進
歴史文化、自然景観、街道などのゾーン特性に応じ、良
好な風景の形成に関する指針を作成し、法規制や重要文
化的景観の選定などを通じて、計画的に景観を保全して
いき、こうした良好な風景と調和が図れる屋外広告物の規
制を行います。

地域別計画の策定や風景形成基準等の変更
に関する取組、屋外広告物の規制等に関する
取組、無電柱化及びまちなみ保存活動、等

③特色ある景観資源の活用の推進
景観の保全に加えて、固有の風景を観光資源等として活用
し、交流人口*の増加につなげるとともに、市民への普及・
啓発活動も並行して行い、保全と活用の両立をめざします。

風景づくりに関する普及啓発、小・中学校
への出前講座等の充実、等

●水郷風景計画
●伝統的風景計画
●歴史文化風景計画
●近江八幡市風景計画（全市計画編）
●近江八幡市水郷地区（円山・白王・北ノ庄）景観農業振興地域整備計画
●伝統的建造物群保存計画
●重要文化的景観地区保存計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 風景計画地域別計画の策定数 ３件 ４件 ５件

② 違反広告物の数 855件 500件 300件

③ 無電柱化の推進による整備路線数 ３件 ４件 ５件
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基 本 計 画
目標

〈環境・歴史・文化〉

3
SDGs 該当分野

 現状・課題

本市の市民1人1日あたりの生活系ごみ排出量は、2012年（平成24年）に指定ゴミ袋の導入により大きく

減少し、その後も減少傾向が続いているものの、全国平均、県平均を上回っています。本市の中間処理

施設については2016年（平成28年）８月から近江八幡市環境エネルギーセンター *を稼働させました。排

出されたごみの処理に伴う温室効果ガスの排出といった問題に加え、ごみ処理経費や最終処分場の埋め

立て残余容量などを考えると、ごみ総排出量の削減や再資源化*、再生利用は本市にとって重要な課題で

あると言えます。

豊かな自然、歴史、文化を守り・活かし、
未来に引き継ぎます

ごみの減量と
適正処理の推進

施策

4

市民1人1日あたりのごみ排出量（g／人・日）

（資料）環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

①ごみの排出抑制及び再資源化等の推進
市民・事業者に対するごみの発生抑制や再利用に関する
普及啓発を進めるとともに、リサイクル率を向上させるた
め、分別収集の徹底や再生利用などに取り組みます。

生ごみ処理器購入補助事業、資源ごみ集団
回収団体奨励事業、食品ロス*の低減に向け
た取組、可燃・不燃ごみ中に混在する資源ご
みの分別徹底に関する取組、等

②環境にやさしい循環型処理・適正処理の推進
環境エネルギーセンター等における熱エネルギーの有効
活用（サーマルリサイクル*）や、使用済み小型家電及び
木くず、食品廃棄物等のリサイクル推進など、排出された
ごみを処理する際にも環境に配慮した適正な方法で行い
ます。

環境エネルギーセンター、健康ふれあい公園
（プール棟）における焼却熱のサーマルリサ

イクルの推進、木くずのチップ化、食品廃棄
物の堆肥化等再生利用の促進、等

●近江八幡市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画
●近江八幡市一般廃棄物処理実施計画
●第８期近江八幡市分別収集計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

①市民1人1日あたり生活系ごみ排出量 652g ／人・日 644g ／人・日 634g ／人・日

②使用済み小型家電リサイクル量 83.0ｔ 83.7ｔ 87.7ｔ

市民・行政が一体となってごみの循環型処理・適正処理を始めとした5R*の取組を推進すること

によって、環境を保全し持続可能な循環型社会*形成に向けた取組を進めています。
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地域の魅力を掘り起こし、
暮らしを支える産業を興します

目標

〈産業・観光振興〉

目標目標

〈産業・観光振興〉

4

基 本 計 画
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基 本 計 画
目標

〈産業・観光振興〉

4
SDGs 該当分野

 現状・課題

本市には自然と市民活動の豊かさの調和によって育まれてきた豊富な観光資源があります。八幡堀の

周辺や重要伝統的建造物群保存地区、水郷、ヴォーリズ建築、織田信長が築いた安土城に関連する施

設など、市民が守り育ててきた文化的な景観にあふれるまち全体が本市を代表する観光地となっており、

近年では、地域の歴史文化遺産や自然環境を活かした新たな観光施策も展開されています。また、文化

的な景観に恵まれた本市には、研修目的の来訪も多く、学びのある観光地といった特徴があります。し

かし、本市の観光客は日帰り観光客の比率が高く、観光消費額等の観点からも来訪目的性を高め、観光

滞在時間の延伸とリピート性を強化する等の取組を推進する必要があります。

加えて、市民や民間団体等による積極的な活動により、各種のイベント開催や歴史文化遺産、自然環

境の保全活動が展開されている一方で、行政を含めた役割や分担が不明確な部分もあります。まとまり

ある観光づくりや戦略的な観光客誘致のため、DMO法人*を設立し、市以外の主体が取り組む活動や市

民活動も含めた情報の集約とネットワークの形成を行う必要があります。

さらに、本市のことを全国的・世界的に認知してもらうためにインターネットやマスコミなど各メディアが

もつ特性を活用し、プロモーションの工夫と充実にこれまで以上に取り組んでいくことが求められています。

地域の魅力を掘り起こし、
暮らしを支える産業を興します

観光の振興
施策

1

施設別観光客数の推移

（資料）近江八幡市文化観光課
（ 注 ）「その他施設」を除く
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

①観光都市としての魅力向上
市民や事業者らが地域の良さを知り、地場産品や文化的
景観等まちの魅力を自らPRしたり、歴史・文化に根ざした
イベント等を実施したりすることにより、観光客に選ばれ
る近江八幡独自の観光資源の魅力の磨き上げに取り組み
ます。

既存観光資源のブランディングのための広
報や新規事業・商品開発等の支援、観光案
内方法の充実、市民との協働による観光イ
ベントの実施、滞在時間延伸に向けた観光
資源の魅力づくり、磨き上げ、等

②受入体制の整備
DMO法人や事業者、市民団体等をネットワーク化して受
入環境を整え、観光客それぞれのニーズに合ったサービ
スを提供することで、本市への誘客を促進します。

DMO法人の設立支援、多言語対応の観光資
料の整備やガイドの育成等の支援、携帯端末
用アプリによる効率的な観光案内の提供、等

③プロモーションの推進
様々なメディアを活用し、多角的な情報発信を行うことで、
市外や国外からの観光客を誘客できるよう効果的にプロ
モーションを実施します。

Webページ制作、SNS*による観光情報の発
信、等

●近江八幡版DMO形成計画
●近江八幡市観光振興計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

①観光入込客数 4,833千人 4,591千人 4,361千人

②観光消費額 4,835円 7,252円 8,702円

③市内宿泊客数 120千人 144千人 172千人

④ 観光客満足度（目的達成度等）【アンケート】 78.5％ 87％ 90％

国内外から訪れる多くの観光客が、本市の豊かな自然や歴史文化遺産と出会い、その多彩な魅

力を心から感じることで、日々生み出される新たな魅力に触れるために、何度もリピートする人が増

えています。また、市民も地域の良さを再認識し、まちの魅力を積極的に発信しています。
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基 本 計 画
目標

〈産業・観光振興〉

4
SDGs 該当分野

 現状・課題

本市の農業は、琵琶湖に接した肥沃な平坦農地を土地基盤整備事業により整備し、県下有数の水田面

積を誇る田園地帯として、稲作を中心に、麦、大豆、野菜などを合理的に組み合わせた土地利用型農業*

が展開されています。

また、近江牛のブランドで全国に名を馳せる畜産業や漁獲量が琵琶湖全体の約4割を占める漁業も営ま

れていますが、林業では森林のほとんどが天然林で、人工林が各地に分散しているため、施業としての営

みが行いにくい状況です。

このように自然的特長のある豊かな土地環境により農業、漁業、畜産業と多様な一次産業が発展すると

ともに、鮒ずしなど伝統的な湖国の食文化が引き継がれています。

一方農業においては、農業従事者の減少と高齢化が進んでいることから、担い手となる集落営農組織*

や認定農業者の育成、後継者確保をはじめ、農家所得の向上につながる作付け品種の推進や、農産物の

付加価値向上など、様々な取組を国・県・JA等と連携して進めることが求められています。さらに、多くの

農業水利施設では、老朽化が進行し、維持管理体制が脆弱化していることから、計画的な更新等が求めら

れており、地域ぐるみによる農業水利施設の保全を図っていく必要があります。

また、漁業においても高齢化や後継者不足、漁獲高の減少が進むなど厳しい現状にあり、琵琶湖の伝

統ある漁業・食文化を保全するための対応が求められています。

本市の農地や森林、琵琶湖は、その産物の供給だけでなく、水源の涵養、自然環境の保全、地球温暖

化の防止等、わたしたちの暮らしに関わる多面的機能を有しており、その機能を十分に発揮できる取組も

必要となります。

地域の魅力を掘り起こし、
暮らしを支える産業を興します

農業・水産業の振興
施策

2

農業産出額

（資料）農林水産省「市町村別農業産出額（推計）」

（千万円）
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

①強い農畜水産業の構築
農畜水産業に必要な機械・施設等の基盤整備を進め、経
営基盤強化を図ることで、競争力を強化します。

収益力強化に必要な施設整備等の取組支援、
作業効率向上に向けた機械導入等の取組支
援、新規品目導入に向けた取組支援、等

②多様な担い手の育成・確保
法人営農、集落営農、新規就農及び新規漁業従事者など
意欲と能力のある経営感覚に優れた担い手の確保、農業
及び漁業従事者間のネットワーク強化による担い手の育
成に努めます。

個別経営体や集落営農組織の経営安定化の
取組支援、法人化に向けた取組支援、新規就
農者及び新規漁業従事者への取組支援、等

③農畜水産物の高付加価値化
地域資源を活用した農畜水産業者等による新事業の創出
を図るとともにブランド化による農畜水産物の高付加価値
化を進めます。

6次産業化*への取組支援、水郷ブランド農
産物等のPR、直売所等における販売促進、
地産地消*の推進、等

④農業水利施設の保全更新
農業水利施設の適正な維持管理により、安定的な用水の
供給を図るとともに、農業者の負担軽減と農業生産性の
維持に努めます。

農業水利施設の効率的かつ計画的な保全更
新対策の推進、農業施設の多面的機能が発
揮できる施設の維持管理体制の強化、地域
ぐるみの保全活動の推進、環境保全に配慮
した節水型・循環型の対策、生物多様性に
配慮した対策の推進、等

⑤森林の保全
森林が持つ多面的機能発揮のため、適切な森林の整備保
全に努めます。

森林の有する多面的機能を発揮させる健全
な森林資源の整備保全、市民参加の森林づ
くりの推進、等

●近江八幡農業振興地域整備計画
●近江八幡市農村振興基本計画
●農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想
●水田フル活用ビジョン
●近江八幡市農村環境計画
●景観農業振興地域整備計画
●近江八幡市森林整備計画
●農地等の利用の最適化の推進に関する指針

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

①認定農業者数 248人 260人 273人

②農家一戸あたりの経営耕地面積 2.17 ha 2.38 ha 2.61 ha

③農業産出額 820千万円 902千万円 992千万円

効率的かつ安定的な農業経営基盤の強化をめざすとともに担い手や団体等が育成され、農業・

水産業等が魅力とやりがいがある産業として活気が出ています。また、農業水利施設の効率的かつ

計画的な保全・更新を推進し、安定的な農業用水が供給されています。
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基 本 計 画
目標

〈産業・観光振興〉

4
SDGs 該当分野

 現状・課題

本市では市民の暮らしに密着し、地域の特性を活かした魅力ある商業の再生・振興を図ってきました。

一方で、商業・工業共に事業所数、従業者数は減少の一途をたどっており、今後も活力の担い手として

の人材育成を通して、商工業のさらなる活性化に向けた計画を策定した上で、企業の経営安定化や成長

促進、また、地域に根付いた業種の振興にも取り組んでいく必要があります。

地域の魅力を掘り起こし、
暮らしを支える産業を興します

商工業の振興
施策

3

事業所数・従業者数・年間商品販売額・製造品出荷額等の推移

【商業】

【工業】

（資料）経済産業省「商業統計調査」

（資料）経済産業省「工業統計調査」

（事業所数、人）

（年）平成14 16 19 24 2826
■ 事業所数  ■ 従業者数 年間商品販売額

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

1,072

1,966

1,031

1,807

990 677

1,328

686

1,463

732

1,483
1,790 5,521 5,6635,530

7,6417,6277,7687,768

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
（事業所数、人） （億円）

（年）平成14 16 18 20 22 24 26 28

1,368

139

5,015

1,287

150

5,172

1,395

141

5,300

1,463

145

5,297

1,661

136

5,234

1,848

137

5,567

135
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■ 事業所数  ■ 従業者数 製造品出荷額等
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

①商工業の活性化
関係団体等との連携により、担い手の育成を中心に、経
営支援の充実を図ります。

現状の地域商工業の調査及び計画の策定、等

②経営基盤の強化
商工会議所及び商工会、金融機関等と連携しながら、企
業の新たな製品開発や事業承継、第二創業*に対する支
援により、企業の経営基盤の強化を図ります。

地域経済団体と連携した相談支援体制の整
備、等

なし

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 商工業振興に関する計画等の策定 
※H32年度中策定予定

策定済 策定済

②年間商品販売額 146,272百万円 147,000百万円 147,000百万円

③年間製造品出荷額 212,868百万円 213,000百万円 213,000百万円

地域の経済を担い、暮らしを支える人材や企業が育ち、市内の経済が活性化し、まちににぎわい

が創出されています。
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基 本 計 画
目標

〈産業・観光振興〉

4
SDGs 該当分野

 現状・課題

本市では県及び県内他市町とともに、首都圏から本部機能を誘致するための「地域再生計画（滋賀県本

社機能移転促進プロジェクト）」の策定や、近江八幡商工会議所・安土町商工会との連携により、創業希

望者への支援体制を整えるなど、企業間の連携や新たな産業の創出に向けた取組を進めてきました。

しかし、失業率が県内13市ワースト（2015年（平成27年））、昼間人口比率*は県内13市中10位となるなど、

雇用の量および質の確保が課題です。

産業機能の集積をさらに促進することで、商工業等の企業誘致を図ったり、創業者・第二創業者に対す

る支援を産学官金*が連携して、オール近江八幡として支援できる体制を強化するなど、充実した支援を行

う必要があります。

地域の魅力を掘り起こし、
暮らしを支える産業を興します

創業支援と雇用の場の確保
施策

4

産業別就業人口　事業所・従業者の推移

（資料）近江八幡市統計書

■第一次産業　■第二次産業　■第三次産業　■分類不能の産業 ■第一次産業　
■第二次産業　
■第三次産業

第一次産業従業者　　　
第二次産業従業者
第三次産業従業者
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【産業別就業人口】 【事業所・従業者の推移】
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

①創業の推進
チャレンジ精神にあふれた起業家の輩出に向け、商工会
議所及び商工会と連携し、税務・労務・金融面でのサポー
トや起業家同士のネットワーク形成等、一体となって支援
を行います。

起業家・様々な専門家のネットワーク強化な
ど創業支援に関する仕組みづくり、等

②雇用創出の推進
安定的な雇用確保が期待できる企業の誘致の検討を行
い、働きがいのある企業の育成支援や働きやすい環境の
整備等を行うことにより、地域経済の活性化を図り、雇用
の創出につなげます。

三大都市圏等からの企業誘致の検討、コワー
キングスペース*等の設置、等

●創業支援事業計画
●近江八幡市まち・ひと・しごと創生総合戦略

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 創業件数 144件／年 140件／年 140件／年

②完全失業率 3.9％ 3.5％ 3.5％

仕事に必要な能力を高める場や新たな企業を生み出す場を提供し、高齢者や女性にとっても働き

やすいまちとなっています。
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時代にあった安全・安心な生活基盤を築き、
次世代への礎を築きます

目標

〈都市基盤整備〉

目標目標

〈都市基盤整備〉

5

基 本 計 画
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基 本 計 画
目標

5
〈都市基盤整備〉

SDGs 該当分野

 現状・課題

本市では、近江八幡市国土利用計画（第1次）、近江八幡市都市計画マスタープランに基づく適切な土

地利用の規制・誘導に計画的に取り組んできました。自然と歴史が調和した近江八幡らしさ、地域特性

に応じた計画的な土地利用の推進を進めています。

一方で、若年層の人口流出・減少により、地域コミュニティの維持、地域活力の低下、第一次産業の

担い手の不足などの状況が見られることから、若年層を含む三世代が同じ生活圏域内で暮らせるまちとし

て、世代間のプライバシーを保ちつつ、互いの弱点を補いながら、共に安心して暮らせるまちづくりが求

められています。

また、今後一層加速する人口減少や高齢化社会の到来に伴って、様々な都市機能が身近なところに集

積し、公共交通によりアクセスできる「コンパクトな都市構造」の実現が早急に求められます。加えて、

今後の本市における公共施設・都市インフラを考慮した際、将来にわたって持続可能な都市の発展をめ

ざし、より効率的な都市整備や都市機能の維持が求められます。

さらに、市民ニーズや地域の実情に応じた地域再生・活性化の取組がより重要になることから、土地

利用規制等だけでなく、未利用地・遊休地*の活用や立地適性化計画*制度等を用いた新しく柔軟な仕組

みづくりに取り組むことが求められます。

時代にあった安全・安心な生活基盤を築き、
次世代への礎を築きます

計画的な土地利用の推進
施策

1

本市の将来推計人口 用途地域別面積

（資料）近江八幡市ホームページ

（ 注 ） 創生会議」と「総合戦略」は2010 年まで、「社人研推計」と「総合計画」は2015 年ま 
で実績値。以降は推計値。

（資料） 国立社会保障・人口問題研究所（平成30（2018）年3 月推計）、実績値は総務省「国勢調査」

用途地域別面積の現況

用途区分
面積 建ぺい率 容積率
(ha) (%) (%)

住
居

第１種低層住居専用地域
97.1 50 80
10.5 60 100

第１種中高層住居専用地域 186.0 60 200
第２種中高層住居専用地域 92.7 60 200
第１種住居地域 349.9 60 200
第２種住居地域 36.8 60 200
小計 773 ― ―

商
業

近隣商業地域 32.2 80 200

商業地域
58.5 80 400
11.5 80 500

小計 102.2 ― ―

工
業

準工業地域 6.2 60 200
工業地域 11.4 60 200
工業専用地域 138.1 60 200
小計 155.7 ― ―

合計 1,030.9 ― ―

（年）
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総人口（推計）（人）

社人研推計：国立社会保障・人口問題研究所 平成30年推計
創 生 会 議：日本創成会議推計準拠
総 合 戦 略：まち・ひと・しごと総合戦略時推計値
総 合 計 画：近江八幡市第1次総合計画推計値
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

①計画的な土地利用の推進
適切な規制・誘導による計画的な土地利用を推進します。
人口減少や少子高齢化社会の到来によってもたらされる
社会情勢の変化を踏まえた計画の策定の検討など、時代
に即した都市空間の創造に努めます。

国土利用計画並びに都市計画マスタープラン
の見直し、等

②地域の実情に応じた地域再生・活性化
地域ごとの実情に合わせた立地適正化を図り、地域再生・
活性化を推進します。

立地適正化計画の策定、等

●近江八幡市都市計画マスタープラン
●近江八幡市低炭素まちづくり計画
●近江八幡市国土利用計画（第１次）

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

①�市街化区域における地区計画区域の�
空閑地の割合

41% 26% 15%

社会情勢にあわせた計画的な土地利用が行われ、市街地を中心にコンパクトな集約型のまちが

形成されるとともに、周辺の既存集落では第一次産業と自然環境を維持し、それぞれの住環境を世

代間が循環し共助しあう暮らしやすいまちが形成されています。
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基 本 計 画
目標

5
〈都市基盤整備〉

SDGs 該当分野

 現状・課題

他都市と同様に、本市における高齢化率は年々高まっており、2015年（平成27年）には25％を突破して

います。人口減少や少子高齢化の進行は、地域経済へ影響を及ぼすだけでなく、税収の減少に伴う行政

サービス水準の低下や、空家の増加にもつながります。空家の増加は地域コミュニティの低下につながり、

更には管理不十分な空家によって、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼすことになります。そのため、

所有者への啓発はもとより、地域の方々や事業者と市が連携し、空家の情報把握、活用促進を行い、空

家の増加を抑制する必要があります。

また、本市の市営住宅は、老朽化が著しいものもあり、今後相応の維持管理コストが見込まれるため、

効率的な維持管理や統廃合を図っていく必要があります。他方で、住宅セーフティーネット*として、安定

的に提供する必要があります。

さらに、公園緑地は誰もが利用しやすい市民の憩いの場としてだけでなく、災害時などにおける地域

防災拠点*としても不可欠なものですが、前述の人口構造の変化に伴い、公園緑地に求められるニーズ

や利用形態が変化しているとともに、遊具の老朽化等にも限られた財源の中で対応していく必要がありま

す。このほか、誰もが住みよいまちづくりに向けて、高齢者や障がい者、外国人等にも安全で安心に利

用できる都市インフラを整備していく必要があります。

時代にあった安全・安心な生活基盤を築き、
次世代への礎を築きます

みどり豊かで、安全・快適な
市街地の形成

施策

2

・二次的住宅 …… 休暇時の保養目的などの住宅（別荘）や、普段住んでい
る住宅とは別に残業などで遅くなった時に寝泊まりする人
がいる住宅

・賃貸住宅 ……… 新築・中古を問わず、賃貸のために空家になっている住宅
・売却用住宅 …… 新築・中古を問わず、売却のために空家になっている住宅
・その他の住宅 … 上記以外の人が住んでいない住宅で、長期にわたって不

在の住宅や建替えのために取り壊す予定の住宅など

※空家総数とは，二次的空家・賃貸空家・売却用空家・その他の空家の全てを含む

公園及び１人当たりの都市公園面積の推移 平成25年住宅・土地統計調査(総務省)
空家関係データ

（資料）近江八幡市空家等対策計画（平成29年8月）（資料）近江八幡市統計書
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■ 園数  ■ 面積 １人当たりの都市公園面積

住宅総数 空家総数
二次的住宅 賃貸・

売却住宅
その他の

住宅
全
国

戸数
60,631,000

8,196,400 412,000 4,600,500 3,183,900
比率  13.52%  0.68%  7.59%  5.25%

県
内

戸数
602,500

77,800 7,900 34,300 35,700
比率  12.91%  1.31%  5.7%  5.93%

市
内

戸数
33,340

3,960 210 1.310 2.450
比率  11.88%  0.63%  3.93%  7.35%
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

①みどり豊かで良好な住環境づくり
高齢社会に対応しつつ、誰にとっても住みやすい良好な
住環境づくりに向けて、みどり豊かな公園整備や公園施設
の更新を進めるとともに、ユニバーサルデザイン*に基づ
くまちづくりを進めます。さらに市営住宅の安定的な供給
や、改良住宅の持家化を推進し、良好な住環境づくりに
努めます。

誰もが利用できる安全な公園再整備事業、市
営住宅の安定的な供給、改良住宅の譲渡によ
る住宅の持家化の推進、等

②空家対策の推進
地域・事業者・行政等が連携し、情報把握や活用促進に
取り組み、空家の増加を抑制します。また、所有者等に
対し管理責任の意識向上を促し、空家の適切な管理が行
われるようにします。また、地域での見守り等による情報
提供を活かし、正確な情報の把握・管理を行い、生活環
境の治安維持に努めます。

空家の利活用の促進、空家問題に関するセミ
ナーの開催、等

●近江八幡市緑の基本計画
●近江八幡市営住宅マスタープラン
●近江八幡市営住宅長寿命化計画
●近江八幡市空家等対策計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 暮らしやすいと感じる市民の割合 
【アンケート】

　※平成31年度初期値設定

② 管理不十分な空家の割合（前年度からの
変動率）

なし 10% 10%

③空家利活用希望物件の成立割合 16.7％ 20％ 25％

住宅や公園緑地など、快適な生活に必要な基盤が、世代や国籍などにかかわらず誰もが使いや

すいように整えられています。
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基 本 計 画
目標

5
〈都市基盤整備〉

SDGs 該当分野

 現状・課題

市内外を有機的につなげる道路や鉄道、その上を走る公共交通網は通勤・通学や買物、通院、余暇・

娯楽等、市民の生活に欠かせない「移動」という活動を支える「移動基盤」と捉えることができます。

道路整備に関しては、都市計画決定から長期間経過し、必要性が低下した都市計画道路について、既

存の道路の活用を前提とした見直しを行い、2011年度（平成23年度）廃止路線の都市計画変更を行いま

した。今後は、少子高齢化や社会情勢等を踏まえ、必要性と優先順位を考慮しながら道路整備を進める

とともに適性に維持管理していく必要があります。また、環境にやさしく健康にも良い自転車利用の利便

性向上についても検討していく必要があります。

公共交通については、市民バスの運行及び民間バス会社の路線維持に多額の予算が必要となっていま

す。一方、高齢化社会の進行によって自家用車の運転が難しくなる人が増えることなどが予想され、公共

交通への依存度・重要度が高まることが考えられますが、必要性、利便性、費用対効果など、様々な観

点からの調整が必要であり、市民・事業者と行政が高い問題意識を持って今後の公共交通のあり方を検

討していく必要があります。

時代にあった安全・安心な生活基盤を築き、
次世代への礎を築きます

移動基盤の整備・確保
施策

3

道路整備アクションプログラム図 市民バス（あかこんバス）ルート

（資料）近江八幡市ホームページ

（資料）近江八幡市「道路網マスタープラン」（平成28年４月）
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

①道路の整備・維持管理
ストックマネジメント*の視点に立った計画的な道路の改
修を行いながら、市民との協働の下、快適な交通環境の
提供に努めます。また、道路網マスタープランに基づき
道路整備を推進します。

都市計画道路並びに道路網マスタープラン
の見直し、道路ストック長寿命化事業によ
る舗装維持修繕及び橋梁点検・修繕の計画
的な実施、あんしん歩行エリア整備事業、
近江八幡安土連絡道路事業、通学路特化計
画推進事業、等

②公共交通の充実
既存の公共交通網については、公共交通事業者や関係機
関、地域との連携の強化により、市民の公共交通の利便
性向上及び利用促進に努めます。また、地域の特性に応
じて、移動困難者*が抱える課題の解決に努めます。

市民バス運行の取組、路線バス維持対策、
等

●近江八幡市道路網マスタープラン
●近江八幡市道路整備アクションプログラム
●近江八幡市交通バリアフリー道路特定事業計画
●近江八幡市通学路交通安全プログラム

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 近江八幡市道路整備アクションプログラム
の達成率

6％ 46％ 72％

② 公共交通の利用者数 12,661,615人 12,891,615人 13,121,615人

③市民バスの利用者数 120,000人 120,500人 121,000人

安全で快適な暮らしを支える道路が適切に整備・維持管理されるとともに、地域特性に応じた持

続可能な公共交通網の導入が図られ、少子高齢・人口減少社会にふさわしい安全で快適に利用で

きる移動手段が確保されています。
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基 本 計 画
目標

5
〈都市基盤整備〉

SDGs 該当分野

 現状・課題

本市はこれまで、自然災害では主に風水害により被災するケースが多いことから、今後の気候変動によっ

ては、超大型台風の通過やゲリラ豪雨等による大きな被害が発生する可能性があります。また、南海トラ

フ巨大地震*が発生した際、本市においては震度６弱から６強、さらには、琵琶湖西岸断層帯で地震が

発生すると、震度７の揺れを観測する可能性があるとされており、このような地震の際には大きな被害が

発生する可能性があります。

そのため、各学区の防災拠点となるコミュニティエリアやコミュニティセンターの整備や近江八幡市既

存建築物耐震改修促進計画に基づいた公共施設の計画的な耐震化を行っているほか、防災公園*の整備

を進めています。また、民間建築物の中でも特に住宅の耐震化率が低いことから啓発や支援を行い、住

宅の耐震化を促進しています。

今後は近江八幡市地域防災計画*及び同水防・土砂災害対応計画の確立（本市独自の防災対策の強化、

特に災害が起きたときに弱い立場にある高齢者・障がい者・児童・妊産婦・外国人市民等への対応策

の整備など）が急務であり、地域における防災の担い手を確保しながら、地域・企業・行政が連携しな

がら災害に強いまちづくりに取り組む必要があります。

時代にあった安全・安心な生活基盤を築き、
次世代への礎を築きます

災害に強いまちづくり
施策

4

本市における公共施設の耐震対策状況

（資料）近江八幡市公共施設等総合管理計画（平成29年３月）
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市民文化系施設
社会教育系施設

スポーツ・レクリエーション系施設
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学校教育系施設
子育て支援施設
保健・福祉施設
行政系施設
市営住宅
公園

供給処理施設
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上水道施設
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病院施設
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22 78
28 72
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■ 耐震対策未実施　■ 耐震対策済み
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

①総合的な防災体制の確立
近江八幡市地域防災計画をもとに、国、県、関係自治体、
警察、消防等との連携を密にしながら、災害発生時の連
携体制の強化を図ります。災害備蓄等を充実させるととも
に、高齢者、障がい者、女性、子どもや外国人などにも
配慮した防災対策に努めます。

水防・土砂災害対応計画書に基づく水災の
未然防止及び対策、他自治体等との防災協
定の締結、備蓄の充実、等

②災害に強い地域づくり
防災拠点等となる公共施設の計画的な耐震化を図ると共
に、自主防災組織等との連携を通じて、合同訓練等を繰
り返し実施することで、災害に強いまちづくりを進めます。

木造住宅耐震診断員派遣事業(無料耐震診
断)、木造住宅耐震補強案作成事業、木造住
宅耐震改修等工事費補助事業、防災訓練の
実施、自主防災組織等との連携、等

●近江八幡市地域防災計画
●近江八幡市既存建築物耐震改修促進計画
●近江八幡市新型インフルエンザ等対策行動計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 耐震診断件数 430件 480件 530件

② 自主防災組織数 144/167 151/167 151/167

日頃からあらゆる災害に対し、地域・企業・行政が連携して、迅速かつ的確な対応が出来る体

制や備えが十分に整っており、子どもから高齢者、障がい者、外国人まで、安全で安心に暮らせる

まちとなっています。
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基 本 計 画
目標

5
〈都市基盤整備〉

SDGs 該当分野

 現状・課題

本市では犯罪に強いまちづくりを推進するため、特定日に啓発活動を行うなど、防犯意識の向上に努

めてきました。また、自治会や市民団体によるパトロール活動の定着が見られるなど、地域との連携が

生まれています。交通安全の面では、地域・警察署・交通安全団体等関係機関と連携し、子どもから高

齢者まで各年齢層に応じた交通安全教育及び啓発活動を通じて交通事故発生抑止に取り組んでいます。

消費生活相談は、窓口において、専門相談員を配置し、いつでも相談が受けられる体制を確保しています。

一方で、今後少子高齢化が進展していく中で、地域ぐるみでの防犯活動や交通安全啓発事業などを継

続していくためには、地域内での担い手の確保や地域・地元企業のつながりをますます強めていく必要

があります。

また、消費者教育*を推進することで、消費者が自身の消費生活が日本国内だけではなく国外、さらに

未来の社会や環境に与える影響を考え、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会（消費

者市民社会*）の実現をめざす必要があります。

時代にあった安全・安心な生活基盤を築き、
次世代への礎を築きます

施策

5

近江八幡警察署管内の刑法犯認知件数の推移

（資料）近江八幡市統計書

犯罪・事故に巻き込まれない
まちづくり・消費者教育の推進
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

①犯罪のないまちづくりの推進
自主防犯意識の喚起・高揚により地域防犯力を高めるとと
もに、治安に関わる情報提供を充実させ、特に高齢者や
若い世代に対する防犯教育・啓発の取組を推進します。

犯罪のないまちづくり推進、自治会・防犯
ボランティア等関係機関との連携による地
域防犯力を高める取組、等

②交通安全対策の推進
子どもや高齢者などを対象に参加・体験型の交通安全教
室等を実施するなど、交通事故を未然に防ぐ事業を行い
ます。

交通安全対策の推進、交通安全に対する環
境整備、地域・交通安全関係団体等の活動
推進、住民の交通安全意識を高める取組、等

③消費者教育の推進
消費者市民社会の実現、消費者被害の未然防止に向け、
広く情報発信を行うとともに、あらゆる主体による消費者
教育を実施します。

消費者教育推進計画の策定、消費者教育の
推進、相談窓口の充実、出前講座及び消費
生活講座の実施、地域・関係機関・団体と
の連携・協働による見守り体制の構築、等

●近江八幡市交通安全計画（第10次）

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

①�刑法犯罪認知件数 493件 460件 435件

②�交通事故の発生件数 368件 323件 285件

③�消費者教育に関する事業実施数 10件

35件
※�消費者教育体系イ
メージマップ上の
各期における事業
を半数以上

70件
※�消費者教育体系イ
メージマップ全て
を満たす事業

防犯や交通安全、消費生活に関する活動が、地域住民やさまざまな団体との連携の中で活発に

行われており、全ての市民が安全・安心に暮らせるまちになっています。
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基 本 計 画
目標

5
〈都市基盤整備〉

SDGs 該当分野

 現状・課題

本市では、転出・転入に伴う人口の社会動態は、転入超過と転出超過を繰り返しながら推移しています。

しかしながら、2007年（平成19年）から2016年（平成28年）の10年間では、207人の転出超過となっており、

全体としてはやや転出超過の傾向にあります。

人口減少を食い止めるためにも、若い世代の雇用の量と質を確保し、暮らしやすさを積極的に発信（シ

ティプロモーション*）することで、移住・定住を促進する必要があります。

また、若い世代の誘致だけでなく、近江八幡市まち・ひと・しごと創生総合戦略で掲げたCCRC構想*（東

京圏をはじめとする高齢者が、自らの希望に応じて地方に移り住み、地域社会において健康でアクティブ

な生活を送るとともに、医療介護が必要な時には継続的なケアを受けることができるような地域づくり）等

を推進し、オール近江八幡で魅力を発掘、発信していくことが求められています。

時代にあった安全・安心な生活基盤を築き、
次世代への礎を築きます

施策

6

年齢５歳階級別純移動数

（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」

定住促進と市の魅力発信
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

①近江八幡の魅力づくりと発信
市民や事業者と協働して近江八幡の特性（歴史・人・食
等の地域資源）を活かした魅力の発掘と創造を行うととも
に、その魅力を広く発信し、市内外の人々に近江八幡を知っ
ていただき、ふるさと納税*等を通じて関係人口*を増やし
ます。また、市外からの人を迎えることができるような体
制を整えます。

移住に係る情報集約と発信（プロモーショ
ン）、多様な情報発信手段を活用した情報発
信、等

②移住・定住の促進
関係機関や民間事業者と連携し、移住・定住のきっかけ
となる取組や相談体制の充実、定着支援などを実施します

（若い世代だけでなく、あらゆる世代を対象とします）。

移住先の提供と情報発信、等

●近江八幡市まち・ひと・しごと創生総合戦略
●近江八幡市安寧のまちづくり基本計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① ホームページSNS等へのアクセス件数

　（   HP：ホームページ 
FB ：フェイスブック ）

HP ： 4,924,011件
FB ： 4,054件

HP ： 5,500,000件
FB ： 5,000件

HP ： 6,000,000件
FB ： 6,000件

② ふるさと納税寄附件数 29,475件 46,000件 60,000件

③ ふるさと納税寄附額 1,765,175千円 1,845,000千円 2,264,000千円

若い世代から高齢者まで、あらゆる世代が暮らしやすいまちであることが市内外の人々に伝わり、

人口減少社会の中にあっても誰もが住みたい、住み続けたいと思えるまちが実現することで、転出

する人が減り、転入する人が増えています。
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協働と連携に基づいてしなやかな
「地域の経営」ができる体制を整えます

目標

〈地域自治・行政経営〉

目標目標

〈地域自治・行政経営〉

6
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基 本 計 画
目標

6
〈地域自治・行政経営〉

SDGs 該当分野

 現状・課題

市民が主役のまちづくりを推進し、多様化する地域課題に対応していくためには、住民側のまちづくり

の担い手である市民活動団体や地縁型組織*と行政が互いに理解を深め、強い連携体制を築いていくこと

が欠かせません。

しかし、地域においては、住民のライフスタイルの多様化や、核家族化*の進行等に伴い、個人が地

域活動に割くことができる時間が減少してきています。

また、今まで地域活動をけん引してきた各種団体においては、参加人数の減少に加え、特定の役員等

に負担が集中するなど担い手不足や組織継続上の問題を抱えていることから、組織体制のあり方や行政

との関わり方の見直しが必要な状況です。また、行政としても地域支援や協働のあり方について時節に応

じて見直していくことが求められています。

一方で、市民意識調査の結果では、市民の地域活動に対する一定の関心はあるものの、団体の活動

内容や役割があまり認知されていないことが示唆されており、上述の担い手不足の問題を解消するため

にも、各種団体の活動内容等に関して幅広く周知を図っていく必要があります。また、行政内においても、

各種団体と行政の協働のあり方の理解が不十分であり、今後、行政・市民双方において、協働のあり方

についての理解を進め、持続可能な地域活動を行うことができる体制を整備していく必要があります。

また、同様に市政への市民参画*に関する認知や体制整備も十分とは言えず、より一層市民ニーズを政

策立案等の場に取り入れていく仕組みづくりが必要です。

協働と連携に基づいてしなやかな
「地域の経営」ができる体制を整えます

施策

1

自治会加入率

（資料）近江八幡市まちづくり支援課

地域・公共の担い手の育成
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

①市民の地域づくりや市政への参画推進
地域活動に対する世代間の意識差やライフスタイル等を
尊重し、多様な市民がそれぞれの特性を活かして、自分
のペースで地域づくりに取り組むことができるような土壌
を醸成するとともに、地域活動に関する情報を幅広く分か
りやすく発信していきます。

地域づくりや市政への参加促進のための環
境づくり、等

②住民主体及び協働による事業推進体制の整備・充実
持続可能な地域活動の基盤整備を行うため、行政が地域
の現状を知り、地域活動の実施・継続にあたってのアド
バイスやコーディネート等のサポートを行うことができる
体制を整備・充実させ、行政と地域の相互理解に基づく
地域活動を推進していきます。

地域活動団体の事業及び運営支援に関する
取組、市民自治推進体制の整備、地域活動
をサポートできる職員の育成、等

③ 地域コミュニティの強化と新たな地域・公共の 
担い手の育成
地域活動の担い手不足に対応し、特定役員への負担の集
中に対応するため、自治会等への加入促進を進めるとと
もに、組織体制の強化を図ります。加えて、複雑多様化す
る地域課題に対応するため、分野横断的に複数の主体が
課題を共有し、協力しあえるネットワークを整備し、同時
に活動の中核となる人材育成を図ります。

自治会加入促進・組織強化に関する取組、地
域と市民活動団体をつなぐ仕組みづくり、等

●近江八幡市市民自治基本計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 市政への市民参画数 27.4% 30% 40%

② クラウドファンディング*を活用した地域
活動事業の公認数

３事業 10事業 20事業

③ 自治会加入率 76.6% 76.6% 76.6%

誰もが地域に愛着をもち、地域づくりや市政に参画できる機会や場があり、市民一人ひとりが協

力しあう社会が実現しています。
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基 本 計 画
目標

6
〈地域自治・行政経営〉

SDGs 該当分野

 現状・課題

本市においては、公共施設や道路、橋梁といったインフラの老朽化が進み、近い将来一斉に更新時期

を迎えることから多額の更新費用が必要となります。加えて、少子高齢化社会の更なる進行と本格的な人

口減少社会への突入に伴い、税収の減少や社会保障関係経費の増加が見込まれ、さらには施設等の利

用需要の変化も予想されます。

このような中で、持続可能なまちづくりを実現するため、公共施設等の管理に関する基本的な考え方

や基本方針、公共施設の総量削減の数値目標を定めた「近江八幡市公共施設等総合管理計画」に基づき、

公共施設等の更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うことにより、財政負担の軽減と平準化、及び

需要とサービスのバランスを考慮したうえで最適配置を図る必要があります。

協働と連携に基づいてしなやかな
「地域の経営」ができる体制を整えます

施策

2

公共施設の将来の更新費用の推計

（資料）近江八幡市公共施設等総合管理計画（平成29年３月）

公有財産の効率的管理
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■大規模改修　■築31年以上50年未満の公共施設の大規模改修　■建替え
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年平均 40.3 億円年平均 40.3 億円
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

① 市民ニーズに応じた適切な公共施設の配置・ 
管理運用
地域特性、社会経済情勢、利用見込の変動予測、安全性、
維持管理コスト等を総合的かつ計画的に検討し、市民サー
ビスを低下させないように留意しながらも施設の統廃合
や多機能化、地元への譲渡等を進め、公共施設の保有量
削減を図るとともに、庁舎の今後のあり方について検討を
進めます。

個別施設計画の方針、工程表に基づく適切
な進捗管理、等

②公共施設・インフラの計画的な管理、長寿命化
中長期的な視点に立って、施設のライフサイクルコスト*
を考慮した保全・修繕を行うことによって、適切な施設の
性能を維持しながら、コスト総額の削減を図るとともに、
長寿命化を実現することによって、更新費用の削減・平準
化を図ります。

公共施設等総合管理計画及びインフラに関
する各計画の取組、上水道におけるアセッ
トマネジメント*計画に基づく計画的な管
路・施設の更新（耐震化整備）、下水道にお
けるストックマネジメント計画に基づく計
画的な管路・施設の更新、不明水対策の推進、
地震総合対策に基づく改修、等

③ 公共施設・インフラの維持管理・更新等に係る 
民間活力の活用
PPP/PFI*等による民間技術・ノウハウ・資金等の活用や、
運営方式の見直し等を推進することにより、公有財産*の
効率的管理を実現します。

総合管理計画および公の施設の管理運営に
関する方針に係る取組、上下水道における業
務委託の拡大による民間活力の導入推進、等

●近江八幡市庁舎整備等基本構想
●近江八幡市公共施設等総合管理計画
●個別施設計画
●近江八幡市道路網マスタープラン
●近江八幡市道路整備アクションプログラム
●橋梁長寿命化修繕計画
●近江八幡市営住宅マスタープラン
●近江八幡市営住宅長寿命化計画
●アセットマネジメント計画
●ストックマネジメント計画（策定中）
●近江八幡市立総合医療センター長寿命化計画

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 公共施設総量（延床面積） 351,723.27㎡ 339,412.97㎡ 327,102.39㎡

変化する市民ニーズに柔軟に対応するとともに、公共施設の統廃合や維持管理コストの縮減を図

り、安全・安心な公共施設・インフラに支えられる持続可能なまちづくりが実現しています。
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基 本 計 画
目標

6
〈地域自治・行政経営〉

SDGs 該当分野

 現状・課題

各種個別計画の上位計画として、本市の市政運営の中長期的な指針として近江八幡市第1次総合計画

を策定しました。今後は、本計画が各政策分野における事業の必要性や優先順位等を検討する上での基

盤となります。

また、高齢化の進行、市民のライフスタイルの変化、地方分権の推進などによって今後、行政の果た

すべき役割はより複雑多様化していき、限られた人的資源と財源の中、適切に行政運営を行っていく必要

があります。したがって、今後の市政運営は最上位計画である本計画のもと、施策および施策に基づく

事業を評価・分析し、業務改善や事業のスクラップ&ビルド*につなげ、より一層効果的・効率的な事業

を実施することが求められています。

また、本市では行政改革大綱等に基づき、職員数の定員削減に取り組んできたことにより、同一人口

規模の自治体間で比較しても職員数が少ない状況となっています。そのような中、上述の行政課題に取り

組んでいくためには各職員の資質・能力の向上に加えて、効率的な組織体制の構築と運営が必要不可欠

な状況です。

協働と連携に基づいてしなやかな
「地域の経営」ができる体制を整えます

施策

3
効率的・効果的な行政経営の
推進と市民サービスの向上

職員数及び平均年齢の推移 年齢構成別職員数（幼保・現業・医療職除く）
平成30年4月1日現在

（資料）近江八幡市総務課（資料）近江八幡市総務課
（ 注 ） 職員数は普通会計部門（公営企業会計部門を除く）の職員数。

平均年齢は、一般行政職。

■人数（人） 平均年齢（歳）
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

①実効的・効率的な行政運営の実施
総合計画をベースとして各種計画の進捗管理を行い、各
施策の成果や効果を検証し、PDCAサイクル*を回すことに
よって、市民ニーズを的確に捉え、効果的・効率的な行
政運営を実現していきます。

施策評価*・事務事業評価*の実施および予
算編成への反映に関する取組、等

②時代の変化に対応できる人材育成と組織づくり
地方分権に伴う権限移譲や多様化する市民ニーズに対応
することができる、意欲と能力を備えた職員を育成します。
また、限られた人的資源を有効に配置するとともに、分
野横断的な行政課題に対応できる柔軟な組織形成を図っ
ていきます。

人材育成基本方針に基づく職員研修や人事
評価制度の運用、ワーク・ライフ・マネジ
メント*の推進、多様な採用枠の設定と通年
の採用による人材確保、等

③市民サービスの向上・効率化
窓口対応の向上や業務効率化の推進等を通じてより利便
性・満足度の高い行政サービスを提供していきます。

市民サービスの向上・効率化、公共サービス
の行政関与及び民間委託等に関する指針の
取組、定型業務のオートメーション化*やモ
バイル行政導入など業務効率化の検討、等

●第２次近江八幡市定員適正化計画
●近江八幡市人材育成基本方針
●第２次近江八幡市行政改革大綱
●近江八幡市行財政改革プラン

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 近江八幡市の行政への総合満足度 
【アンケート】※平成31年度初期値設定

② 窓口対応に関する利用者満足度 
【アンケート】※平成31年度初期値設定

複雑多様化する行政課題に対して、対応できる人的体制・組織体制を整備するとともに、市民ニー

ズを捉え柔軟に施策を見直し・反映していくことができる仕組みが整っています。
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基 本 計 画
目標

6
〈地域自治・行政経営〉

SDGs 該当分野

 現状・課題

市民の安全・安心を守り、市民ニーズに適合した良質な行政サービスを実施していくためには持続可

能な財政基盤を維持していく必要があります。

しかし、歳入面に着目すると、生産年齢人口*の減少や税制改正の影響によって、本市における地方税

は徐々に減少していく見通しとなっており、今後一般財源の増加を見込むことは困難であり、新たな財源

確保が必要な状況にあります。

一方、歳出面においては社会保障の充実に伴う扶助費の増加や、介護保険特別会計*をはじめとする

医療費関係特別会計への繰出金の増加、新市庁舎をはじめとする公共施設の建設に伴う公債費の増加が

見込まれるほか、老朽化の進む公共施設の更新対策も必要な状況であり、必要な事業へは支出し、行政

サービス水準を維持しながらも、歳入とバランスのとれた歳出を持続していく必要があります。

協働と連携に基づいてしなやかな
「地域の経営」ができる体制を整えます

施策

4 持続可能な財政運営の確立

【歳入】 【歳出】

（資料）「近江八幡市中期財政計画　平成30年度見直し版」

■地方税　■地方交付税　■譲与税・交付金等　
■国・県支出金　■その他の収入　■地方債　■繰入金

0
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400
（億円） （見込）（実績）

平成26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36（年度）
■人件費　■扶助費　■公債費　■一般行政経費　
■積立金　■投資的経費　■その他の支出

（億円） （見込）（実績）

平成26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36（年度）
0

50

100
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300

350

400

中期財政計画に示した見込値の推移
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基 本 計 画

 めざす姿（今後10年間で、この施策で近江八幡市がめざす姿）

 取組方針（めざす姿の実現に向けて、近江八幡市として取組を進めていく基本的な方針）

 関連する市の計画

取組方針 主な取組

① 市税等の収納率向上や新たな収入確保による歳入の維持
関係各課が連携して市税や各種料金の収納率等の向上を
図るとともに、使用料・手数料などのサービスを受益者負
担の観点から継続的に見直していきます。また、ふるさと
納税や広告事業の推進、活用の見込まれない公有財産の
売却等を通じ財源の確保・維持に向けた取組を行います。

広告掲載の営業、新たな広告媒体の検討、
ふるさと納税寄付額の拡大にかかる取組、
普通財産売却計画に基づく売却、受益者負
担の定期的な見直し、徴収困難案件の一元
管理、等

②歳入にみあった歳出の維持
交付税措置の少ない市債の発行抑制や地方債残高の削
減、事業の精査を通じた事業費・補助金等の見直し、繰
出金や人件費の抑制を行うことによって、行政サービス水
準を維持しながらも歳出を削減していきます。

事務事業評価による補助金制度の見直し、事
務事業評価による継続的な業務の改善、公共
施設等総合管理計画に基づく公共施設の維持
管理コストの縮減、公共施設等総合管理計画に
基づく更新や改修にかかる経費の縮減、民間委
託や指定管理者制度等民間活力の活用、等

③ 外郭団体への支援・関与のあり方検討、地方公営
企業の経営健全化
第三セクター *等の外郭団体*の経営状況を把握し、財政
的支援や人的支援などの今後のあり方を検討し見直しま
す。また、水道事業や下水道事業、病院事業については
計画的かつ戦略的な経営を進め、持続可能なサービス提
供を行うことができる経営基盤を確立します。

第三セクター等出資団体の支援関与の継続
的な見直し、上下水道の経営戦略に基づく
歳出削減と歳入確保の取組推進、総合医療
センターにおける経費削減プロジェクトの推
進、等

●第２次近江八幡市行政改革大綱
●近江八幡市行財政改革プラン
●近江八幡市中期財政計画
●近江八幡市公共施設等総合管理計画
●近江八幡市水道ビジョン
●近江八幡市新水道ビジョン
●近江八幡市立総合医療センター　新公立病院改革プラン

 指標（めざす姿の実現状況、あるいは実現に向けた取組状況を把握する指標）

指標 現状値 目標値（５年後）（参考）目標値（10年後）

① 健全化判断比率における目標の達成状況
【実質赤字比率】

- -

① 健全化判断比率における目標の達成状況
【実質公債費比率】

3.5％ 8.6％以下

① 健全化判断比率における目標の達成状況
【将来負担比率】

- 69.7％以下

②地方債現在高比率 155.1％ 200％以下

③積立金現在高比率 80.3％ 50％以上

歳入確保・歳出削減の両面に取り組むことによって、今後も必要な行政サービスが提供できる持

続可能な財政運営が行われています。
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附属資料

諮問と答申

Ⅰ

１  総合計画審議会への諮問

近八政推第151号

平成29年10月30日

近江八幡市第１次総合計画審議会　会長　様

近江八幡市長　冨士谷　英正

近江八幡市第１次総合計画の策定について（諮問）

近江八幡市第１次総合計画の策定するにあたり、近江八幡市総合計画審議会条例第２条の規

定に基づき、貴審議会に諮問します。
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２  総合計画審議会からの答申

平成31年１月16日

近江八幡市長　小西　理　様

近江八幡市第１次総合計画審議会　

会長　真山　達志　

近江八幡市第１次総合計画の策定について（答申）

平成29年10月30日付けで諮問のありました近江八幡市第１次総合計画の策定について、当審議

会で慎重に議論を重ねた結果、別添のとおりとりまとめましたので答申します。

近江八幡市第１次総合計画は、コンセプトを「人のつながり」として整理し、将来のまちの姿を

市民のだれもがわかりやすいフレーズとして『人がつながり　未来をつむぐ「ふるさと近江八幡」』

を掲げました。

今後、総合計画に基づき、各種施策や事業を実施してもらうこととなりますが、その推進にあたっ

ては、下記事項に配慮されることを望みます。

記

１.    将来のまちの姿に基づき、多様な人が主役となり、人と人のつながりを大切にしながら、市

民と行政が一体となって取り組まれること。

２.    審議会の各委員から提示された意見については、今後施策を実施していく際に、十分考慮

すること。

３.    今後の社会経済情勢等の変化や、地域ごとの実情にあわせて、柔軟な対応を実施するとと

もに、市の保有する資源や人材を活用しながら施策の推進を持続できる仕組みづくりを行う

こと。

〈附属資料〉Ⅰ. 諮問と答申
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策定体制と策定経過

Ⅱ

提案・説明

原案提示・情報提供

指導・助言・
情報提示依頼

議決
答申

諮問

１  策定体制

市議会市長

事務局（政策推進課）

市民アンケート

市民ワークショップ
（みんなの市民会議）

中間報告会

パブリックコメント

市民フォーラム

市民

策定委員会

プロジェクト委員会

市役所

近江八幡市第１次
総合計画審議会

協働

指導・助言素案提示

113



基
本
構
想

基
本
計
画

附
属
資
料

２  策定経過
（１）総合計画審議会

会　議 日　程 議　事
第１回 2017年（平成29年）10月30日 (1) 委員委嘱

(2) 諮問
(3) 審議会のスケジュールと計画策定までの流れについて
(4) 総合計画基本構想（素案）について

第２回 2018年（平成30年）２月15日 (1) 基本構想（原案）について
(2) 今後のスケジュール等について

第３回 2018年（平成30年）７月24日 (1) 総合計画基本計画（素案）について
第４回 2018年（平成30年）７月30日 (1) 総合計画基本計画（素案）について

(2) 将来都市像について
第５回 2018年（平成30年）10月15日 (1) 総合計画基本計画案の修正について

(2) 総合計画基本構想案について
第６回 2019年（平成31年）１月16日 (1) パブリックコメントの結果について

(2) 答申案について
(3) 近江八幡市国土利用計画（第2次）の策定について

2019年（平成31年）１月16日 ｢近江八幡市第1次総合計画の策定｣ について会長から
市長へ答申

（２）プロジェクト委員会

会　議 日　程 主な議題
第１回 2017年（平成29年）10月25日 プロジェクト委員会の役割について　ほか
第２回 2018年（平成30年）１月10日 基本構想（素案）の修正案について　ほか
第３回 2018年（平成30年）３月28日 基本計画（素案）の体系及び作成体制について　ほか
第４回 2018年（平成30年）６月20日 基本計画について①
第５回 2018年（平成30年）６月21日 基本計画について②
第６回 2018年（平成30年）９月20日 基本計画（案）の修正状況について　ほか

（３）策定委員会

会　議 日　程 主な議題
第１回 2017年（平成29年）10月27日 基本構想（素案）について
第２回 2018年（平成30年）１月18日 基本構想（素案）の修正案について　ほか
第３回 2018年（平成30年）２月９日 基本構想（原案）の確認について
第４回 2018年（平成30年）７月５日 基本計画素案について　ほか
第５回 2018年（平成30年）９月28日 基本計画（案）の修正状況について　ほか
第６回 2018年（平成30年）12月28日 パブリックコメントの結果について　ほか
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（４）市民参画の取組

日　程 概　要
2017年（平成29年）７月31日

～８月13日
近江八幡市のまちづくりのための「市民アンケート調査」実施
●対象：18歳以上の近江八幡市民3,000名
●有効回答数1,264票 [有効回収率 42.1％ ]

2017年（平成29年）10月21日 近江八幡市第１次総合計画　みんなの市民会議　
第１回　開催
●参加者数：13名

2017年（平成29年）11月18日 近江八幡市第１次総合計画　みんなの市民会議
第２回　開催
●参加者数：17名

2018年（平成30年）１月20日 近江八幡市第１次総合計画　みんなの市民会議
第３回　開催
●参加者数：18名

2018年（平成30年）８月25日 近江八幡市第１次総合計画　中間報告会　開催
参加者数：28名

2018年（平成30年）11月16日
～ 12月10日

近江八幡市第１次総合計画　パブリックコメント募集
●件数：６件

2019年（平成31年）３月23日 近江八幡市第１次総合計画　市民フォーラム
～人がつながり　未来をつむぐ　「ふるさと近江八幡」～開催
●参加者数：90名

（５）議会における協議等

日　程 概　要
2017年（平成29年）３月22日 平成29年近江八幡市議会第１回定例会において、近江八幡市 

安土町新市基本計画の一部を改正することについて可決

2018年（平成30年）12月21日 近江八幡市議会全員協議会において、近江八幡市第１次総合 
計画（案）について報告及び協議

2019年（平成31年）３月22日 平成31年近江八幡市議会第１回定例会において、近江八幡市 
第１次総合計画を策定することについて可決
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附属資料

市民参画の
取組結果の概要

Ⅲ

１  市民アンケート調査
（１）調査の目的

近江八幡市のまちづくりのための「市民アンケート調査」は、近江八幡市第１次総合計画の策定にあ

たり、単に行政や有識者が策定してその結果を周知するのではなく、市民参画のひとつの方策として、幅

広い市民からまちづくりの意向について意見を収集し、当該計画に取り入れるために実施しました。

（２）調査の概要

①調査方法
調査名称 近江八幡市のまちづくりのための「市民アンケート調査」

実施期間 2017年（平成29）年７月31日（金）～８月13日（日）

調査方法 郵送による調査票の配布・回収

調査対象 近江八幡市に住民登録している18歳以上の方（無作為抽出）

②回収状況
発送数 回収数 白票 有効回答数 回収率

3,000 1,265 1 1,264 42.1%

（３）調査内容

１．回答者の属性（問１～問12）

２．近江八幡市のイメージ、居住意向について（問13 ～問20）

３．近江八幡市のまちづくりについて（問21・問22）

４．SDGsについて（問23）

５．自由意見

〈附属資料〉Ⅲ. 市民参画の取組結果の概要

116



附属資料

２  みんなの市民会議
 開催概要

近江八幡市第１次総合計画の策定にあたり、幅広い市民から直接意見を伺う機会を作るため、「みん

なの市民会議」を全３回で開催しました。

回数 開催日 開催時間 場　　　所 参加者数

第１回 2017年（平成29年）10月21日 14時～ 16時 ひまわり館 13名

第２回 2017年（平成29年）11月18日 10時～ 12時 ひまわり館 17名

第３回 2018年（平成30年）１月20日 10時～ 12時 ひまわり館 18名

 テーマ

１.近江八幡らしさって何だろう

２.近江八幡のありたい姿を考える

３.どうやったら協働できるかを考える

 各回の様子

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

み ん な の 市 ⺠ 会 議

04 テーブル共有＆全体発表 03「近江⼋幡らしさってなんだろう」 

02 ⾃⼰紹介 

01 開催概要 
 
⽇  時：2017 年 10 ⽉ 21 ⽇（⼟） 
     14:00〜16:00 
会  場：ひまわり館 
参加者数：13 名 

第 1 号 

近江⼋幡市では、新しい総合計画の策定にあ
たって、市⺠のみなさまに、「直接」ご意⾒
を伺う機会も作りたいと考え、「みんなの市
⺠会議」を全３回で開催しました。 
そのうち、第 1 回の様⼦を簡単にご紹介いた
します。 
 

名前、仕事や趣味、会に出席した意気込みな
どについて、複数の⼈たちと、お互いに⾃⼰
紹介をやりました。会場を動きながら実施し
たので、緊張が少しほぐれたようでした。 

●近江⼋幡らしさって？
まずは、近江⼋幡の魅⼒を形づくっている、
近江⼋幡らしいキーワードを探しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●キャッチフレーズをつける 
現在策定中の総合計画「基本構想」に⽰され
る予定の、近江⼋幡の将来像。その将来像に
つける、近江⼋幡らしい「キャッチフレーズ」
を参加した皆さんで考えてみました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

歴史

くらしその他

⾃然

八幡堀、安土城址、
日牟禮八幡宮、近江
商人、街並みが綺麗

etc.

琵琶湖、西の湖、
八幡山、緑が多い、

米が旨いetc.

八幡祭り、近江牛、

ヨシ、景観保全活動、
交通の便がよい etc.

●どんなキャッチフレーズができた？ 
 
 
 
 
 
 
それぞれのテーブルで皆さんのキャッチフ
レーズを共有したあと、１推し、２推しを決
めて発表してもらいました。 
 
【皆さんからのアイデアの⼀例】 

近江⼋幡市第 1 次総合計画

 
・かわらない、なつかしい街 

旧市街の街並み、昔ながらのせまい道は不便
だが、いっそ保存して、残してはどうか。 
 

・五感躍動 今昔都市 近江⼋幡 
昔からあるもの、今から必要なものを両⽅⼤
事にする。多くの⼈の五感を刺激する街を⽬
指す。 
 

・⼈がつながり ⽀え合うまち 近江⼋幡 
多世代が交流し、つながりができ、それによ
って福祉も厚くなるようなまちに 
 

・他⼈ごとにしない⼤好きなまち近江⼋幡 
誰かの困り事を他⼈事にせず、助け合いの⼼
ある市⺠、⾏政であってほしい
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み ん な の 市 ⺠ 会 議

04 全体共有 03「近江⼋幡のありたい姿」を考える 

02 こころほぐし（ミニクイズ） 

01 開催概要 
 
⽇  時：2017 年 11 ⽉ 18 ⽇（⼟） 
     10:00〜12:00 
会  場：ひまわり館 
参加者数：17 名 

第 2 号

近江⼋幡市では、新しい総合計画の策定にあ
たって、市⺠のみなさまに、「直接」ご意⾒
を伺う機会も作りたいと考え、「みんなの市
⺠会議」を全３回で開催しました。 
そのうち、第 2 回の様⼦を簡単にご紹介いた
します。 
 

近江⼋幡の観光、⾼齢化、歴史に関するクイ
ズを⾏いました。「県内観光⼊込客数２位の
ラコリーナが勝てなかった観光地は？」など
皆でワイワイ相談しながら楽しみました。 

●皆さんの関⼼ごとをお互いに聞いてみる
それぞれが興味のあることや、皆で議論して
みたいことを、⾃⼰紹介を交えながら話し合
いました。年代や性別、環境により、話した
いことが違うことがわかります。 
 
 
 
 
 
 
●テーマ決め＆市が取り組む内容の抽出 
チームごとに、テーマを１つに絞った上で、
「近江⼋幡市に特に必要なもの」「この五年、
⼗年で特に求められるもの」は何か？という
視点で、やるべきことを分類しました。 

 
【観光をテーマに話し合ったグループの例】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●10 年後の「近江⼋幡のありたい姿」 
最後に、チームが選んだテーマ（観光、産業
活性化、医療・福祉）ごとに、近江⼋幡市が
特に⼒を⼊れることを具体的に短い⽂章で
考えて、全体に共有してもらいました。  
【皆さんの考えた「ありたい姿」】 

近江⼋幡市第 1 次総合計画

●観光チーム
歴史と⽂化をつむぎ、⽬指せ観光⽴市 
近江⼋幡！ 

●産業活性化チーム 
「安⼟」と「⼋幡」、「新しいもの」と 
「古いもの」を融合させ、「みんなで」
にぎわいを創り出し、観光客に優しい 
まちを⽬指す！！ 

●医療・福祉チーム 
⼦どもからお年寄りまでいきいきと 
すごせるまちを⽬指します！ 

こ
の
五
年
、
⼗
年
で
特
に
求
め
ら
れ
る
こ
と

い
つ
の
時
代
に
も
必
要
な
こ
と

近江⼋幡市に特に必要なもの

どのまちでも必要なもの

湖岸整備
（オシャレに）

回遊性の向上 
（点から⾯に） 

駐⾞場の整備 

⼦どもが喜ぶ 
観光地づくり 

歴史を説明 
する看板整備 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

01 開催概要 
 
 

み ん な の 市 ⺠ 会 議 

04 全体共有 03「どうやったら協働できるか」を考える 

02 こころほぐし（ミニクイズ） 

第 3 号 

⽇  時︓2018 年 1 ⽉ 20 ⽇（⼟） 
     10:00〜12:00 
会  場︓ひまわり館 
参加者数︓18 名 
 
近江⼋幡市では、新しい総合計画の策定にあ
たって、市⺠のみなさまに、「直接」ご意⾒
を伺う機会も作りたいと考え、「みんなの市
⺠会議」を全３回で開催しました。 
そのうち、第 3 回の様⼦を簡単にご紹介い
たします。 

●取り組んでみたいことを抽出 
参加者の皆さんがやってみたいことのアイ
デア出しを⾏いました。テーブルごとに共有
して、意⾒交換を⾏い、それぞれがやりたい
ことがわかりました。 
 
 
 
 
 
 
● 「必要な⼿助け」と 「⾏政の役割」を検討 
取り組んでみたいことは、⼀⼈だけでできる
ものだけではありません。どんな⼿助けが必
要化についても話しあってみました。 

【あるグループの例】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●皆さんがやりたいことを実現させるには 
最後に、各テーブルで話したことを全体で共
有しました。あるテーブルでは、沢⼭の観光
客に来てもらうために、ゴミ拾いをしたり、
休耕⽥を活⽤したコスモスの花畑を作った
り、という意⾒が出ました。別のテーブルで
は、健康づくりの⼀環として、⾃宅を提供し
て、⾼齢者の居場所を作りたいという意⾒が
あり、地元⾃治会の協⼒が得られれば、とい
うアイデアもありました。 
 
●⾏政の役割は「調整役」 
⾏政の役割としては、場所の紹介、⼈の紹介、
とりまとめ役、交通⼿段の確保、⻑期的な視
点での取組など、⼈や場をコーディネート
（調整）して欲しいという意⾒が多く上がり
ました。 

近江八幡市第 1 次総合計画 

他のまちの協働事例を、クイズ形式でご紹介
しました。たとえば東近江市で市⺠と協働で
⾏われた婚活⽀援イベントや、尼崎市、堺市
などの取組について、皆で楽しみながら知り
ました。 

自然環境・景観 

街角に 
プランター 

造園会社 
に協力依頼 

健康づくり 

ウォー 
キング 憩いの場 

づくり 

福祉施設 
の協力 

行政の役割 

準備やコー 
ディネート 

市民への 
発信 

長期的な 
計画作り 
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３  中間報告会
市民のみなさまと策定状況を共有し、近江八幡市の現状や課題、総合計画がめざす方向性等について

理解を深めていただくため、中間報告会を開催しました。

前半は総合計画審議会会長の真山教授による、市民が主体となったまちづくりの講演があり、後半は

参加者のみなさまに近江八幡について普段感じていることや考えていることを共有しました。
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４  パブリックコメント
2018年（平成30年）11月16日から2018年（平成30年）12月10日まで情報公開コーナー、各コミュニティセン

ター及び近江八幡市ホームページ上に、基本構想案・基本計画案・用語集を公表し、市民のみなさまか

らの意見を募集したところ、子育て支援やSDGsの取組に関する意見など６件の意見をいただきました。

５  市民フォーラム
行政だけでなく市民のみなさまや市内の企業や団体など、本市に関わるすべての人が10年後のあるべ

き姿を共有して、その実現のため取り組んでいくための第一歩として、2019年（平成31年）3月23日に、近

江八幡市第１次総合計画市民フォーラムを開催しました。

当日は90名の方にご参加いただき、総合計画審議会会長の真山教授による基調講演「計画的行政と

行政的計画」のほか、審議会副会長の今里教授、川﨑教授及び小西市長も加わってのパネルディスカッショ

ンを行い、近江八幡市の今後の施策のあり方と総合計画の活用方法について、参加された市民のみなさ

まと共有しました。
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用語集

Ⅳ

【あ行】

アウトリーチ

「手を差しのべること」の意味で、もともとは社会福祉の分野でクラ
イアントの表明されないニーズ把握の手法として開発されたもので、
自発的に援助の申し出をしない人に対して公共機関などが積極的に
対象者の居場所に出向いて働きかけ支援すること。そこから派生し
て、芸術文化においては、芸術家や団体、文化施設が、芸術に触れ
る機会の少ない市民に対して、関心を持ってもらうために出張して
イベントやコンサート等を実施すること。

アセットマネジメント

資産を効率よく運営するという意味。公共サービスの分野では、社
会ニーズに対応した当該事業の役割を踏まえ、施設や資産に対し、
維持管理に必要な費用、人員を投入し、良好なサービスを持続的に
提供するための事業運営をいう。

移動困難者

高齢者や障がい者、妊産婦等、外出する際に何らかの困難を伴う移
動制約者の内、移動の際に身体的な困難を持ち、自力で行きたいと
ころに行けない人、公共交通機関を一人で利用できない人を移動困
難者という。

インクルーシブ教育

障がいのある者と障がいのない者が可能な限りともに学ぶこと。イ
ンクルーシブ教育においては、同じ場でともに学ぶことに加え、個
別の教育的ニーズのある幼児・児童・生徒に対して、自立と社会参
加を見据えて、教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる
多様で柔軟な仕組みを整備することが重要であり、障がいのある者
が排除されないこと、自己の生活する地域において教育の機会が与
えられること、個人に必要な合理的配慮が提供されることが必要で
ある。

ウィリアム・メレル・ 
ヴォーリズ／ヴォーリズ建築

アメリカ合衆国に生まれ、来日後、本市を拠点に日本全国で数多く
の西洋建築の設計に携わった。1958年（昭和33年）旧近江八幡市の名
誉市民の第一号となり、その称号は現在の本市にも引き継がれてい
る。本市には、吉田家住宅や市立資料館、旧伊庭家住宅、旧八幡郵
便局など多くのヴォーリズ建築がある。

近江八幡市環境
エネルギーセンター

2016年（平成28年）８月に供用開始した本市にある一般廃棄物処理施
設。焼却で発生する熱エネルギーを利用して発電を行うとともに、
隣接する健康ふれあい公園の温水プールへ熱供給を行っている。

オートメーション化
製造工程や事務処理などを機械が自動的に調整しながら作業を行う
ようになること。

※文中で「*」印を付した語句の説明を掲載しています。

121



基
本
構
想

基
本
計
画

附
属
資
料

奥
おくしまのひゃくしょうとうしょうおきぶみ

嶋百姓等庄隠規 文

村の共同組織である「惣村」の掟を記した最も古い史料。1262年（弘
長２年）10月11日に作成されたもので、奥島庄内を他人の悪口・告
げ口を固く禁じ、もし言った場合は庄内から追放することを明記し
ている。文末には庄の代表者が連名で署名されており、合議制がと
られていたことが分かる。

【か行】

外郭団体
官公庁から出資、補助金等を受け、行政と関わりが強く補完的ある
いは代替的な業務を行う団体の総称。財団法人、社団法人、社会福
祉法人などがある。

介護保険特別会計
介護保険事業の収支を経理するために、市町村が設ける会計。介護
保険料、国および県からの支出金、市町村の一般会計からの繰入金
を主な歳入とし、介護給付費を主な歳出とする。

介護予防

高齢者が要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減も
しくは悪化の防止を目的として行うもの。これまでの機能回復訓練
などの高齢者本人へのアプローチだけでなく、生活環境の調整や地
域の中に生きがい・役割を持って生活できるような居場所づくり等、
高齢者本人を取り巻く環境へのアプローチも含む。

かかりつけ医
健康に関することを何でも相談でき、必要な時は専門の医療機関を
紹介してくれる身近にいて頼りになる医師のこと。

核家族化
夫婦のみの世帯、夫婦と子どもの世帯及び片親と子どもの世帯であ
る核家族世帯が増加すること。核家族世帯数は今も増加しており、
平成27年段階では29,754世帯である。

関係人口

移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、
地域や地域の人々と多様に関わる人々のこと。人口減少や高齢化に
より、地域づくりの担い手が不足している地域においては、「関係人
口」として地域外の人材に地域づくりの担い手になることが期待さ
れている。

行政改革大綱
行政改革に関する基本的な考え方や取組を実行する方針を定めた
もの。

国選択無形民俗文化財

衣食住、生業、風俗慣習、民俗芸能及びこれらに用いられる衣服、
器具、家屋等、人々が日常生活の中で生み出し、継承してきたもので、
人々の生活の推移を理解する上で欠くことのできないもののうち、
文化庁長官によって選択されたもの。重要無形民俗文化財以外の無
形の民俗文化財のうち、記録作成等の措置を講ずべきもの。

クラウドファンディング
新規のアイデアやプロジェクトをもつ企業や起案者と資金提供者を
インターネット経由で結び付け、そのアイデアやプロジェクトに共
感した人から少額ずつ資金を集める仕組み。
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グローバル化

情報通信技術の進展、交通手段の発達、市場の国際的な開放等により、
人・物・情報の国境を越えた移動が活発化し、文化・経済・政治な
どの活動やコミュニケーションが地球規模で統合、一体化される動
きのこと。

ゲリラ豪雨
集中豪雨の一種で、局地的かつ短時間に降る大雨のこと。予測が難
しく、突発的に起こることから「ゲリラ豪雨」と呼ばれている。

健康長寿
健康上の問題に制限されることなく生活できる期間である健康寿命
を延伸し、健康な状態で長生きすること。

健康ふれあい公園

近江八幡市に2017年（平成29年）にオープンした子どもから高齢者ま
でが利用できる健康増進のための運動公園。温水プールやフィット
ネススタジオ、トレーニングルームを備えたプール棟がある。今後、
屋根付き多目的広場やサッカー場等を段階的に整備していく予定。

公有財産
地方公共団体が所有する財産。地方自治法においては、地方公共団
体の所有する不動産、船舶や航空機、地上権や特許権、著作権など
の権利、有価証券などの財産のこと。

交流人口 地域外から訪れる旅行者や短期滞在者のこと。

高齢化率 総人口に占める65歳以上の人口の割合。

高齢人口 65歳以上の高齢者の人口のこと。

子育て世代包括
支援センター

母子保健法に基づき、市町村が設置するもので、保健師等の専門ス
タッフが妊娠初期から子育て期にわたり、妊娠の届出等の機会に得
た情報を基に、妊娠・出産・子育てに関する相談に応じる。必要に
応じて個別に支援プランを策定し、地域の保健医療や福祉の関係機
関との連絡調整を行うなど、妊娠期から子育て期にわたる切れ目の
ない支援を一体的に提供する。

こども園

保護者が働いている、働いていないにかかわらず受け入れ、教育・
保育を一体的に行う施設で、幼稚園と保育所の両方の良さを併せ持っ
ている。幼保連携型、幼稚園型、保育所型、地方裁量型といった多
様なタイプがある。

子どもの貧困

相対的貧困の状態にある18歳未満の子ども。相対的貧困とは、国民
を可処分所得順にならべ、その真ん中の半分以下しか所得がない状
態をいう。日本の子どもの相対的貧困率は平成24年に16.3％に達し
たが、2015年（平成27年）には13.9％と減少している。

コワーキングスペース

共同利用型の仕事環境を実現するために用いられる場所のこと。フ
リーランスや起業家など、同じ組織に所属しているわけではないが、
同じ空間に集まってそれぞれ個別に仕事を進める。コストを削減で
きるとともに、自分とは異なる仕事に取り組む他者と居合わせるこ
とにより、互いに刺激し合って作業を進められるといったメリット
がある。
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【さ行】

サーマルリサイクル
熱エネルギーを有効活用したリサイクルであり、本市では、一般廃
棄物を主燃料として利用することにより、その燃焼処理により得ら
れる熱エネルギーを発電などに有効利用している。

再資源化
リサイクルのこと。廃棄物として回収したものから、もう一度製品
の原料や材料として再生すること。

在宅医療
医療を受ける者の自宅等において、医療機関外で提供される医療。
外来・通院医療、入院医療に次ぐ、「第3の医療」と呼ばれる場合も
ある。

産学官金 民間事業者、国や地方自治体、大学、金融機関の総称。

自主防災組織

災害が発生した際に、自分の身を自分の努力によって守る（自助）と
ともに、地域や近隣の人々が集まって互いに協力し、防災活動に取
り組むための自主的に結成する組織。災害による被害を予防し、軽
減するための活動を行う。

持続可能（な地域社会）

1987年（昭和62年）に国連「環境と開発に関する世界委員会」（ブラ
ントラント委員会）による最終報告書において、「持続可能な開発」
とは、「将来の世代のニーズを満たす能力を損なうことなく、今日の
世代のニーズを満たすような開発」と定義された。持続可能な地域
社会とは、「将来の世代のニーズを満たす能力を損なうことなく、今
日の世代のニーズを満たすような地域社会」であり、地域が持続し
ていく背後で環境配慮や社会的なゆたかさもめざす地域社会のこと。

自尊感情

自らのパーソナリティー（持ち味、個性、人柄）を大切にする感覚・
感情で、自分自身に対して尊敬でき、自分は価値のある人間として
捉えられること。誰もが得意なこと、苦手なことがあるが、長所も
短所もすべて含めて自分らしさとして受け入れられること。ほぼ同
じ意味で用いられる言葉として、自己肯定感、自己存在感、自己効
力感等がある。

シティプロモーション
都市のイメージや知名度を高めることにより、人口増加や都市の活
性化が図られることをめざし、都市の魅力を内外に効果的・戦略的
に発信すること。

市民参画 市民の考えを市に伝え、ともに議論し、それを市政に反映すること。

事務事業評価

実施事業の対象や目的を明確にするとともに、事業の成果や活動内
容を客観的な指標を活用してPDCAサイクルに基づき見直すことで、
当該事業の評価・改善の取組を行うこと。より効果の高い事業を展
開し市民サービスのさらなる向上をめざすための取組である。

修景
都市計画や公園建設で自然景観を破壊しないよう周囲に合わせ整備
すること。
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住宅セーフティネット

高齢者や障がい者、子育て世帯など住宅を確保することが困難な方々
が、それぞれの所得、家族構成、身体の状況等に適した住宅を確保
できるような仕組み。公営住宅は住宅セーフティネットの根幹であ
る。2017年（平成29年）からは、空家を活用した新たな住宅セーフティ
ネット制度が開始した。

重要伝統的建造物群保存地区

1975年（昭和50年）の文化財保護法の改正により、伝統的建造物群保
存地区の制度が設けられ、城下町、宿場町、門前町など全国各地に
残る歴史的な集落、町なみの保存が図られるようになった。重要伝
統的建造物群保存地区は、伝統的建造物群保存地区のうち、国が市
町村からの申出を受けて、国にとっての価値が高いと判断したもの。

重要文化的景観

文化的景観とは、地域における人々の生活又は生業及び当該地域の
風土により形成された景観地で我が国民の生活又は生業の理解のた
め欠くことのできないものであり、重要文化的景観とは、文化的景
観の中でも特に重要なものについて、都道府県又は市町村の申出に
基づいて、国によって選定された地域のこと。本市の重要文化的景
観「近江八幡の水郷」は2006年（平成18年）に選定された。

集落営農組織
集落を単位として、農業生産過程のすべて、または一部を共同で取
り組む組織。

循環型社会

大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会に代わるものとして提示さ
れた概念。循環型社会形成推進基本法では、まず製品等が廃棄物等
となることを抑制し、次に排出された廃棄物等についてはできるだ
け資源として適正に利用し、最後にどうしても利用できないものは
適正に処分することが確保されることにより実現される、「天然資源
の消費が抑制され、環境への負荷ができる限り低減された社会」と
している。

紹介・逆紹介率

紹介率とは、他の医療機関から紹介状により紹介された患者（紹介患
者）と緊急的に入院し治療を必要とした救急患者の数が受診した患者
総数に占める割合のこと。逆紹介率とは、他の医療機関に紹介した
患者の割合のこと。

消費者教育
自らの意思決定や、消費行動がもたらす影響と消費者の社会的役割
を自覚し、行動できるような自立した消費者を育成するために行わ
れる消費生活に関する教育のこと。

消費者市民社会

消費者が、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわ
たって、国内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るも
のであることを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的
に参画する社会のこと。

食育
生きる上での基本であって、知徳・徳育・体育の基礎となるもので
あり、様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力
を習得し、健全な食生活を実現することができる人間を育てること。

食品ロス
まだ食べられるのに廃棄される食品のこと。日本では、年間646万ト
ン（環境省・平成27年度推計値）の食品ロスが出されている。資源の有
効活用や環境負荷への配慮から食品ロスを減らすことが必要である。
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スクラップ＆ビルド

本来は、老朽化や陳腐化して物理的または機能的に古くなった設備
を廃棄し、高能率の新設備に置き換えること。行政分野では、組織
の新設にあたっては同等の組織を廃止するなど、再編合理化するこ
とで、組織の膨張を抑制するという意味で用いられる。

ストックマネジメント
明確な目標を定め、膨大な施設の状況を客観的に把握・評価し、中長
期的な状態を予測しながら、計画的かつ効率的に維持管理すること。

生産年齢人口 生産活動に従事しうる年齢で、15歳以上65歳未満の人口。

生物多様性
生きものたちの豊かな個性とつながりのこと。生物多様性条約では、
生態系の多様性・種の多様性・遺伝子の多様性という３つのレベル
で多様性があるとしている。

施策評価
地方自治体が施策の効果を把握・分析し、評価を行うことにより、
次の企画立案や実施に役立てるもの。

【た行】

待機児童
保育の必要性の認定がされ、特定教育・保育施設、または特定地域
型保育事業の利用申込みがされているが、利用していない児童。

第三セクター
国や地方公共団体と民間が出資して設立する法人で、公的目的を有
し、かつその運営には民間のノウハウを活用することが有効である
事業を実施する。

第二創業
すでに事業を営んでいる事業者の後継者が事業を引き継いだ場合な
どに、新事業や新分野に進出すること。

多文化共生
国籍や民族などの異なる人々が互いの文化的な違いを認め、対等な
関係を築こうとしながら共に生きていくこと。

男女共同参画

男性も女性も性別に関わりなく、自らの意思によって社会のあらゆ
る分野における活動に参画する機会が確保され、男女が均等に政治
的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、
共に責任を担うこと。

地域ケア会議

地域包括ケアシステムを実現するために、高齢者個人に対する支援
の充実と、それを支える社会整備とを同時に進めていく手法で、介
護保険法により自治体の努力義務とされている。具体的には、①多
職種の協働により、高齢者の個別課題の解決を図るとともに、介護
支援専門員の自立支援に資するケアマネジメントの実践力を高める、
②個別ケースの課題分析の積み重ねにより、地域共通の課題を明確
化する、③共有された地域課題の解決に必要な資源開発や地域づく
り、介護保険事業計画など政策形成につなげていくことで、地域全
体の高齢者支援を充実させる、といった内容を地域包括支援センター
等が主導して進める。
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地域包括ケアシステム

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続け
ることができるよう地域の様々な資源を統合・ネットワーク化し、
住まい・医療・介護・予防・生活支援を一体的に提供することで、
高齢者を継続的かつ包括的にケアするための仕組み。

地域防災拠点

災害により家が倒壊するなどして自宅で生活できなくなった人たち
が、一時的に生活するための避難場所。また、公園の場合には、主
として救護救援活動の前線基地及び、救援物資輸送の中継基地とな
ること。

地域防災計画

災害対策基本法に基づき、市民の生命・財産を災害から守るための
対策を実施することを目的とし、災害にかかわる業務に関し、関係
機関および他の地方公共団体の協力を得て、総合的かつ計画的な対
策を定めた計画。

地域連携クリニカルパス

急性期病院から回復期病院を経て早期に自宅に帰れるような診療計
画を作成し、治療を受けるすべての医療機関で共有して用いるもの。
回復期病院では、患者がどのような状態で転院してくるかを把握で
きるため、改めて状態を観察することなく、転院後すぐにリハビリ
を開始できるといったメリットもある。

地縁型組織
自治会・まちづくり協議会・子ども会・老人クラブなど、行政上の
区域や範囲内を活動場所として、地域課題の解決を目的として住民
の相互扶助や自治的な活動を行う地域活動団体。

地産地消
地域で生産された農産物を地域で消費すること。食料自給率の向上
に加え、直売所や加工の取組などを通じて、６次産業化にもつながる。

地方分権

国がもっている地方に関する決定権や、仕事をするために必要なお
金を地方（都道府県、市町村）に移して、住民に身近な行政は、でき
る限り地方公共団体が担い、地域で自主的に決められるようにする
こと。

昼間人口比率

常住人口から通勤・通学で他市へ流出する人口を引いたものに、通勤・
通学で他市より流入する人口を足した人口である「昼間人口」が、
常住人口に占める割合。100を上回っているときは昼間人口が常住人
口を上回ることを示し、100を下回っているときは昼間人口が常住人
口を下回ることを示す。

朝鮮人街道

1607年（慶長12年）から1811年（文化８年）までの間、計12回朝鮮通信
使が来日したうちの11回通った道で、現在の野洲市小篠原から近江
八幡市を経て彦根市鳥居本までの約40ｋｍの道のこと。下街道、京
街道とも呼ばれていた。関ヶ原の合戦で勝利を収めた徳川家康が上
洛する際にこの街道を通ったことから、この縁起の良い吉道を通行さ
せることで通信使への優遇ぶりを表そうとしたとも考えられている。
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朝鮮通信使

江戸時代に朝鮮王朝が日本に派遣した外交使節。豊臣秀吉の朝鮮出
兵以後、断絶が続いていた日朝関係の回復を願った徳川家康が対馬
藩を通じ招いた。使節団は江戸幕府の将軍が代わるごとに訪れた。
使節団には学者や文人、画家や書道家たちも同行しており、当時の
日本文化に影響を与えたと考えられている。「朝鮮通信使に関する記
録」が2017年（平成29年）10月にユネスコ「世界の記憶」へ登録された。

テレワーク

ICT（情報通信技術）を利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な
働き方。自宅を就業場所とする在宅勤務や、施設に依存しないモバ
イルワーク、サテライトオフィス等を就業場所とする施設利用型な
どがある。

特定健康診査
（特定健診）

日本人の死亡原因の約６割を占める生活習慣病の予防のために、40
歳から74歳までの方を対象に、メタボリックシンドロームに着目し
た健診。特定健診の結果、生活習慣病の発症リスクが高く、生活習
慣の改善による生活習慣病の予防効果が多く期待できる方に対して、
専門スタッフ（保健師、管理栄養士など）が生活習慣を見直すサポー
トを行う（特定保健指導）。

土地利用型農業
土地の広がりを活用することを営農の中心にしている農業生産の方
式。代表的な作目は、米・麦・大豆などである。

【な行】

南海トラフ巨大地震

駿河湾から日向灘沖にかけてのプレート境界を震源域として繰り返
し発生してきた大規模地震。前回の地震発生より70年以上が経過し
ており、次の南海トラフ地震発生の切迫性が高まっている。南海ト
ラフ地震が発生すると、関東地方から九州地方にかけての太平洋沿
岸では強い震度となるとともに、大津波の襲来が想定されている。

【は行】

ハイリスク者

基礎疾患のある妊産婦のこと。特に母児のいずれかまたは両者に重
大な予後不良が予想される妊娠のこと。具体的には、基礎疾患を持
つ妊産婦や産科合併症を生じた妊産婦、また、過去の妊娠が異常な
結果に終わった既往歴を持つ妊産婦のこと。こうした医学的ハイリ
スクに対して、生活保護受給者や精神疾患合併を持つ妊産婦、未婚
や若年での出産、未受診妊婦は社会的ハイリスク妊産婦と呼ばれる。

発達障がい

親の愛情不足や育て方などの生育環境が原因ではなく、脳機能の発
達のアンバランスさが原因で、子どもの発育や成長の遅れや偏りが
生じ、得意と苦手なことの差が大きく、生活の困り事が現れるが症
状は様々で個人差が大きく、通常低年齢において発現し、成人期に
も続きます。代表的なものとして、自閉症スペクトラム障がい（ASD）、
注意欠如／多動性障がい（AD/HD）、学習障がい（LD）が挙げられる。
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バリアフリー
高齢者、障がい者が生活をしていく上で、障壁（バリア）となるもの
を除去（フリー）すること。物理的、社会的（文化・情報）、制度的、
心理的（意識）な障壁などすべての障壁を除去すること。

晩婚化

結婚する年齢が高くなること。日本人の平均初婚年齢は2012（平成
24）年で夫が30.8歳、妻が29.2歳であり、1950（昭和25）年から夫4.9歳、
妻6.2歳の上昇、1980（昭和55）年と比較しても、夫が3.0歳、妻は4.0
歳と平均初婚年齢が上昇している。

ひきこもり
仕事や学校に行かず、かつ家族以外の人との交流をほとんどせずに、
６か月以上続けて自宅にひきこもっている状態。

びわ湖あさがおネット
情報通信技術を用いて、安全に診療情報や在宅療養支援情報を関係
機関で共有することにより、より良い医療・在宅療養サービスを提
供するための仕組み。

普通建設事業費
道路・橋りょう、学校、庁舎等公共又は公用施設の新増設等の建設
事業に要する経費のこと。

不妊治療

妊娠を希望し、避妊せず夫婦生活を営んだにもかかわらず、一定期
間過ぎても妊娠しない場合を「不妊症」という。不妊症に対した治
療が不妊治療であり、タイミング法、排卵誘発法、人工授精、体外
受精などの生殖補助医療がある。人工授精や体外受精は保険適用が
なされないために、高額な医療費がかかり、経済的負担が大きい。

ふるさと納税

支援したいと思う自治体に寄附ができる仕組み。寄附をすることで、
地域貢献につながるだけでなく、地域の特産品が返礼品としてもら
える。また、ふるさと納税により寄附をした金額は税金から控除・
還付されるため、自己負担が軽減される。

文化芸術創造都市

文化芸術の持つ創造性を活かした地域活性化や観光・産業振興等に
領域横断的に活用し，地域課題の解決に取り組む地方自治体のこと。
本市では、2007年（平成19年）度に文化庁より「文化芸術創造都市」
の表彰を受けた。

放課後児童クラブ
小学校に就学している子どもで、その保護者が労働等により家庭に
いない場合に、授業終了後に児童厚生施設等を利用して遊びや生活
の場を提供し、子どもの健全な育成を図る活動。

防災公園

地震に起因して発生する市街地火災等の二次災害時における国民の
生命・財産を守り、都市の防災構造を強化するために整備される防
災拠点、避難地、避難路としての役割をもつ都市公園及び緩衝緑地
のこと。

【や行】

遊休地
農地としての利用、駐車場等などへの活用をはじめ、どのような用
途でも使われておらず、有効活用されていない土地のこと。
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ユニバーサルデザイン

文化・言語・国籍の違い・性別年齢の差違・障がい・能力の有無に
かかわらず、すべての人にとって、できる限り利用可能であるよう
に製品、建物、環境に配慮した計画、設計（デザイン）であり、バリ
アフリーを一歩進めた考え方。

要介護度
どれくらい介護サービスを行う必要があるかといった介護サービス
の必要度。軽度のものから順に、要支援１・２、要介護１～５の７
段階に判定される。

【ら行】

ライフサイクルコスト
施設における新規整備・維持修繕・改築・処分を含めた生涯費用の
総計。

ラムサール条約

1971年（昭和46年）にイランのラムサールで開催された国際会議で採
択された、湿地に関する条約。正式名称は、「特に水鳥の生息地とし
て国際的に重要な湿地に関する条約」。湿地の「保全・再生」と「ワ
イズユース」（賢明な利用）」、これらを促進する「交流、学習」が条
約の基盤となる考え方。

立地適正化計画
持続可能な都市経営を可能にするために、居住機能や医療・福祉・
商業、公共交通等の様々な都市機能の誘導により、コンパクトなま
ちづくりを実現するためのマスタープラン。

療育

かつては肢体不自由児の社会的自立をめざす医療・治療と保育・教
育のチームアプローチとされていたが、現在では対象を障がいが確
定されていない子どもまで拡大し、能力改善のみならず、親や家族
への育児支援などを含んだ広い概念である「発達支援」へと発展拡
大されている。

【わ行】

ワークシェアリング

雇用の維持・創出を図ることを目的として労働時間の短縮を行うも
のであり、雇用・賃金・労働時間の適切な配分をめざすもの。多様
な働き方の選択肢を拡大する多様就業型と、景気の悪化や構造改革
など当面の厳しい雇用情勢に対応するための緊急対応型がある。

ワーク・ライフ・バランス
働くすべての人が、「仕事（ワーク）」と育児や介護、趣味や学習、休
養、地域活動といった「仕事以外の生活（ライフ）」との調和をとり、
その両方を充実させる働き方・生き方のこと。

ワーク・ライフ・マネジメント
社員、職員一人ひとりがそれぞれのライフサイクル等に応じて、自
ら主体的に仕事と生活をコントロールすることが可能となる状態。
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【アルファベット・数字】

０次予防
自分らしい生き方をして、病気になってもならなくても、障がいが
あってもなくてもその人らしく過ごせる地域基盤づくり。

５R

Reduce（リデュース；ごみの減量）、Reuse（リユース；再使用）、
Recycle（リサイクル；再資源化）、Refuse（リフューズ；ごみになる
ものは受け取らない）、Regenerate（リジェネレイト；再生品の使用）
の５つのこと。５Rを推進することで、ごみの減量と資源の有効活用
を図るとともに、再資源化およびごみ問題に対する意識の向上をめ
ざしている。

6次産業化

農林漁業者（１次産業）が、生産物の価値を上げるために、生産だけ
でなく、食品加工（２次産業）、流通・販売（３次産業）にも取り組み、
それによって、農林水産業を活性化させ、農山漁村の経済を豊かに
していこうとするもの。

CCRC構想

CCRCはContinuing Care Retirement Community（継続的なケア付き
の高齢者の共同体）の略。東京圏をはじめとする高齢者が、自らの希
望に応じて地方に移り住み、地域社会において健康でアクティブな
生活を送るとともに、医療介護が必要な時には継続的なケアを受け
ることができるような地域づくりのこと。CCRC構想の意義としては、
地方移住を希望する高齢者の希望の実現、地方へのひとの流れの推
進、東京圏の急速な高齢化への対応の３点が挙げられる。

DMO法人

DMOとはDestination Management Organizationの頭文字をとった
言葉。DMO法人とは、観光地域づくりの舵取り役として、多様な関
係者と協同しながら、明確なコンセプトに基づいた観光地域づくり
を実現するための戦略を策定し、戦略を着実に実施するための調整
機能を備えた法人。

DV
Domestic Violence（ドメスティックバイオレンス）の略。家庭内暴力
とも呼ばれ、家族の間で行われる身体的または精神的虐待行為のこ
と。近年DVと似た構造の恋人同士の暴力行為をデートDVとも呼ぶ。

ICT
Information and Communication Technologyの略で、情報通信技術
のこと。

LGBT

Lesbian（レズビアン；女性の同性愛者）、Gay（ゲイ；男性の同性愛者）、
Bisexual（バイセクシャル；両性愛者）、Transgender（トランスジェン
ダー；心の性と身体の性が一致せず、身体の性に違和感を持つ人）の
頭文字をとった言葉で、性的少数者を表す言葉。

PDCAサイクル
Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Act（改善）の４つの頭文字を
とったもの。改善を受け、次のPDCAサイクルにつなげていくことで、
継続的に業務改善を実施していく。
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PPP/PFI

PPPとは、Public　Private Partnership の略で公共サービスの提供に
おいて民間が参画する官民連携の方法を幅広くとらえた概念である。
PFIとはPrivate Financial Initiativeの略で、PPPの手法のひとつであり、
公共施設の建設、維持管理、運営等に民間の資金や経営能力を活用
することで、効率的かつ効果的に社会インフラを整備、運営する手法。

QOL

Quality of Lifeの略。物理的な豊かさやサービスの量だけでなく、一
人ひとりの人生の内容の質や社会的にみた生活の質のことで、どれ
だけ人間らしい生活や自分らしい生活を送れているかをとらえる概
念。QOLは身心の健康、良好な人間関係、やりがいのある仕事や快
適な住環境など様々な観点から計られる。

SDGｓ

Sustainable Developmental Goals（ 持 続 可 能 な 開 発 目 標 ）の 略 で、
2015年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための
2030アジェンダ」にて記載された2016年から2030年までの国際目標
のこと。「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある世
界を実現するための17のゴール・169のターゲットから構成されて
いる。「普遍性（すべての国が行動）」、「包摂性（誰一人取り残さない）」、

「参画型（すべてのステークホルダーが役割を）」、「統合性（社会・経済・
環境に統合的に取り組む）」、「透明性（定期的にフォローアップ）」の
５つの特徴がある。

SNS

Social Networking Service（ソーシャルネットワーキングサービス）の
略で、登録された利用者同士が交流できるWebサイトの会員制サー
ビスのこと。最近では、社会や組織の広報としての利用も増えてき
ている。

SWOT分析

ビジョンや戦略を検討する際に、現状を分析する手法の一つ。SWOT
は、Strength（強み）、Weakness（弱み）、Opportunity（機会）、Threat

（脅威）の頭文字となっている。置かれている状況をSWOTの４つに
分類した上で、どのように強みを活かすか、どのように弱みを克服
するか、どのように機会を利用するか、どのように脅威を取り除く、
または脅威から身を守るか、といった問いに答えていくことで、創
造的な戦略につなげることができるとされる。
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関係条例

Ⅴ

近江八幡市総合計画審議会条例
平成22年3月21日

条例第12号

改正　平成29年6月27日第26号

　　（設置）

第１条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、近江八幡市総合計画

審議会（以下「審議会」という。）を設置する。

　　（所掌事項等）

第２条　審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。

（１）　近江八幡市総合計画基本構想及び基本計画の策定に関すること。 

（２）　近江八幡市国土利用計画の策定に関すること。

（３）　その他特に市長が必要と認めた事項に関すること。

  （平29条例26・一部改正）

　　（組織）

第３条　審議会は、委員35人以内をもって組織する。

２　委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱又は任命する。

（１）　学識経験を有する者

（２）　市議会議員

（３）　各種団体の代表者

（４）　関係行政機関の職員

（５）　その他市長が必要と認める者

　（平29条例26・一部改正）

　　（任期）

第４条　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

　　（会長及び副会長）

第５条　審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。

２　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。
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　（会議）

第６条　審議会は、会長が招集する。

２　審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。

３　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

　　(部会)

第７条　審議会は、特に必要があるときは、部会を置くことができる。

２　部会に属する委員は、会長が指名する。

３　部会に部会長を置き、部会に属する委員のうちから互選する。

４　部会長は、部会の事務を掌理し、部会の経過及び結果を会議に報告する。

５　部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長の指名する委員がその職務を代理する。

　　(庶務)

第８条　審議会の庶務は、総合政策部において処理する。

　　(委任)

第９条　この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。
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関係者名簿

Ⅵ

近江八幡市第１次総合計画審議会  委員名簿

◎会長　〇副会長 【順不同：敬称略】平成31年１月16日現在

氏名 団体名

◎ 真　山　達　志 学識経験者（同志社大学政策学部　教授）

○ 今　里　佳奈子 学識経験者（龍谷大学政策学部　教授）

○ 川　﨑　雅　史 学識経験者（京都大学大学院工学研究科　社会基盤工学専攻　教授）

重　田　　　剛 近江八幡市議会議員（教育厚生常任委員会　委員長）

岡　田　彦　士 近江八幡市議会議員（総務常任委員会　委員長）

奥　田　孝　司 近江八幡市議会議員（産業建設常任委員会　委員長）

青　山　　　孝 近江八幡市連合自治会　会長

秋　村　田津夫 近江八幡商工会議所　会頭

岡　本　　　守 グリーン近江農業協同組合　専務理事

谷　口　　　豊 一般社団法人近江八幡青年会議所　理事長

加　納　　　隆 近江八幡市まちづくり協議会連絡会　会長

香　川　雄　一 近江八幡市環境審議会　副委員長（滋賀県立大学環境科学部　教授）

八　木　明　恵 近江八幡市社会福祉協議会　代表

蒲　生　久　男 近江八幡市人権尊重のまちづくり推進協議会　会長

髙　木　敏　弘 安土町商工会　会長

淺　田　壤太郎 近江八幡市土地改良団体協議会　会長

轟　　　慎　一
近江八幡市都市計画審議会　会長（滋賀県立大学環境科学部環境建
築デザイン学科　准教授）

平　松　紀代子 近江八幡市男女共同参画審議会　会長 (滋賀大学教育学部　准教授）

森　嶋　篤　雄 近江八幡観光物産協会　会長

山　本　克　與 一般社団法人近江八幡市蒲生郡医師会　会長

益　田　卓　弥 総務部長

角　野　文　彦 滋賀県健康医療福祉部　理事

村　田　昌　由 東近江行政組合（近江八幡消防署長）

安　倍　映　子 近江八幡市教育委員会　代表

安田　惣左衞門 近江八幡市安土町地域自治区　地域協議会　会長

川　嶋　冨美子 公募委員

田　口　真太郎 公募委員

中　島　みちる 公募委員

南　山　賢　悟 公募委員
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委員を交代された前委員（役職は委嘱当時）
氏名 団体名

岡　山　かよ子 近江八幡市議会議員（教育厚生常任委員会　委員長）

辻　　　正　隆 近江八幡市議会議員（総務常任委員会　委員長）

平　井　偗　治 近江八幡市議会議員（産業建設常任委員会　委員長）

池　元　弘　行
一般社団法人近江八幡青年会議所　理事長

小　川　芳　克

金　井　　　葵 近江八幡市社会福祉協議会　代表

佐　藤　弘　明 近江八幡市人権尊重のまちづくり推進協議会　会長

善　住　昌　弘 安土町商工会　会長
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